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＜最高裁判所通達通知回答集目次＞

1司法組織

子政事務に関し平同
謂雲の読釦な笹12長

髄判所が司劃
目する個人幅 脚

闘
単
圃
何
朋
畳
圃

判
書
藏
局
研
所
所
薪

麟
帝
高
局
法
判
修
釦

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 廻勾躍判町”又罰”官輯極1－つし､

て

昭
蛎
刺25年
14日
総二目
務局f
;69号総
:代理回答

回答 総務局 昭和25年
4月14日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 裁判所の保有する司法行政文誓の
開示に関する事務の取扱要綱につ
いて

ー

平成27年
4月6日 高等載判所長
秘書第670号

蟇鞠譲:謡
銭判所大法廷首

雲嬬務鶴

騨

通知 秘書謀 平成Zﾉ年
4月6日

2 麺判嗣”泳伺りっ司声1丁唾エ雷”。

開示に関する事務の取扱要綱の実
施の細目について

平成27年
4月6日
泌書第671号
笥等裁判

建
言．地方
浅判所長
麗判所大
；書記官，最高
患判所事
司課長，
雀

蕊
瞳
百
厘

国
磨盤昼彌

務総局
司法研
裁判所
研修所
辱
撃
あ
蓋

判
て
所
事

通運 秘書謀 半戚Zﾉ年
4月6日

3 ，

蝋鯉騨お職潮あ
平成27年
4月6日
篭一第386号

司牒長j司法研

謂患雛票
§鐙露糎
磨謹再調知 ．

通知 総務局 平成29年
5月19日
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｜ ｜ ’ ’鶚霊て‘

鎧
蔑
識
届

蝿騨宕寝今情報剛 職嶢
趣毎面

千厩邑弓工干

5月19日

’ ’

5

瀞瀦叉綴器識溺あ圭蓋
の細目について

平厩Zノヰ

4月6日
一
輔
・
謂
哨
衝
蝋
爵
勵
員
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ｂ
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Ｐ
ｂ

瞳
噛

389号

勢零庭
'長，最高
'大法廷首
官,最高
事務総局
b司法研
，裁判所
合研修所
高裁判所
長あて事
通達 ．

通達 総務局 半腿Zwヰ
5月19日

6 内圏癌塞八屋ﾜ、W副露1丁駆采壷W

移管に関する事務の取扱いについ
て

平成22年
3月30日 購
麟
騨
繍

篭
節
籠
識
罷
穿

ｂ
■
ｐ
Ｉ
■

』■ｂ８

ｂ
■
、
Ｄ
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Ｌ
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０
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０

通達 秘霄騨 平成25年
7月24日

7 公益通報に関する事務の取扱いに
ついて

平成18年
3月17日

，
判
判
諜
所
員
〆 最

1－第000348号

害謡濯庭
長
事
，

所
所
長 9

0 最高
務総局
司法研

暹合霊欝
高裁判

書館長
蜂唇佐
あて霊
命蒲塞

通達 総務局 平成18年
3月17日

8 恋錘哩報'二園9勺争砺側と狸”.墨用

について
平成18年
3月17日 蕊對鶚君

庭
高
局
研
所
所
所
総

方，家

曇鑓
,;司法
，裁判

蟇議
鍵て

家地
所
所
長
長
総
最
館
長

削
削
毘
訴
員
嘗
司

通達 健務局 平成26年
8月8日

9 最高裁判所事務総局等の組織につ
いて

平成1年
3月22日

1－第84号最
裁判所事務総
'局課長，司法

鰯書鵠課
,，家庭裁判所
壷官研修所
,，最高裁判所
書館長あて事
鍵長邇薙

通達 総務局 令和3年
3月8日

,書第672号

声謬曜庭
|判所長，最高
劉所犬裟妊昔
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噛
遍
廷
個
鱈
誌
幽 口

11 情報公開・個人情報保漣審査委員
会の運営について

平成27年
4月6日

i書第673号
i等裁判所長
ID地方，家庭
|判所長，最高

蝿書声鵲
|判所事務総局
'課長，司法研

籠鐵篝
書館長あて事
I錘羅掻窪

通達 秘雷課 平成27年
4月6日

lZ エロ零両

瀧鶴
認
全

幅
室
《

〈
の
画
ム
告
丁
付
ス
ロ
シ柵
〃０の砦

つ
刷
扱

について

半厩挫ﾉ年

12月16日 菫､…鑿露，殴
務総局局課
０
９

司法研修所
裁判所職員
合研修所長，

蕊零肇黙
通運

罰撞
ー 鴬務局 平成27年

12月16日

13 駁偶裁判

務におけ燃麗更舎蕊
いについて

畢
扱
係
取
圏
の
平成27年
12月16日
:一第1428

露蕊大蕊判”
鏡局局課
,‘司法研修所
IO裁判所職員

書鰯謡醤
長あて総務局
，人事局長,
理局長依命通

通達 総務局 令和2年
10月29日

14 副露1丁賦エ置”宮理1--ヨしUL 平成24年
12月6日

誓
等
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判
判

り
Ｌ
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リ
レ
・
日
日
・
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Ｌ
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Ｄ
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ｐ
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ｐ
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』
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ロ
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■
■
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L医

唾些‘

;003545号

騨詮
;長，最高
:大法廷首

1蟇塞鶴
;,司法研
;,裁判所
I合研修所

鶴鑿襄
達

通達 秘嘗課 平成30年
11月30日
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『
■
』
弓
■
■
夕

い
■通達

16 人争官埋又吾寺の隊仔期間寺につ

いて
平成29年
3月6日
秘書第702号
高等裁判所長

蟇判篭藷
騨溌需蟇

総局

綱
鱒
鵜

務
司
裁
研
裁
宛

判所事
課長，

蕊喜
雲躍

裁
局
修
職
長
図
健

通運 秘書課 平成29年
3月6日

17 秘密文書管理要領について 千厩⑨U手

11月30日
秘
号
官

４
裁
方

第
等
地

書
高
，

9

割雲
裁判所長，最

7

菫
首
高
廷
最
法
，
大
官
所
記
判
書
裁
席
裁判所事務総局
局諜長， 司法研
修所長，裁判所
職員総合研修所
長，最高裁判所
図書館長宛秘密
課長通達

通達 秘密課 平成30年
11月30日

標題 発出日 番号等 区分所管局
鼓新の
改正日

1 国J競琴陸蕊刊阿I函互員寺1－1鋼ヲ句

規則の運用について
平成7年
7月14日
家三第237号
高等譲判所長
官，家庭蕊判所
長あて事務総長
依命通達

通達 家庭局 平成7年
7月14日

邑 旦

2 率睡垂刊”I匡画＝睡厘0－ジU・L

一

R回祁坐〃手

5月12日
O0

》

長

、

‐
所
除

宰
判
を

干
載
島

嘩
庭
福

季
家
く

勺

<・）あて家庭
局長通知

霊生、 辰雇高1ー‐▼ー▼ず一 開莉Z7E1
5月12日

3 下敵裁判欧畢湯処理規則の連用に
ついて

平成6年
7月22日
総一第182号

庭
事
霊

長
家
て
蒲

所
ｊ
あ
命

鋤
蛎
眠
醗

等
‐
判
錘

高
官
藏
露

通達 錘■~ー務局 半j汎Z4ヰ
3月26日

4 榎数の事務局次長を置く裁判所の
指定及び事務局次長の員数の定め
について

平成8年
7月23日
総一第233号

書害謡零庭
哉判所長あて総
務局長通知

通知 総務局 平成8年
7月23日

5 季輌圃》琶躍、間麹誕干りDIW祠生1－

ついて
平成6年
7月21日
縫一第207号
高等戯判所長

蟇判纏お篭
務局長通知

通知 総務局 平成6年
7月21日

6 下級裁判所の事務局等の組織につ
いて

平成6年
7月29日

総一第21．3号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長依命通達

通達 総務局 平成剛年
3月26日
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望|通運|聡務局牒厚
目及ひ企画平灰b

7日ワロF
秘砧企画寝
官の醗暦'二

|" 而 ‐
■ ▽■Fー－

1月23日

園
日
Ｑ
ｄ
Ｆ
Ｄ

8 課長補佐の設匝について 平成0年

7月29日
患一第215号
奇等裁判所長
託地方，家

譜蕊
あて雲
命通達

通達 総務局 平成24年
3月26日

9 課に慨く係について 平成6年
7月29日
恩一第229号
爵等裁判所長

§判漂溢霧
勇局長依命通達

通達 総務局 令和3年
1月28日

10 課長補佐及び係の設置等の特例に
関する上申について

平成6年
7月29日
畿一第230号
苗等裁判所
言．地方 0 雲庭
麗判所長あて総
墜局長彌識

通運 総務局 半駅迦ヰ
5月30日

11 唾
庭
い

を
家
つ

冨
席
に

宜
次
め

函
ぴ
定

閉
及
の

判
壼
雪
叡

裁
指
員

庭
の
の

家
所
官

席
判
査

次
裁
鯛

の
庭
所

叡
家
判

硬
く
裁
て

平成24年
3月22日

笥裁総一第朋0
号高等裁判所

詮
、

家庭霊判
総務局長

通知 総務局 平成24年
3月22日

12 舞括王
己 ▲ ■上丘
琢腫言錘刊

軍

所
庭裁判所鯛登冨を瞳く

及び寵庭裁判所の支部
の指定について

平成17年
2月24日

爵裁総一第000
|号

通知 総務局 平成17年
2月24日

13 宝底釜

調登目

いて

判所鯛査官及び家庭裁判所
補の配置，組の構成等につ

昭和62年
3月19日

'一第63号高
1

1

菫
達

判所長官 、

裁判所長あ
務総長依命

通達 総務局昭和62年
3月19日

b

14 家庭裁判所鯛査官及び家庭裁判所
調査官補により構成する組の数に
ついて

昭和62年
3月19日

'一第64号高
藏判所長官，
庭裁判所長あ
総務局長依命
達

通達 輻痴卸 平成31年
3月8日

15 支部事件
および支
判所謂査

一
一官I
方法
庭裁

医務室技
をさせる
おける家
ついて

務の
診断
間に
用に

本庁勤
につき
部相互
官の利

噸和UZヰ

3月5日

1

1

庭
等
、

｡

甲第13号

難
所長
裁判所

(盛岡を
）あて
長通知

肇庭

通知 家庭局 3和32年
月5日

16 本庁
し支雛
の家庭裁判所
件の鬮査を命

の取扱いについて
学
査官に対
る場合等

昭和48年
3月23日

一第64号家
局長回答

回答 家庭局 昭和48年
3月23日

17 調査官研究費の取扱いについて． 脾
日
1三第000003号
I

、
■
■
ｂ
Ｄ
Ｕ
■
、
■
■
Ⅱ
‘
■
■
ｐ
』
■
■
■
■
』
Ｕ 腱
譲為誌宛
局長，
I幕禰塗．

経理

通達 家庭局 脾
日

巫諦ﾜR昼
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する司法竹邸
室慾の取扱薯

晏悪 置
碧
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実
晉
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目
頭半

鬮
同
儂

呼
裁
局
修
職
具

19 大法廷首席書記官等に関する規則
の運用について

平成6年
7月18日

'一第183号
等裁判所長
0 地方,家庭
判所長あて事
総長依命通達

通達 総務局 平成26年
2月13日

20 訟廷管理官の下に置く係について 平成6年
7月18日

;一第184号
等裁判所長
0 地方，家庭
判所長あて総
局長依命通達

通達 総務局 平成22年
1月27日

21 裁判員調整官の下に置く係につい
て

平成20年
5月30日

'一第000779号
等裁判所長．所長
9

、

，，

0

1

地
家
あて
命通

方
庭
総
達

裁判
裁判
務局

所
所
長

通達 総務局 平成21年
3月27日

22 家事の首席署記官及び少年の首席
書記官を置く家庭裁判所の指定に
ついて

昭和59年
7月13日
＝第200号
等裁判所長
、地方、家庭
判所長あて事
鍵長通知

通知 総務局 召和59年
1月13日

Z3 琢争叩目ﾉ帝置昌回昌媒いgｸﾞ午”目ﾉ齢

書記官を置く家庭裁判所の指定の
取消しについて

平成25年
3月4日

一第149号
等裁判所長
,‘地方，家庭
判所長宛総務
長通知

通知 総務局 平成25年
3月4日

24 民事の首席書記官及び刑事の百席
書記官又は首席書記官を置く簡易
裁判所の指定について

平成16年
2月27日

一第91号高
裁判所長官，
方，家庭裁判
長あて総務局
通知 ｡■

通知 総務局 平成16年
2月27日

25 民事の次席書記官及び刑事の次席
書記官を置く高等裁判所等の指定
並びに次席書記官の員数について

令和2年
8月3日

;一第950号
i等裁判所長
'，地方裁判所
:，家庭裁判所
:あて総務局長
1知

通知 総務局 令和2年
8月3日

26 裁判所の保有する司法行政文書の
開示に関する事務の取扱要綱につ

■

いて

平成27年
4月6日

ト書第670号
i等裁判所長
' ,地方，家庭
1判所長，最高
i判所大法廷首
i書記官，最高
削所事務総局
I課長，司法研
新長，裁判所

I書館長あて事
;総長通知
－

R71具

通知

等遥身奉

秘書課

諏垂劃日 I‘

平成27年
4月6日

ロ〃 ﾜ7
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塑曹箙長8
藤総長彌笹

’

28 ｢裁判所が司法行政事務に関して
保有する個人情報の取扱要綱」の
一部改正について

平成27年
4月6日
侭一第386号
爵等裁判所長
き，地方，家庭
f判所長，最高
勘判所大法廷首
菅書記官，最高
髄判所事務総局
計課長，司法研
蚤所長，裁判所
笠員総合研修所
島,･最高裁判所
ﾛ書館長あて事
;総長通知

通知 総務局 平成29年
5月19日

29 下級裁判所が司法行政事務に関し
て保有する個人情報等の適切な管
理について

平成27年
12月16日
慰一第1425
号高等裁判所長
言，地方，家庭
茂判所長あて事
階総長彌捧

通達 総務局 平成31年
1月28日

30 裁判所が司法行政事務に関して保
有する個人情報の取扱要綱の実施
の細目について

平成27年
4月6日
総一第389号
高等裁判所長
宮，地方，家庭
裁判所長，最高
裁判所大法廷首
席書記官，最高
裁判所事務総局
局課長，司法研
修所長，裁判所
職員総合研修所
長，最高裁判所
園書館長あて事
藩総長涌逹

通達 総務局 平成29年
5月19日

31 公益通報に関する事務の取扱いに
ついて

平成18年
3月17日

:一第000348号
『等裁判所長
『,地方，家庭
i判所長,最高
:判所事務総局
i課長，司法研
斬長，裁判所
;員総合研修所
上，最高裁判所
l書館長あて事
総長依命通達

通達 総務局 平成18年
3月17日

32 公益通報に関する事務処理の運用
について

平成18年
3月17日

bU号

長
家庭
最高
総局
法研
判所
修所
判所
て総

UUO3

判所
方，
長，
事務
，司
，裁
合研
高裁
長あ
彌逹

第
裁
地
所
所
長
長
総
最
館
得

一
等
，
判
判
課
所
員
叫
書
局

ｂ
Ｄ
Ｑ
Ｐ
ｐ
・
日
日
■
■
Ｉ
ｂ
ｂ
Ｐ
Ｄ
Ｂ
ｂ
ｒ
●
ニ
ロ
ー
■
■
ｒ
■
■
Ｐ
ｂ
■
〃
Ｌ
Ｆ
Ｉ
■
、
二
日
日
日
Ⅱ
ｐ
ｅ
■

通達 総務局 平成26年
8月8日
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后
密 必
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偲
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て

則
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垂
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切

麗
最
箔
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40 固人情報俣諦塞杏号

起
国
弱

34 情報セキュリティに関する対策基
準について

平成19年
3月22日

矛政第000184号
職長官，地裁
『長家裁所
を，最高裁首席
I査官，最高裁
:法廷首席書記
『，最高裁事務
渇局課長,、司
研修所長，裁
l所職員総合研
斬長，最高裁
I書館長あて情
i政策課長通達

通達 情報政
策課
平成30年
11月30日

35 司法行政文書のあて名等について 昭和61年
11月20日
秘書第448号
高等裁判所長
官, .地方，家庭
裁判所長あて秘
書課長通達

通達 秘書課 昭和61年
11月20日

36 裁判所速記官による速記に関する
事務の運用について

平成10年
3月20日

:三第56号高
識判所長官，
I方裁判所長，
癌裁判所長あ
．総務局長通捧

通達 総務局 平成16年
4月1日

37 裁判所の庁舎等の管理に関する規
程の運用について

昭和43年
6月10日

E監第40号高
屑裁判所事務局
:、地方、家庭
綱所長あて事
§総長依命通達

通達 経理局 昭和55年
12月13日

38 裁判所の庁舎等の管理に関する規
程の運用について

昭和60年
12月28日

蚤監第71号高
学裁判所事務局
昆，地方，家庭
群ﾘ所長あて経
里局長依命通達

通達 経理局 平成7年
3月31日

39 情報公開・個人情報保護審査委員
会要綱について

平成27年
4月6日

‘害第672号
袴裁判所長
『，地方，家庭
t判所長，最高
t判所大法廷首
『書記官，最高
t判所事務総局
畷長，司法研
斬長裁判所
損総合研修所
;，最高裁判所
l害館長あて事
;総長通知

通知 秘書課 平成29年
5月19日
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41 報
全

情
専
塞

人
つ
勺

個
す
疋
関
符
に
○
等
け
末
お
端

に
つ
句

町
す
判
理
裁
処

趣
一
さ

卜
等

の確保等について 、

平成27年
12月16日
篭一第1427

長
庭
所
家
判
，
裁
方
等
地

｛
回
向
，

コ
ヲ
封
ヨ

麓判所長あて事
爵総長通達

通達 総務局 平成27年
12月16日

42 下級裁判所が行う個人番号関係事
務における特定個人情報等の取扱
いについて

平成27年
12月16日
慰一第1429
号高等裁判所長
罫，地方，家庭
解り所長あて総
婿局長，人事局
蔓,経理局長依
市通達

通達 総務局 年
日
２
９２
和
月
令
扣

43 会計部門における個人番号の取扱
いについて

平成27年
12月17日

等裁判所事務
長あて経理局
務課長事務連

事務
連絡
経理局 平成27年
12月17日

44 情報セキュリティに関する対策基
準の運用について

平成30年
11月30日

政第676号
裁長官，地裁
長，家裁所
、 最高裁首席
査官,最高裁
法廷首席書記
，最高裁事務
局局課長，司
研修所長，裁
所職員総合研
所長，最高裁
書館長あて情
政策課長通知

通知 情報政
策課
平成30年
11月30日

45 司法行政文書の管理について 平成24年
12月6日

i書第003545号
等裁
'，地勢
所長
『 家庭

|判所長,最高
|判所大法廷首
'書記官,､最高
判所事務総局
課長，司法研
所長，裁
員総合研
6

鑿
所
所

最高裁判所
害館長宛事務
I長通達

通達 秘書課 平成30年
11月30日

46 下級裁判所における司法行政文書
の管理の実施等について

平成24年
12月･6日

必書第003547号
爵等裁判所長
ﾖ，地方，家庭
磁判所長宛秘書
黒長通達

通達 秘書課 平成30年
11月30日

47 人皐官埋又雷寺の沫仔期間寺1こつ
いて

千映邑ご午

3月6日

‐

害第702号
|等裁判所長
'，地方，家庭
i判所長，最高
判所大法廷首
書記官，最高
判所事務総局
'課長，司法研
所長，裁判所
負総合研修所

善霊謹製雲
長通達

通達 秘書課 平成29年
3月6日

壬粧垂唇短
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(4) その他
票題 発出日 番号寺 区分所百局

49 裁判所の司法行政事務における衛
星リモートセンシング記録の取扱
いについて

平成30年
2月21日

等，地方，家
裁判所事務局
あて総務局第
課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成30年
2月21日

50 訟
理
ぴ

及び刑事の
の訟廷副管
等の指定並
数について

事の訟廷副管理官
副管理官又は民事
を置く高等裁判所
訟廷副管理官の員

民
廷
宮
こ

瀞9琴
騒一第229号
奇等裁判所長
言，地方裁判所
蔓，家庭裁判所
員あて総務局長
圃知

通知 総務局 令和2年
3月9日

51 泌雷X着宮窪安頑1－つい~f 平成30年
11月30B
壗第4957
･高等裁判所長
'，地方

む
り
■
■

洋ﾘ所長，
家庭
最高

1判所大法廷首
i書記官，最高
i判所事務総局
I課長，司法研
所長，裁判所
;員総合研修所
;，最高裁判所
|書館長宛秘書
1長通達

通達 秘書課 平成30年
11月30日

52 裁判所調査官による租税関係事件
及び知的財産関係事件の調査につ
いて

令和1年
6月24日
一第414号
i等裁判所長
'，地方裁判所
あて事務総長
i命通達

通達 行政局 令和1年
6月24日

53 f且批I詞1示争1十媒L卜却ﾛソ湖I空I詞1示季

件の担当の裁判所調査官の派遣手
続の運用について

令和1年
6月24日
－第415号
等裁判所長
，地方裁判所
あて行政局
Ⅱ

,？ 刑事局長
事局長，人事
長彌逹

通達 行政局 令和1年
6月24日

54 租税関係事件及び知的財産関係事
件における裁判所調査官の併任の
発令の上申の手続について

令和1年
6月24日

奇等，地方裁判
斤事務局長あて
ﾃ政局第一課
是，刑事局第二
累長，民事局第
一課長，人事局
患務課長事務連
§

事務
連絡
行政局 令和1年
6月24日

55 情報セキュリティガイドブックに
ついて

平成30年
11月30日

裁長官，地裁
長，家裁所
9 最高裁首席
査官，最高裁
法廷首席書記
,最高裁事務
局局課長，司
研修所長，裁
所職員総合研
所長，最高裁
害館長あて情
政策課長事務
絡

事務
連絡
情報政
策謀
平成30年
11月30日
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2．法廷
（1） 一般

淵I

1 裁判官の人事解価に関する規則の
運用について

平成16年
3月26日

1

菫
２
所
家
て蕊
４第Ｅ任

高
，
判
総

ｂ
■
Ｉ
．
．
ｂ
Ｐ
、
字
Ｄ
Ｐ
■
Ｉ

通達 人事局 平成16年
3月26日

2 裁判官の人事評価の実施等につい
て

平成16年
3月26日

２
長
庭
人

２
所
家
て

４
判
皿
あ

第
裁
方
長

Ｅ
等
地
所

任
高
６
判
局長通遥

通達 人事局 平成31年
3月29日

3 裁判官の人事評価に係る評価書の
保管等について

平成16年
3月26日
,任E第423

i蝿謡蕊
|判所長あて人
局長通達

通達 人事局 惇
日

4 検察審査会事務局の係長の命免等
について

昭和32年
1月24日

総第22号地
裁判所長あて
務総長通達

通達 総務局
騨艀

標題 発出日 番号等 区分所管局 最新の
改正日

1 裁判官の制服について 平成4年
7月29日 警

一第166号
等裁判所長

官｡地方遙審
雛蕊命通達

通達 総務局 平成14年
10月31日

2 診号荊季翻刻､澪琿1－のしりL奮房里1－

立ち会う埋合における制服の着用
等について

昭和47年
11月20日

総一
地方
て事
通達

通達 総務局 昭和47年
11月20日

3 夏季における法廷の服装について 昭和26年
7月30日
総一第121号

噌慧蕊長官
く。）地方、家
庭裁判所長あて
事務総長通知

通知 総務局 昭和26年
7月30日

4 裁判所書記官の職服について 平成4年
7月29日

第167号
裁判所長．
地方，家庭

醗蕊

鮮
鰐
官
鯏
務総

通達 縫務局 平成4年
7月29日

5 裁判所書配官の職服に関する規程
の運用について

昭和30年
7月18日

総縫胃
高等爵
官、卸
裁判月
務総彊

i386号
剛所長
l方、憲摩

議蕊

通達 総務局 昭和30年
7月18日

6 法廷における弁證士の起立問題に
ついて

昭和27年
11月29日
総一第137号
高等裁判所長

難雲霊
通知

通知 冠痴回 召和27年
1月29日

7 刑事法廷における証人等の保篭に
ついて

噸和団 Iヰ

9月12日 碧壽認錐号
官､地方裁判所

鍵て事務総長

通達 刑事局 昭和31年
9月12日
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の横旺現場における関係關孵嘘偲l＝つ1.1で

9鵠陣知邪
基察官の派出墓

’

9 裁判Ⅳ『倉利用ワ旬陣雷百《六顕正

者）への配虚について
平成27年
3月17日

一諜長，民事
長宛て総務局第
高地家裁事務局

蕊呈籠：
事務連絡

事務
連絡
総務局 平成27年
3月17日

標題 発出日 番号等 区分所管局
歳新の
改正日

1 法廷等の秩序維持に関する法律お
よび規則の運用について

噸刊産〃ヰ

9月24日
'二

０
－
■
Ｆ
ｂ
｝

号
官
善
、

1685

等裁判
地方、 雲

職判所長あて
務総長通達

通達 刑事局 昭和27年
9月24日

2 法廷の扶序羅持寺にあたゐ裁判所

職員に関する規則の疑麓について
昭和27年
12月26日

一第1
務局
回答

回答 鍵務局 昭和27年
12月26日

3 法廷等の秩序篭持に関する法律等
に基づく過料の徴収について

平成Z9ヰ

6月26日
旨三弟aZ4号

『等裁判所長
『，地方，家
剛所長，最
i判所大法廷
『書配官，最
剛所事
E理局
；総
長
長通

務
あ
達

庭
高
首
高
局
事

家
最
廷
最
総
て
、

通達 民事局 平成29年
6月26日

4 法廷等の
反事件の
て
蓋
序維持に関する法律違
務取扱上の疑義につい

昭和Z8年

2月16日
詮第89号高等
裁判所長官､地
方裁判所長（新
潟を除く。）あ
て股廷課長通知

通知 鴛務局 昭和28年
2月16日

5 娃寺の妖序稚狩I＝潤す句法拝遅

事件の取扱について
昭和28年
7月9日

$蕊第106号

i等裁判所長
『、 （仙
)地方、
1判所長
f局長事
i知

蕊
務取扱

通知 総務局 ﾛ画祁進0千
7月9日

6 廷等の秩序維持に関する法律の
行に伴う法務省通ちょう等の参
送付について

昭和27年
10月28日

１
日

刑
６

長’
露
刑
壼

g二

蕊鵠鑛
雪､地方、家

鵠蕊霊て

通知 刑事局 鰡和Zﾉ年
10月28日

7 5敵裁判所IこおI丁句法睦寺の蒼鰯

捌について
殖側星J手

11月15日
第136号
6等戴判所長
y、
R判
局
命
§
良

地方､家

瀞
て篝
取扱

通達 総務局 昭和27年
11月15日

8 2判所法による番察官の派出要求
§について

日直知こ』÷

10月14日
リーー毒U 〃og

1号地方、家
&判所長
W総長通皇

て霊
通達 刑事局 昭和27年

10月14日
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裁判肋曇困
慾錘唇彌男

グ

3弁瞳士

4執行官

地方裁判圃
首庶客記壱

垂畢事湘
あて諏翻

陵
毒

’

10 孟建寺の

反事件配
て ．

毒
序罐狩I二

の取扱及悪
す旬法律淫

保存につい
昭和27年
10月27日

Ｌ
，
ｌ
ｉ
ｂ

447号高

'割蕊蟇詞
1あて事務総
達

通達 総務局 昭和27年
10月27日

11 法廷等の秩序維持に関する法律違
反事件等の報告について

平成6年
12月27日

号
庭
総

Ｏ
長
家
て

９
所
，
あ
達

３
判
方
長
通

第
裁
地
所
長

一
等
，
判
局

通達 総務局 平成6年
12月27日

12 翠刊"IZ1－字句琶示日W〃汎四巽不

について
噸和UUヰ

11月7日
Ⅲ一第156号
留等裁判所長
計、地方、家庭
&判所長あて事
畠錘昼謡釦

通知 荊學局 昭和38年
11月7日

13 「法廷秩序維持等のための警備状
況の報告について」の廃止につい
て

や
佃
側I手

月5日
目高裁刑三第2
I27号高等裁
u所長官‘地方

：判所長あて刑局長蒲撞

通達 刑串局 祠知’千
12月5日

標題 発出日 番号等 区分所管局 最新の
改正日

1 凧”罐正し7二計畠頭エ”真拍1－~ユし、

て ’
２
り
和26年
ﾖ30日
総一第117号
総務局長回答

回答 総務局 昭和26年
7月30日

2

蒻雲雛雛あ暴瀧悪羅事続
開始の決定が確定した堀合の報告
について

F成5年
月9日
冠一軍、卓U言

高等裁判所長
官，地方，憲庭
所
長
郷
鵬 鵲

て総

通達 や5カJ叩 平成16年
11月26日

3 法廷における弁甑士の起立問題に
ついて

賭祁Zノヰ

11月29日
総一第137号
高等裁判所長
官、地方、霊庭
裁判所長
務局長事
通知

霧
て総
取扱

通知 織務局 昭和27年
11月29日

標題 発出日 番号等 区分所管局 最新の
改正日

1 国内の子の引渡しの強制執行にお
ける専門家の依頼方法等について

平成28年
9月23日

h方裁判所
§長あて民霊
§三謀長事務
§

務

塁
事務
連絡
民事局 平成28年
9月23日

2 執行官採用選考の実施について 平成28年
6月24日

81号

鴎毒
◆

３
判
局
．

第
裁
事

三
方
民
達

通達 民事局 令和1年
8月30日

3 執行
る最
て
蟇認認議塁蕊濯認

平成28年
6月16日

i等裁判所長
IO地方，家庭
綱所長あて民
:局長通知

通知 民事局 平成28年
6月16日

4 執行官の任命基準の見直し等につ
いて ’

Ｐ
Ｆ
世28年
16日

U万一｡

弓民事I蕊謡
８
口
庁

7

Pの
I

民事局 平
昨
晩28年
16日
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b 4 可 宇

6 親荷.目寺に闇亨勺畢栃につい正 平成6年
12月20日
忌三第441号
笥等裁判

零雲冒，地方
ﾘ所長あ
患長通達 ．

通達 民事局 令和3年
3月29日

7 執行官の事務に関する配録及び嘘

騨綴溌嬬幾|熱零査
平成9年
3月13日

;三第125号
方裁
事務鱗
達

あ
命

通達 民事局 令和2年
9月4日

8 執行官の事務におけるコンピュー
タを利用した事務処理について

平成21年
12月25日

'三第伽0989号
方
事
し
Ⅱ

襄騨
あ
命

運 。

通達 民事局
護腎鑑

9 執行官の事件に関する保管金の取
扱い等について

平成4年
9月25日
三第270号

琴謡轤庭
籠薙逼貴
b総務局長通

通達 民事局 平成17年
3月31日

10
穂冨綴難溌
|こついて

の表紙及び帳
に事件の処理

平成9年
3月13日
三第127号
方裁判所長あ
民事局畏彌窪

通達 民事局 令和3年
3月4日

11 執行官事務の査察について 平成6年
月20日

号
あ
経

則
賑
昼
窪

４
判
局
通

鄙
鶴
蠅

通達 民事局 平成14年
1月22日

12 する
旅費
いに

行官の手数料及び費用に関
則第36条第2項に定める
支給等に関する事務の取扱
いて

ｌ
３
ｊ
，

平成6年
12月20日

撰難

通達 民事局 平成6年
12月20日

13 乳行冨の事件に閏すゃ壷躍の琵琶

層裁判所において行なう場合の取.
没いについて

昭和43年
7月17日
曼三第601号
(高裁経由）地
5裁判所長（岡

騨烏墓童霧
母理通知

通知 民事局 昭和43年
7月17日

14 替え

）を
通知

扱害肥官が保管
(執行官予納金）
合の保管金受入通
いて ．

取
金
場
っ

事務
保管
れる
目に

宮
る
入
種

行
係
け
の

嵐
こ
畠
曾

昭和53年
8月21日
島三第812号
苗等裁判所長
言、地方裁判所
長（松江を除
く。）あて民事
計長通知

通知 民事局 昭和53年
8月21日

15 爬
定
に

》
雛

ひ
項
取

反
２
の

研
第
務

實
条
事

の
９
る

閏
４
す

錘
第
関

鰹
律
に

ｎ
ｒ
Ｆ
に
磨
為
田
旧
届

字
ワ匂

る通
ついて

昭和60年
12月28日
三第2304
地方裁判所長
て民事局長通

通達 民事局 平成18年
2月8日

16 置融機関の合併及び転換に関する
烏律第二十条第二項の執行官の通
Iについて

昭和43年
6月13日

18号
由）地

驫殿
て民事

三第5
高裁経
蕊判所
東京を

墓鵠

通知 民事局 昭和43年
6月13日．

17 n行官の人事記録の作成，保管等
こび人事異動通知書の作成等につ
$て

平成14年
3月29日

晃三：
也方割
て民恩

号
あ
達

４
長
通

２
所
長

１
判
局

ｒ
■
可
昌
凹
面
ｒ
Ｂ

通達 民事局 平成18年
6月9日

18 休
算
る
の
す
金
対
助
に
補
官
庫
行
国

令
迦
句
‐
Ｐ
ロ

案補償金の支飴
定について

昭和45年
8月28日

号
１
通

１
長
く
長

&三第76
1方裁判所
(熊本を除
》て民事局

通知 民事局 昭和45年
8月28日



15/95ページ

’即の実艦瞥｡I 520号回答B
壷回答

5訟廷事務

浸銅

’
号

’ ’

20 内容物の引渡請求権の差

認薑違譽濯鍛琶
庫の
令に
しを

貸金

鱸
いて

平成12年
3月7日
蕊三第130
忌事局長回答

号 回答 民事局 平成12年
3月7日

21 不動産執行事件の集約処理庁にお
ける執行官の現況調査旅費の取扱
い等について

膠成19年
1月15日
尾＝弟wUU95=

史田地方裁判所
昆あて民事局長
｡答

回答 民事局 平成19年
11月15日

22 執行
上の
官
援
の職務の執行に対する警察
助について

同組む迎斗

月22日
巧‘
ユ
コ

b串UU今回

埴方
5て民
ロ

菫
判所長
局長通

通知 民事局 召和55年
'月22日

23 執行官等の職務の執行に対する市
町村の職員の立会いについて

召和55年
|月29日
忌三第1070
号地方栽判所長
らて民事局長通
弧

通知 民事局 昭和55年
9月29日

24 扱
給
取
支
の
の
務
費
事
旅
官
る
行
す
執
対
る
に
け
官
お
行
腓
蝿
務
及
兼
い
について

暦和61年
I月12日

三
方
民
局

Ｂ
Ｂ
ｐ
ｂ
Ｉ
Ｉ
ｌ
■
ｒ
ｌ
ｂ
ｐ
ｉ
０
０
Ｆ

第577号

蓋贄震篭
長通達

通達 民事局 半威3U¥
3月19日

25 執行吏事務処理上の疑渥について 召和40年
月6日

＝栗Z号氏争

長回答
回答 民事局

’
昭
帳
ﾛ40年
6日

26 執行官手帳について 平成2年
11月8日
三第452号

蕊贄雲鍵
通達 民事局 平成2年

の

11月8日

27

’
執’
”

予吏の病気休暇中の国庫補助金
更給について

■
Ｆ
Ｆ
ｐ
０

ﾛ40年
14日
'三第422号
'

し事局長回答
回答 民事局 酎

俔
ﾛ40年
14日

28 執行官の腕章について ロ扣回⑨千

|月2日
率
鶚

二
方
民

通達 民事局 昭和53年
6月2日

29
，
酬

事
報
刑
る
，
け

事
お
民
に
う
件
伴
事
に
各
行
年
施
少
法
ぴ
税
及
費
事
消
家
等の取扱いについて

平成1年
3月28日

号
庭
経
局
，

６
長
家
て
事
長
知

９
所
げ
あ
民
局
通

７
判
方
長
皿
事
長

箆
裁
地
所
長
刑
局

三
等
，
判
局
匪
庭

通知 民事局 平成1年
3月28日

－

30

瀧輔踊瀧差鰯雲群
平成31年
4月26日

厩秀蕊圓 ロ V＝壷宝園庫I〃J＝面0JU手口麺

星雲套認塁
霧1
手？”

連絡

亘童罠
Fーウ マ一

一口 Ⅱ■一

p ロヶマーー ■

4月26日

毒畢

発出日標題 番号等 区分所管局
歳新の
改正日

1 争における都道府
ぴ都道府県労働
解決との連携に
及
的

労働関係紛
働委員会等
おける司法
て

個別
県労
局に
つい

平成28年
5月11日

地方裁判所長あ
て行政局長書簡

その
他
行政局 平成28年
5月11日

2 家事事件配録の編成について 半峡Z4ヰ

12月11日
総三第000339号
高等裁所長

鰯雲諺

通達 総務局 令和2年
9月2日

1 I

3 十”返塩Iこ関す旬畢汗の記曄の輻

成等について
〒ﾉ浜二回÷

2月12日
総三

篝
篦28号
判所長官
裁判所長
務総長通

高
■

雲

通達 総務局 令和2年
9月2日
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家
除
て
を
あ
知

ロ
ー
缶
圃

5 少年調査記録の様式について 平成12年
6月30日
家二第281号
家庭裁判所長あ
て家庭局長通達

通達 家庭局 平成12年
6月30日

6 第一審強化方策の実施について 昭和31年
7月6日
侭総第216号
罫等裁判所長
罫、地方へ家庭
瀦判所長あて最
奇裁判所長官通
藍

通達 総務局 昭和31年
7月6日

7 第一審強化方策の実施について 昭和31年
7月19日
総総第226号
地方裁判所長あ
て事務総長通達

通達 総務局 昭和55年
12月24日

8 第一審強化地方協議会の結果の報
告について

昭和40年
1月12日
総一第13号地
方裁判所長あて
総務局長依頼

依頼 総務局 昭和40年
1月12日

9 判決書作成の長期化の防止につい
て

昭和39年
8月21日
総一第193号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて事
務総長依命通達

通達 総務局 昭和39年
8月21日

10 事件の受付及び分配に関する事務
の取扱いについて

平成4年
8月21日
総三第26号高
等裁判所長官，
地方,家庭裁判
所長あて事務総
長涌捧

通達 総務局 令和2年
9月2日

11 交通切符による少年事件の処理に
ついて

昭和63年
4月6日
家二第120号
高等裁判所長
官,家庭裁判所
長あて家庭局長
通達

通達 家庭局 平成24年
3月30日

12 受付出張所及び管轄裁判所におけ
る訟廷事務の取扱いについて

平成2年
3月14日

第1 1号家
判所長（水
宇都宮， 甲
大阪，京
名古屋，広
鳥取，那
仙台，高知
く。 ）あて
局長，家庭
通達

三
裁
，
，
，
，
，
除
務
長

陰
↑
廷
ヨ
荷
瓠
ョ
司
扇
を
総
『
可

通達 総務局 平成23年
3月28日

13 交通切符制度による事件の受付に
関する事務の取扱いについて

平成9年
7月16日

総三第80号高
等裁判所長官，
也方，家庭裁判
所長あて事務総
晨通達

通達 総務局 平成9年
7月16日

14 民事事件の受付について 昭和50年
12月24日
総三第102号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長（東京を除
く。 ）あて総務
局長通知

通知 総務局 昭和50年
12月24日

15 商法第267条第5項に基づく担
保提供命令の申立ての立件につい
て

平成7年
5月29日
総三第37号高
等裁判所長官，
地方裁判所長(東
京を除く。 ）あて
総務局長通知

通知 総務局 平成7年
5月29日

16 簡易裁判所の事物管轄に属する民
事訴訟事件の受付について

昭和57年
8月20日
民一第1162
号地方裁判所長
あて民事局長、
総務局長通達

通達 民事局 昭和57年
8月20日
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貝によ昭和4ﾉ年E
ケ件の1日1ツ円包

牙
幽
当
劉
壹

一
茜
自
首

の關書の様平、
，了 10E

括愼命令等
の輻前竺'三

18 裁判官認知により開始する過料事
件の取扱いについて

昭和42年
4月17日

職三第24号総
帯局長、民事局
蔓回答

回答 総務局 昭和42年
4月17日

19 再審事件取扱上の疑義について
(刑事再審事件の記録符号）

P

昭和28年
2月10日

'第75号訟狂
長事務取扱回

回答 総務局 昭和28年
2月10日

20 訴訟物の価額の算定基準について 昭和31年
12月12日

事甲第412
高等裁判所長
、地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和31年
12月12日

21 民事事件の口頭弁論調書等の様式
及び記載方法について

平成16年
1月23日

総三第2号高等
裁判所長官，地
方，家庭裁判所
長あて総務局
長，民事局長，
家庭局長通達

通達 総務局 令和2年
9月2日

22 争点整理手続期日調書の写し送付
の取扱いについて

平成16年
3月26日

●

総三第65号総
務局長回答平成
16年3月26
日総三第66号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長（仙台を除
〈。 ） 、 家庭裁
判所長あて総務
局長参考通知

通知 総務局 平成16年
3月26日

23 少額訴訟における手続教示，録音
テープ等への記録の手続及び口頭
弁論調書の作成について

平成9年
7月16日
総三第84号地
方裁判所長あて
総務局長，民事
局長邇逹

通達 総務局 平成29年
12月7日

24 民事訴訟記録の編成について
P

平成9年
7月16日
総三第77号高
等裁判所長官 9
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長通達

通達 総務局 令和2年
9月2日

25 証拠等関係カードの様式等につい
て

平成12年
8月28日
1二第277号
罫等裁判所長
ﾖ，地方，家庭
晩判所長あて事
場総長通達

通達 刑事局 平成30年
10月17B

26 証拠等関係カードの記載要領につ
いて

平成12年
8月28日

'二第278号
等裁判所長
，地方，家庭
;判所長あて刑
局長，総務局
し

り依命通達

通達 刑事局 年
日
２
７２
和
月
令
Ⅱ

27 刑事訴訟記録の編成等について 平成12年
10月20日

ﾄ

I

D

三第128号
等裁判所長
『 地方，家庭
|判所長あて事
総長通達

通達 総務局 令和2年
11月27日
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｜ ’ ｜ ’ ｜ ｜ ’ ’
『

司昭和bﾉ王
日，’円て

29 医療観察事件記録の編成について 平成17年
7月12日

総三第000221号

喜壽謬蕊所
長あて事務総長
通達

通達 総務局 年
日
２
７２
和
月
令
Ⅲ

30 裁判所法の一部を改正する法律の
運用等について

昭和35年
8月26日
訟一第254号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて事
務総長依命通達

通達 総務局 昭和35年
8月26日

31 および公判調書の整備方に 昭和26年
8月21日
刑二第1877
7号高等裁判所
長官、地方、家
庭
刑
裁
事
判所長あて
局長通知

通知 刑事局 昭和26年
8月21日

32 公職選挙法第二百五十一条の二第
一項各号､第二項または第二百五
十一条の三各号に掲げる者の所定
の罪にかかる刑事事件に関する公
判調書の整理および裁判害の作成
の促進方について

昭和38年
2月27日
刑二第16号高
等裁判所長官、
地方裁判所長あ
て、 、刑事局長、
訟廷部長事務代
理通知

通知 刑事局 昭和38年
2月27日

33 凄見禁止記録の取扱いについて
(保存および起訴された場合の取
股）

筒和"¥

|月19日
訟一第128号
高等裁判所長
官、地方(大分を
除く。 ）、家庭裁
判所長あて訟廷
部長通知

通知 総務局 昭和36年
6月19日

34 被疑者に対し勾留に関する処分を
行なった場合の書類の処置につい
て

昭和36年
7月13日
訟一第143号
高等裁判所長
官、地方(福岡を
除く。 ）、家庭裁
判所長あて訟廷
部長通知

通知 総務局 昭和36年
7月13日

35 檸静

の賃
審で移送の判決のあった事件
録の取り扱いについて I

召和44年
月30日
総三第8号総務
局長回答

回答 総務局
’
母
語
卜
４

和44年
ﾖ30日

36 事件記録等保存規程の運用につい
て

平成4年
2月7日
総三第8号高等
裁判所長官，地
方，家庭裁判所
長あて事務総長
通達

通達 総務局 令和2年
9月2日

37 訴訟上の救助付与決定により猶予
された訴訟費用の支払を命ずる決
定原本の保存について

昭和47年
11月21 日

●

総三第73号総
務局長回答

回答 総務局 昭和47年
11月21日

38 上告の結果等の通知について 昭和39年
12月12日

ｊ
■
１
１
■
９
■
■
竺
早
０
■
ｌ
■
４
９
１

三
庭
総

総
家
て

窩122号
麗判所長あ
帯局長通知

通知 総務局 昭和39年
12月12日

39 事件記録等の廃棄について 平成11年
7月19日

最高裁総三第45
号高等裁判所長
官（札幌を除
く。 〉 ．，地方
(札幌を除
く。 ） 、 家庭裁
判所長あて総務
局長通知

通知 総務局 平成11年
7月19日

40 事件記録の保管及び送付に関する
事務の取扱いについて

平成7年
3月24日
総三第14号高
等裁判所長官,
地方，家庭裁判
所長あて総務局
長彌逵

通達 総務局 平成28年
7月29日
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電信回|回答降編開濡墹和3b年融
7日18日軽’

O4

42 刑事事件記録等の事件終結後の送
付及び保存に関する事務の取扱い
について

平成4年
9月4日
総三第36号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて総務局
長通達

通達 総務局 平成28年
5月27日

43 準起訴手続において
定があった場合、検
された書類等の処置

清求棄却の決
震官から送付
こついて

昭和36年
11月1日
訟一第223号
訟廷部長回答

回答 総務局 昭和36年
11月1日

44 被疑者の弁護人選任許可（刑事訴
訟規則第二十七条第一項ただし
書)請求記録の取扱いについて

昭和46年
5月31日
総三第32号高
等裁判所長官、
地方(甲府を除
〈。）、家庭裁判
所長あて総務局
長通知

通知 総務局 召和46年
i月31日

45 訴訟記録取扱の疑霞について（支
払命令に対する異議を取下げた場
合）

昭和29年
6月14日
訟一第468号

鵜雲長事務取
回答 総務局 昭和29年

6月14日

46 事件記録等の閲覧等に関する事務
の取扱いについて

平成9年
8月20日
総三第97号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて総務局
長通達

通達 総務局 平成26年
2月12日

47 勾留理由開示記録の処置について 昭和45年
2月9日
刑二第16号高
等裁判所長官､、
地方（青森を除
く。 ） 、家庭裁
判所長あて刑事
局長、総務局長
通知

通知 刑事局 昭和45年
2月9日

48 検察審査会法第三十七条第三項の
規定による証人召喚請求事件記録
の取扱いについて

昭和45年
11月28日
総三第80号高
等裁判所長官
地方裁判所長

、

(水戸を除く）
あて総務局長通．
知

通知 総務局 昭和45年
11月28日

49 準抗告事件記録の取扱いについて 昭和48年
1月24日
総三第9号総務
局長回答

回答 総務局 昭和48年
1月24日

50 法廷等の秩序維持に関する法律違
反事件記録の取扱及び保存につい
て

昭和27年
10月27日
訟第447号高
等裁判所長官、
地方、家庭裁判
所長あて事務総
長通達

通達 総務局 昭和27年
10月27日

51 法2圭寺の篠l予維持に閏す包法拝遅

反事件の取扱について
昭和28年
7月9日
総総第106号
高等裁判所長
官、 （仙台を除
く)地方､家庭裁
判所長あて総務
局長事務取扱通
知

通知 総務局 昭和28年
7月9日

52 審判前の保全処分の事件記録及び
審判書原本の保存期間について

◆

昭和58年
3月3日

総三第6号高等
裁判所長官、家
庭裁判所長(釧路
を除く。）あて総
務局長通知

通知 総務局 昭和58年
3月3日

53 刑事事件の受付について （刑訴
法第五条第一項により併合された
事件の事件番号）

昭和36年
8月25日
訟一第166号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長（鹿児島を除
く。 ）あて訟廷
部長通知

通知 総務局 昭和36年
8月25日
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]2号高等霧
島菅

55 反事件のうち受理､結果
判決書謄本の送付を要す
関する取扱について

法違
及び
件に

選挙
通知
る事

昭和29年
3月22日
訟一第168号
高等裁判所長
宮地方、家庭
裁判所長あて訟
廷部長事務取扱
通達

通達 総務局 昭和29年
3月22日

56 公職選挙法第二
する事件の記録

b e

五三条の二に該当
の取扱について

昭和30年
4月23日
訟一第205号
高等裁判所長官
および地方裁判
所長あて訟廷部
鳫塞惑酌堀彌逹

通達 総務局 昭和30年
4月23日

57 少年事件に関する書類の参考書式
等について

平成18年
9月14日

家二第側0949号
家庭裁判所長あ
て家庭局長，総
務局長送付

その
他
家庭局 平成30年
11月5日

58 少年法第三十一条の費用徴収につ
いて

昭和47年
8月12日

買三第179号
胃庭局長、総務
；長、経理局長
､答

回答 家庭局 昭和47年
8月12日

59 家事審判に対する再審申立てがあ
つた場合の取扱いについて

昭和37年
9月5日

ミニ第146号
5等裁判所長
『､家庭裁判所
を(大分を除
;。 ）あて家庭局
を、訟廷部長事
§代埋通知

通知 家庭局 昭和37年
9月5日

60 家事
る再壽贄蕊孟二認雲蟄最撫
について

昭和47年
4月20日

83号家

、総務局
弟
長
答

二
局
回

》
民
琶
二
言
●
こ

回答 家庭局 昭和47年
4月20日

61 国庫に帰属した青酸加里の廃棄処
分について

昭和35年
7月12日
訟一第200号
訟廷部長事務取
扱、経理局長回
答

回答 総務局 昭和35年
7月12日

62 押収物等取扱規程の運用について 平成7年
4月28日

:三第24号高
職判所長官 0

I方，家庭裁判
i長あて事務総
通達

通達 総務局 平成29年
6月29日

63 押収物等取扱規程に規定する書類
及び帳簿諸票の様式について

平成12年
3月17日 苓

鮒
同
哩
狙

第33号高
判所長官，
，家庭裁判
あて事務総
命通達

三
裁
方
長
依

色
墨
尾
夕
Ｐ
亀
Ｐ
■
Ｊ
Ｊ
の
ｒ
■
１
１
，
Ｆ
■

通達 総務局 平成17年
7月12日

64 :判所における押収物等取扱規程
I施行について

昭和35年
7月23日
公一第219号
罫等裁判所長
ぎ、地方、家庭
勘判所長あて訟
玉部長通知

通知 総務局 昭和35年
7月23日

65
。
■
■
］
■
ｌ
ｄ
Ｉ
１
１
日

収
の
１
１
吻総目録の被押収者住所氏名
日載について 41

ｄ
ｄ
４
ｄ

■
■
■
０

ﾛ36年
5日
公一第71号訟
垂部長回答

同答 総務局 昭和36年
4月5日

66
Ｉ
Ｏ
Ｕ
’
８
１
ｑ
ｄ

取
登
卿の取
啄璽■■函.

tいについて （外国
ドの還付）

昭
12
ﾛ35年
ﾖ27日
公一第三六四号
魁廷部長回答

回答 総務局 昭和35年
12月27日

67 押収物の処分について外国に在
住する外国人に対する還付方法

昭和36年
3月22日

5号高
長官、

臺議
て訟廷て

第6
判所
（神

） 、
長あ

一
裁
方

。

舩
等
地
く
判所
部長通知

通知 総務局 昭和36年
3月22日
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人丁
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規程の運用について
句 平成12年
7月27日
総三第79号地
方裁判所長あて
事務総長撞逹

通達 総務局 平成31年
4月18日

70 犯罪捜
る法律
出され
ついて

査のための通信傍受に関す
及び同規則の施行に伴い提
る事件関係書類等の編成に

平成12年
8月14日
総三第85号地
方裁判所長あて
総務局長
局長通達

6 刑事

通達 総務局 平成31年
4月18日

71 傍受の原記録の保管に関する通知
について

平成12年
8月14日
総三第88号高

謬鯛籠あ
て総務局長，刑
事局長彌逵.

通達 総務局 平成31年
4月18日

72 し
の
判
場
つ

コゼ1Ⅶ

判所
方裁
れた
いに

声エリJJ尿同E郵幻･”ヱや仏で

た裁判官が所属する地方裁
本庁又は支部以外の当該地
所の本庁又は支部に提出さ
合における訟廷事務の取扱
いて

平成12年
8月14日
総三第89号地
方
総篝
判所長あ
局長，刑

局長通達
菫
通達 総務局 平成31年

4月18日

73 裁判所の事件に関する保管金等の
取扱いに関する規程の運用につい
て

平成4年
9月2日
総三第31号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長通達

９
Ｔ
供園達 総務局 令和2年

9月2日

74 事件の受付を担当する裁判所書記
官が保管金に関する事務を取り扱
う場合について

平成12年
8月31日
総三第96号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
得彌窪

通達 総務局 平成27年
11月26日

75 裁干りげT云圖T零砺玩ﾔ重寺1－祝疋9句

保管金等の処理に関する書類及び
帳簿諸票の様式について

平成7年
3月29日

径監第27号高
亭裁判所長官，
也方, ､家庭裁判
汁長あて事務総
蔓依命通達

通達 経理局 半j戎Zリヰ
6月29日

76 保管金の預金口座による受入れ等
に関する事務の取扱いについて

平成28年
9月30日

監
高
，
判
局

皇
ｐ
ｌ
ｊ
ｐ
ｌ
Ｉ
ｂ
Ｏ
，
０
■

31304

骨裁判所長
坊，家庭
f長あて鐸
：通達

通達 経理局 令和2年
3月25日

77 苧HUjW】星1リ同月率〃、ご可しLし，旬沐･自

金の還付手続について
平成10年
10月20日

；等裁判所事務
i長，地方裁判
f事務局長，家
冒裁判所事務局
をあて総務局第
畠課長，
蓋課長
5

経理局
事務連

事務
連絡
経理局 平成10年
10月20日

78 タを利用した事務処理
よる保管金の取扱いに
一
・
に

ユ
ム

コンビ
システ
ついて

平成12年
8月31日

臘
廣
信
闇
函
勺
。

濫第114号
i等裁判所長
F,地方,､家庭
1判所長あて事
総長依命通達

通達 経理局 平成29年
6月29日

79 保管金事務処理システムを利用し
た保管金に関する事務処理の運用
について

平成29年
3月31日
経監第463号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長
長

７
畳
９

家庭裁判所
最高裁判所
事務総局経理局
長あて経理局長
通達

通達 経理局 令和2年
3月12日

帝I里’ 陰
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81 民事執行事件処理システムによる
保管金の取扱いについて

平成15年
5月6日
経監第45号高
等裁判所長官，
地方裁判所長あ
て経理局長通達

通達 経理局 平成29年
6月29日

82 保管金の還付手続に関する事務の
取扱いについて

平成29年
6月29日
経監第877号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長,家庭裁判所

臺誇驫實灘寳
長あて経理局長
通達

通達 経理局 平成29年
6月29日

83 出納官吏の支払金について債権差
押命令があった場合等の事務の取
扱いについて

平成29年
6月29日
経監第879号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長家庭裁判所
長あて経理局長
通達

通達 経理局 平成29年
6月29日

84 保管金の払渡請求権について債権
差押命令があった場合の保管金の
払出通知等に関する事務の処理に
ついて

昭和56年
12月12日

高等裁判所首席
書記官､‘地方裁
判所事務局長、
地方、家庭裁判
所首席書記官あ
て総務局第三課
長通知

通知 総務局 昭和56年
12月12日

85 ｢民事訴訟費用等に関する法
律」 P ｢刑事訴訟費用等に関する
法律」等の運用について

平成9年
12月22日
民二第616号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長通達

通達 民事局 令和2年
9月2日

86 予納郵便切手の取扱いに関する規
程の運用について

平成7年
3月24日
総三第18号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長通達

通達 総務局 平成29年
9月25日

87 過納手数料等の還付金の支払及び
旅費，鑑定費用等の概算払等の取
扱いについて

平成7年
3月30日
総三第28号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて総務局
長，経理局長通
達

通達 総務局 令和2年
9月2日

88 予納郵便切手の取扱いについて 苛
愼
ﾛ46年
3日
総三第70号総
務局長回答

回答 総務局 鄙
鳫
ﾛ46年
3日

89 事件記録の送付費用について 昭和47年
7月12日．
総三第37号総
務局長事務代理
回答

回答 総務局 昭和47年
7月12日

90 事件記録の送付費用等について
稲燗

総
務
三第70号総
局長回答

回答 総務局 昭和47年
11月13日

91 執行状況を明確にするための処分
票の作成について

昭和28年
8月29日
訟一第478号
高等裁判所長
官、 ‘地方、家庭
裁判所長あて刑
事局長、訟廷部
長事務取扱通知

通知 刑事局 昭和28年
8月29日

92 令状発付簿冊の取扱方について 昭和24年
3月1日
'一第2400
高等裁判所長
'、地方裁判所
あて刑事局長
!達 ．

通達 刑事局 沼和24年
〕月1日
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94 書記官事務等の査察について 昭和61年
6月30日

総三第1
等裁判所
地方，家
所長あ
長通達
て

５
筐
茎
庭
事

号高
官，
裁判
務総

通達 総務局 平成23年
11月25日

95 家庭裁判所調査官事務の査閲等に
ついて

平成18年
3月28日

家三第000195号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて家庭局長
通達．

通達 家庭局 平成18年
3月28日

96 事件関係の帳簿諸票の備付け等に
ついて

平成4年
8月21日
総三第27号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長通達

通達 総務局 令和2年
9月2日

97 帳簿諸票の備付け等に関する事務
の取扱いについて

平成4年
8月21日
総三第28号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて総務局
長通達

通達 総務局 令和2年
9月2日

98 家庭裁判所調査官の調査事務に関
する帳簿の備付け等について

平成16年
3月31日

最高裁家三第8
4号高等裁判所
長官，家庭裁判
所長あて家庭局
長邇捧

通達 家庭局 平成31年
4月3日

99 事
実
事
の
民
理
件
施
及び行政事件の仮既済処
について

平成16年
2月13日
総三第36号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長通達

通達 総務局 平成16年
2月13日

100 刑事事件における書留郵便に付す
る送達の書留郵便物受領証の取扱
について

昭和34年
6月3日

号
山
家
て
理

Ｏ
長
岡
、
あ
経
・

２
所
く
ｊ
長
、

訟一第2
高等裁判
官、地方
を除くも
庭裁判所
訟廷部長
局長通知

通知 総務局 昭和34年
6月3日

101 被告人たる米国軍人等に対する訴
訟書類の送達方法について

昭和30年
6月10日
訟一第296号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて訟
廷部長事務取
扱
達
、
。
刑事局長通

通達 総務局 昭和30年
6月10日

102 米国軍人等にあてた特別送達郵便
物の取扱について

昭和30年
7月12日
訟一第354号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて訟
廷部長事務取扱
通知

通知 総務局 昭和30年
7月12日

103 在監者に対する特別送達郵便物の
取扱いについて

昭和44年
9月10日
総三第48号高
等裁判所長官、
地方、家庭裁判
所長あて総務局
長通知

通知 総務局 昭和44年
9月10日

104 少年院又は少年鑑別所に収容され
ている者に対する書類の送達につ
いて

昭和56年
7月15日．
総三第26号高
等裁判所長官、
地方、家庭（東
京を除く。 ）裁
判所長あて総務
局長通知

通知 総務局 昭和56年
7月15日
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抑涯の足露輌

艮，民事局長
刊室局信． 字

106 露百厘局尺刀式1＝閏可句争砺の埋用

について
平成10年
3月20日

篭三第57号高
等裁判所長官，
也方裁判所長 9
蒙庭裁判所長あ
て総務局長通逹

通達 総務局 平成31年
2月27日

107 過料に処せられるべき法令違反行
為を行った者を発見した場合の処．
理方法について

昭和30年
5月16日
晶事甲第138
号高等裁判所長
言、地方
更あて民
圃知

裁
事
判所
局長

通知 民事局 昭和30年
5月16日

108 速記事務用の備品および消耗品に
ついて

昭和33年
3月25日
訟一第97号高
等裁判所長官、
地方裁判所長あ
て訟廷部長、経
理局長通知

通知 総務局 昭和33年
3月25日

109 事務の取扱いについて家事審判
または家事調停における謄抄本証
明書の手数料等

昭和37年
1月29日
訟一第18号高
等裁判所長官、
家庭裁判所長
（新潟を除・
〈。 ）あて訟廷
部長、家庭局長
通知

を除
あて訟廷
家庭局長

通知 総務局 昭和37年
1月29日

110 公示催告手続に関する官報公告文
様式の定型化について

召和63年
月18日
民二第824号
地方裁判所長あ
で民事局昇彌達

通達 民事局 平成24年
12月19日

111 倒産手続に関する官報公告文様式
の定型化等について

昭和63年
3月18日
民三第826号
地方裁判所長あ
て民事局尾涌捧

通達 民事局 平成18年
12月13日

112 琢畢蜑干ﾘ1－閏9

定型化等につい
旬~目諏公古挿式”

て
昭和63年
3月25日
家一第90号家
庭裁判所長あて
家庭局長彌遥

通達 家庭局 平成24年
12月6日

113 証人等の日当の支給基準について 平成14年
6月25日
総一第194号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長彌逹

通達 総務局 令和2年
9月2日

114 問蒙童記規貝ﾘ寺の－鄙を収止すゐ

省令等の施行に伴う登記事務の取
扱い等について

平成14年
11月22日
総三第111号
高等裁判所長
盲，地方，家庭
裁判所長あて総
務局長通知

通知 総務局 平成14年
11月22日

1 氏畢事件j行政串件及ひ家事事件

に関する文書の契印の取扱いにつ
いて

平成11年
2月3日

＃三第5号高等
畔ﾘ所長官，地
7，家庭裁判所
&あて総務局
鳶民事局長, ．
『政局長，家庭
;長通知

通知 総務局 平成11年
2月3日

116 契印に準ずる措置に関する事務の
取扱いについて

昭和63年
3月18日

畿三第12
享裁判所長言

吉
向

0

也方，家庭裁判
斤長あて事務総
是通達

通達 総務局 平成11年
12月9日
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118 民事事件及び行政事件の判決正本
等における製本された別冊部分の
契印の省略について

平成5年
6月30日

総三
等裁
地方
（横
く
局
長
知

◎

長
Ｉ
毎

第
判
裁
浜
ｊ
7

48号高
所
判
長官，
所長
を除
あて総務
民事局
行政局長通

通知 総務局 平成5年
6月30日

119 認証等用特殊用紙に関する事務の
取扱いについて

平成22年
5月25日

篭三第000078号
奇等裁判所長
言，地方,家庭
段判所長あて総
傷局長通達

通達 総務局 令和2年
9月2日

120 通訳人の付された証人尋問等を録
取した録音体の保管等に関する事
務の取扱いについて

平成1年
11月30日

総三第33号高
察裁判所長官 ウ

他方，家庭裁判
所長あて総務局
受，刑事局長通
雲

通達 総務局 平成28年
5月27日

121 ， 民事国際司法共助事件の事件記録
の保存期間について

平成5年
1月12日

第2号高等
所長官，地
判所長(東京
く。 ）あて総
長，民事局
知・

三
判
裁
除
局
通

Ｌ
３
ｂ
Ｊ
ｏ
虐
げ
町
■
一
■
■
ロ
．
ｐ
ゆ
り
ｒ
寺
Ｊ
・
ｐ
ｐ
Ｐ
』

通知 総務局 平成5年
1月12日

122 コンピュータを利用した事務処理
について

平成5年
3月30日

:三第1 1号高
識判所長官 、
l方、家庭裁判
i長あて事務総
紘命通達

通達 総務局 平成26年
2月27日

123 コンピュータを利用した事務処理
の運用について

平成5年
3月30日
総三第13号高
等裁判所長官、
地方、家庭裁判
所長あて総務局
長通達

通達 総務局 平成26年
2月27日

124 保管金事務処理システムを利用し
た裁判所の事件に関する保管金の
取扱いについて

平成17年
3月31日

篭三第000101号
高等裁判所長
言，地方
勘判所長
勝局長通

0

窪
家庭
て総

通達 総務局 平成29年
6月29日

125 民事裁判事務支援システムを利用
した事務処理の運用について

平成ZU年

2月5日
段三第000023号
奇等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて総務局長
闇達

通達 総務局 平成29年
6月.29日

126 人事訴訟事件及び民事訴訟事件に
おいて秘匿の希望がされた住所等
の取扱いについて（事務連絡）

平成25年
12月4日

高等，地方，家
蓬裁判所事務局
艮宛家庭局第二
鵲長，民事局第
二課長，総務局
畜三課長事務連
洛

事務
連絡
家庭局 平成25年
12月4日

127 刑事裁判事務支援システムを利用
した事務処理の運用について

平成23年
1月13日

総三第000004号
言等裁判所長
言，地方，家庭
段判所長宛総務
局長通達

通達 総務局 平成28年
11月22日

128 民事執行事件処理システムを利用
した事務処理の運用について

平成17年
3月31日

総三第000103号
高等裁判所長
言，地方裁判所
受あて総務局長
菌達

通達 総務局 平成29年
6月29日
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130 督促手続オンラインシステムを利
用した事務処理の運用について

平成18年
8月9日

監三第000977号
蔦京地方裁判所
蔓あて総務局長
鼠達

通達 総務局 平成26年
2月27日

131 期日進行管理プログラム（簡裁民
事事件用）を利用して事務処理を
行う場合の事件簿等の様式につい
て

平成16年
8月27日
慰三第109号
也方裁判所長あ
て総務局長通達

通達 総務局 平成16年
8月27日

132 債権執行等事件に関してコ
ピュータを利用して事務処

ン

理を行
う場合の事件簿等の様式について

平成17年
4月20日

総三第000179号
地方裁判所長あ
て総務局長通達

通達 総務局 平成17年
12月7日

133 破産手続に関してコンピュータを
利用して事務処理を行う場合の事
件簿等の様式について

平成7年
12月26日
総三第89号地
方裁判所長あて
総務局長彌逵

通達 総務局 平成16年
12月1日

134 小規模個人再生事件及び給与所得
者等再生事件に関してコンピュー
タを利用して事務処理を行う場合
の事件簿等の様式について ．・

平成14年
3月28日
総三第64号地
方裁判所長あて
総務局長通達

通達 総務局 平成14年
3月28日

135 督促手続に関してコンピュータを
利用して事務処理を行う場合の事
件簿等の様式について

平成12年
12月26日
総三第149号
地方裁判所長あ
て総務局長通達

通達 総務局 平成23年
3月17日

136 督促事件処理システムで作成され
た支払命令等の正本における裁判
所書記官の訂正印の省略について

平成6年
6月24日．
総三第13号高
等裁判所長官，
地方裁判所長(大
阪を除く。 ）あて
総務局長民事
局長通知

通知 総務局 平成6年
6月24日

137 裁判員選任等関係文書の取扱いに
ついて

平成20年
7月15日

H1-
也方
て刑

箒001107号
髄判所長あ
蟇局長通達

通達 刑事局 平成29年
7月11日

138 裁判員の参加する刑事裁判におけ
る訴訟関係人の尋問及び供述等の
記録媒体への記録等に関する事務
の取扱いについて

平成21年
5月19日

総三第000508号
高等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて総務局長
閨達

通達 総務局 平成29年
8月31日

139 少年保護事件等調査経過簿及び試
験観察経過簿の作成における少年
事件処理システムの機能の利用に
ついて

平成18年
9月20日

家三第000691号
家庭裁判所長あ
て家庭局長通達

通達 家庭局 平成18年
9月20日

140 少年事件に関する書類の参考書式
について

平成19年
10月30日

二第001295号
等裁判所長
， 地方，家庭
判所長宛家庭
長，刑事局長
付 い む

その
他
家庭局 平成19年
10月30日

141 情報処理の高度化等に対処す
めの刑法等の一部を改正する
による刑事訴訟法等の改正に
少年事件に関する令状の参考
について ． ‐

た
律
う
式

る
法
伴
書

平成24年
6月19日

二第000799号
等裁判所長
9 地方，家庭
判所長宛家庭
長，刑事局長
付

その
他
家庭局 平成24年
6月19日

142 視覚に障害を持つ当事者や証人等
への配慮としての点字文書の作成
について

平成26年
9月29日

等裁判所長
， 地方，家庭
‘判所長あて書

その
他
総務局 平成26年
9月29日

143 少年事件処理システムを利用した
事務処理の運用について

平成26年
10月24日
三第177号
庭裁判所長あ
総務局長通達

通達 総務局 平成26年
10月24日
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145 秘匿情報の適切な管理について 平成27年
2月19日

慰三第37号高
亭，地方，家庭
勘判所事務局長
恩総務局第一課
受,民事局第一
累長，刑事局第

青雲曇長薑羅
各

事務
連絡
総務局 平成27年
2月19日

146 民事非訟手続における秘匿情報の
適切な管理について

平成27年
4月30日

§三第311号
§等；地方裁判
f事務局長宛民
雰局第一課長，
:務局第三課長
;務連絡 ．

事務
連絡
民事局 平成27年
4月30日

147 民事裁判事務支援システムを利用
した家事事件等の事務処理の運用
こついて

平成27年
6月19日

§三第133号
そ庭裁判所長あ
r総務局長通達

通達 総務局 平成27年
6月19日

148 警察署以外の留置施設に留置され
ている者に対する送達時における
送達報告書の記載について

平成19年
5月28日

高等、地方、家
庭裁判所首席書
記官あて総務局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成19年
5月28日

149 より閲覧
の保管等
ついて．

定に
写し
いに

最高裁判所規則の規
又は謄写に供される
に関する事務の取扱

平成27年
12月22日

§三第262号
5等裁判所長
『，地方,家庭
畔ﾘ所長あて総
§局長通達

通達 総務局 平成27年
12月22日

150 民事事件，行政事件及び家事事件
に関する文書の契印の取扱いの留
意点等について

平成11年
2月3日

5等，地方, ､家
直裁判所事務局
島宛総務局第三
R長,民事局第
-課長，行政局
3－課長，家庭
；第一課長書簡

その
他
総務局 平成11年
2月3日

151 契印機の取扱要領について 平成5年
6月30日

等，地方，家
裁判所事務局
宛総務局第三
長，民事局第
課長,家庭局
三課長書簡

その
他
総務局 平成5年
6月30日

152 自動契印機の設置及び管理に関す
る留意点について

平成28年
6月28日

等，地方γ家
裁判所事務局
あて総務局第
課長，民事局
三課長事務連

事務
連絡
総務局 平成28年
6月28日

153 訴訟手続等における個人番号（マ
イナンバー）の適切な管理等につ
いて

平成27年
12月3日

;三第242号
等裁判所長
；地方，家庭
判所長宛総務
長，民事局
:，刑事局長，
政局長，家庭
長書簡

その
他
総務局 平成27年
12月3日
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155 「「予納郵便切手の取扱いに関す
る規程」及び「予納郵便切手の取
扱いに関する規程の運用につい
て」の改正の概要」の送付につい
て

平成27年
11月25日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成27年
11月25日

156 「 「民事執行事件処理システムを
利用した事務処理の運用につい
て」の改正の概要」の送付につい
て

平成27年
8月28日

高等，地方裁判
所事務局長あて
総務局第三課長
事務連絡

事務
連絡
総務局 平成27年

8月28日．

157. 過納手数料通達の一部改正に関す
る事務連絡

平成15年
12月18日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長，経理局
監査課長事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成15年
12月18日

158 ｢民事雑事件等の立件範囲の見直
しについて」の送付について

平成18年
9月5日

高等, i
庭裁判F
長あて；
三課鐸

ﾛ方，家
f事務局
&務局第
垂．
寺。労連絡

事務
連絡
総務局 平成18年
9月5日

159 ｢事件簿に登載しない書類の受付
事務等の見直しに
について ．

■

ついて」の送付
平成17年
12月7日

等， 力
裁判F
あて＃

和
名

1長課

高
庭
長
三

h方，家
ﾃ事務局
&務局第
罫務連絡

事務
連絡
総務局 平成17年
12月7日

160 ｢認証等用特殊用紙取扱通達の改
正の概要について」等の送付につ
いて ．

令和2年
7月1日

高等， i
庭裁判F
長あて＃
三課長署

､方，家
『事務局
§務局第
罫務連絡

事務
連絡
総務局 令和2年
7月1日

161 供託書正本の取扱いについて 平成17年
2月28日

高等,地方，家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長，経理局
監査課長事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成17年
2月28日

162 予納郵便切手を一括して返還する
場合の取扱いについて

平成18年
3月30日

高等，地方，家
庭裁判所首席書
記官あて総務局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成18年
3月30日

163 ｢郵券通達等の改正の概要につい
て』等の送付について

平成18年
2月24日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長，家庭局
第一課長事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成18年
2月24日

164 ｢督促手続オンラインシステム通
達の概要」の送付について

平成18年
8月9日

艮京地方裁判所
目務局長あて総
労局第三課長事
爵連絡

事務
連絡
総務局 平成18年
8月9日

165 訟廷において受け付けた事件簿登
載以外の書類の部への送付の取扱
いについて

平成17年
12月28日

等，地方，家
裁判所首席書
官あて総務局
三課長事務連

苛
司
』
茂
胃
巳
昔
厄
心
日

事務
連絡
総務局 平成17年
12月28日

166 各種プログラム等により備え付け
た事件簿の保存の方法としてバッ
クアップデータを保存している場
合の取扱いについて

平成28年
2月26日

也方裁判所民事
自席書記官あて
懲務局第三課・
蔓，情報政策課
参事官，民事局
窩一課長事務連
潜

事務
連絡
総務局 平成28年
2月26日
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168 「最高裁規則の規定により閲覧等
に供される写しの保管等通達の概
要」の送付について

平成27年
12月22日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて総
三課長事雲

局第
連絡

事務
連絡
総務局 平成27年
12月22日

169 正本等の作成事務について 平成26年
7月24日
高等j地方,家
庭裁判所首席書
記官あて総務局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成26年
7月24日

170 業務系システムを利用して送達事
務等を行う際の留意点

平成27年
6月15日

高等裁判所事務
局次長，地方，
家庭裁判所事務
局長あて総務局
第三課長書簡

その
他
総務局 平成27年
6月15日

171 i直における被疑者国選弁護人選
皇手続及びいわゆる当番弁護士派
:依頼手続に係る事務処理態勢に
》いて

● e

平成27年
6月2日

高等，地方， ､家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成27年
6月2日

172 家事事件において戸籍先例等を確
認する際の留意点について

平成27年
11月2日

高等，家庭裁判
所(家事)首席書
記官あて(福岡高
裁及び同高裁管
内家裁を除、
＜ ｡ ）総務局第
三課長事務連維

事務
連絡
総務局 半厩Zノヰ
11月2日

173 少年事件における裁量による国選
付添人の選任手続に係る事務処理
態勢について

平成27年
11月24日

高等 ？ 家庭裁判
所事務局長あて
総務局第三課
長，家庭局第一
課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成27年
11月24日

174 郵便回送嘱託及び郵便回送嘱託が
された破産者に宛てた郵便物等の
取扱いについて

平成28年
3月22日

’
高裁，地裁及び
家庭裁判所首席
書記官あて事務
連絡．

事務
連絡
民事局 平成28年
3月22日

175 R産裁判所又は破産管財人から砿
猪に宛てた郵便物等の取扱いに
》いて

平成28年
3月22日

高零
D

B裁判
及び地方
長あて書

軒長官
殿判所
奇

その
他
民事局 平成28年
3月22日

176 1便回送嘱託の事務取扱い変更に
:う倒産事件処理システム上の帳
Lの更新について

平成28年
3月22日

地方裁判所民事
首席書記官あて
事務連絡

事務
連絡
民事局 平成28年
3月22日

177 §別送達における郵便業務従事者
､の注意喚起の方法について

平成28年
3月22日

高等，地方, :家
庭裁判所首席書

襄篁雲繋蕊
絡

事務
連絡
総務局 平成28年
3月22日

178 符別送達撰ひ凹逵幅冒七におI丁勺調》

便物の取扱い等について
平成28年
3月22日

高等；地方，家
庭裁判所首席書
記官あて総務局
第三課課長補佐
及び民事局第三
課課長補佐事務
連絡

事務
連絡
総務局 平成28年
3月22日

179 予納郵便切手の交換に関する事務
の取扱いについて．

平成28年
3月28日
総三第74号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて総務局
長，経理局長通
達

通達 総務局 平成28年
3月28日
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181 障害を持つ裁判員等のためのサ
ボー卜に関する業務委託の予算示
達上申手続等について

平成28年
2月26日

’ 偲圃
帯,地方裁判
罫務局長あて
ﾖ局第三課長
§連絡

事務
連絡
刑事局 平成28年
2月26日

182 ｢裁判員メンタルヘルスサポート
窓口」に関する業務委託の詳細等
について（事務連絡）

令和2年
3月16日
｡ 凸 ① ●

地 務
局
連

所事
刑事
事務

方裁判
局長あて
第三課長
絡

事務
連絡
刑事局 令和2年
3月16日

183 録音事務を行うに当たっての留意
事項について（書簡）

平成27年
10月14日

高

書

等裁判所事務
局次長地方，
家庭裁判所あて
総務局第三課長
簡

その
他
総務局
糖循

184 ｢適正事務（事務フローの視
点） .」の掲載について（事務連
絡）

平成28年
3月29日

高等，地方，家
庭裁判所首席書
記官あて総務局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成28年
3月29日

185 最高裁判所への報告及び外部機関
への通知等に関する事務フローの
確認について（事務連絡）

年
日
７
２
２
２
成
月
平
他

高等裁判所事務
局次長.地方，
家庭裁判所事務
局長あて総務局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成27年
12月22日

186 I困承冒岼1国唾g l睡癖顕示躯奴哩1垂

及び刑事事件記録送付保存通達の
改正の概要」の送付について（事
務連絡）

平成28年
5月27日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
建務局 平成28年
5月27日

187 医療観察事件における保護者の認
定及び告知事務等に関する留意点
について

平成28年
7月7日

高等，地方裁判
所事務局長あて
刑事局第二課
長，総務局第三
課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成28年
7月7日

188 上訴記録等の査閲における指導の
在り方について

平成28年
7月28日

’
高等，地方，家
庭裁判所首席書
記官あて総務局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成28年
7月28日

189 集団的な回
手続の特例
伴う規程の

者の財産的被害の
ための民事の裁判
する法律の施行に
等について

費
の
関
定

肖
直
こ
別

平成28年
7月29日

吉等，地方，家
麗判耀務鳶
長あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成28年
7月29日

190 郵便回送嘱託及び郵便回送嘱託が
された成年被後見人に宛てた郵便
物の取扱いについて

平成28
10月11 １
年
日

高等，地方及び
家庭裁判所首席
書記官あて事務
連絡

事務
連絡
家庭局 平成28年
10月11日

191 後見等に関する事件に係る記録の
廃棄事務等について

平成28年
9月30日

高等裁判所民事
首席書記官，家
庭裁判所（家
事）首席書記官
あて総務局第三
課長，家庭局第
二課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成28年
9月30日
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193 「『予納郵便切手の取扱いに関す
る規程」及び｢予納郵便切手の取
扱いに関する規程の揮用につい・
て」の改正の概要」の送付につい
て

平成29年
9月25日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成29年
9月25日

194 訴訟等関係人の
録媒体への保存
取扱いについて

琴
問，供述等の記
に関する事務の

平成29年
5月31日

47号高
所長官，
判所長，
判所長あ
局長情
課長通達

総三第
等裁判
地方裁
家庭裁
て総務
私…季

通達 総務局 平成31年
2月27日

195 ｢訴訟等関係人の尋問，供述等の
記録媒体への保存等に関する事務
の取扱いについて」の送付につい
て

平成29年
5月31日

高等裁判所事務
局長，地方裁判
所事務局長,家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長情報政
策課情報セキュ
リティ室長事務
連絡

事務
連絡
総務局 平成29年
5月31日

196 刑事の手続において緊急の処理が
要請される事務の適正確保につい
て

平成29年
11月6日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて刑事局第
二課長，総務局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成29年
11月6日

197 訴訟手続等における衛星リモート
センシング記録の取扱いの留意点
について

平成30年
2月21日
総三第26号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて総務局
長，民事局長,
刑事局長.行政
局長
書簡

？ 家庭局長

その
他
総務局

｡

平成30年
2月21日

198 被疑者の弁護人から勾留状謄本交
付申請がなされた場合の取扱いに
ついて

平成27年
11月18日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成27年
11月18日

199 DV等支援措置に関する取扱いの
総務省自治行政局住民制度課長通
知への対応等について（事務連
絡）

平成30年
11月30日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長宛て民事局第
一課長，家庭局
第二課艮総務
局第三課長事務
連絡

事務
連絡
民事局 平成30年
11月30日

200 ｢ドメスティック・バイオレン
ス 、 ストーカー行為等，児童虐待
及びこれらに準ずる行為の被害者
の保護のための住民基本台帳事務
における支援措置に関する裁判所
との連携について（通知） 」の周
知依頼について

平成30年
12月26日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長宛て民事局第
一課長，家庭局
第二課長，総務
局第三課長通知．

通知 民事局 平成30年
12月26日

201 法廷等での通訳人の氏名等の取扱
いについて

平成31年
3月4日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長宛て民事局第
二課長，行政
局，家庭局第一0局
課長書簡

その
他
民事局 平成31年
3月4日
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203 司法委員及び参与員の日当の支給
基準について

平成16年
4月16日

民二第184号地
方，家庭裁判所
長あて事務総長
通達

通達 民事局
《
ア和 1年
7月9日

204 錘当I藍

刑畢

て

罫務支援システムを利用した
事件の事務処理の運用につい

■ P G

令和2年
1月15日
総三第5号高等
裁判所長官,地
方裁判所長あて
総務局長涌逹

通達 総務局 令和2年
1月15日

205 裁判事務支援システムを利用した
簡裁民事事件及び督促事件の事務
処理の運用について

令和2年
1月15日
総三第8号地方
裁判所長あて総
誌局信掻窪

通達 総務局 令和2年
1月15日

206 音声認識システム評議室用アプリ
ケーションの取扱いについて

年
日
１
４
和
月
令
扣

地方裁判所刑事
首席書記官あて
総務局第三課長
事務連絡

事務
連絡
総務局 年

日
１
４
和
月
令
扣

207 少年保護事件記録等の編成につい
て

令和2年
11月27日

総三第
家庭鋳
て事聯

247号
り所長あ
篭長通逹

通達 総務局 令和2年
11月27日

208 郵便送達
について

報
生
ロ書の補正依頼事務等 令和3年

1月22日
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて総

蕊寶雲零,
長，刑事局第二
課長，行政局第
一課長，家庭局
第
絡
ー課長事務連

事務
連絡
総務局 令和3年
1月22日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 アメリ力合
れている婚

篭国刀ンサス州'三1丁わ

I因法等について” ’
■
Ｒ
Ｆ
Ｐ
。

Ｕ
ｄ
４
ｑ
■
■
■
Ｉ

刺31年
24日
家庭甲第55号
家庭局長回答

回答 家庭局 昭和31年
8月24日

2 民法第千五条の過料の裁判管轄に
ついて ’

隈
6 ．

ｑ
０
‐
ａ
■
画
■
。

掴28年
27日
家庭甲第123
号家庭局長回答

回答 家庭局 昭和28年
6月27日

3 過料に処せられるべき法令違反行
為を行った者を発見した場合の処
理方法について

昭和30年
5月16日
民事甲第138
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 昭和30年
5月16日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 清算人の選任について
：

●
■
４
０
■
■
■
■

卿W年

26日
民一第95号民
事局長回答

回答 民事局
騨潜

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日
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を除く）覆

事局長通詞

民事串件の口砥
及び記載方法に 司騨,吾

I

2 環境衛生金融公庫の受託業務にか
かる裁判上の行為について

召和45年
|月12日

トー第210号
i等裁判所長
｢、地方裁判所
戸

L ■

◎．

(新潟を除
)あて民事
i長通知

通知 民事局 沼和45年
〕月12日

3 在監者に対する特別送達郵便物の
取扱いについて

昭和44年
9月10日

:三第48号高
裁判所長官、
l方、家庭裁判
心
■
Ｐ
ｌ

長あて総務局
通知

通知 総務局 昭和44年
9月10日

4 少年院又は少年鑑別所に収容され
ている者に対する書類の送達につ
いて

昭和56年
7月15日

第26号高
判所長官、
、家庭（東
除く。 ）裁
長あて総務
通知

三
裁
方
を
所
長

Ｌ
Ｄ
ｈ
ｐ
，
Ｂ
ｉ
ｌ
ｌ
』
Ｄ
Ｆ
Ｉ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ
Ｉ

通知 総務局 昭和56年
7月15日

5 訴訟物の価額の算定基準について 昭和31年
12月12日

§事甲第412
+高等裁判所長
『、地方裁判所
：あて民事局長
i知

通知 民事局 召和31年
2月12日

6 訴訟物の価額の算定のための資料

として添付すべき証明書の交付に
4

ついて

昭和33年
9月16日
:二第374号
;等裁判所長
『、地方裁判所
上 （宇都宮を除
。 ）あて民事
i長通知

通知 民事局 昭和33年
9月16日

7 訴訟物の価額の算定基準について 昭和39年
6月18日
忌二第389号
苛等裁判所長
弓、地方裁判所
島 （東京を除
く。 ）あて民事
う長通知

通知 民事局 昭和39年
6月18日

8 土地を目的とする訴訟の訴訟物の
価額の算定基準について

平成6年
3月28日

と二第79号i
胃裁判所長官j
『裁判所長（】
〔を除<｡ ) 1
F民事局長通

や
司
詞
や
○
曲
胆
ご
両
画
瞑
届
ｐ
齢
旧
ジ
、
叩
列

通知 民事局 平成6年
3月28日

9 民事訴訟法第一九八条第二項によ
る申立事件の手数料および立件の
可否について

昭和47年
1月12日

:二第25号高
識判所長官、
l方裁判所長
(東京を除
｡

長
知

■
■
■
■
ロ
ト
日
日
■
Ｏ
Ｌ

）あて民事
、 総務局長

通知 民事局 昭和47年
1月12日

10 離婚にともなう財産分与の申立手
数料について

昭和46年
11月5日

３
長
７
所
０
判
１
裁
第
等
二
高

ヨ
ー
缶
コ
ー
プ

与
．
言
定

、 地方裁判所
(旭川を除
<）あて民事局
受通知

通知 民事局 昭和46年
11月5日

11 執行文の付与の申立ての手数料に
ついて

昭和56年
9月2日
二第1082
高等裁判所長
、

。

地方裁判所
(前橋を除
）あて民事
長通知

通知 民事局 昭和56年
9月2日
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13 民事訴訟の迅速処理に伴う経費の
支出について

昭和25年
12月1日

塁理、民事第1
号高等裁判所長
ﾖ、地方裁判所
蔓あて経理局
昆、民事局長通
堂

通達 民事局 昭和25年
12月1日

14 経費
り立
務処

う
よ
事
．

伴
に
の

『民事訴訟の迅速処理に
の支出について」の通達
替支出した費用の取立て
埋手続について

昭和48年
1月10日

総三第1号総務
司長、経理局長
.答

回答 総務局 昭和48年
1月10日

15 私的独占の禁止及び公正取引の確
保に関する法律第83条の3に基
づく通知について

平成13年
3月27日
ﾃ三第59号地
5裁判所長あて
ﾃ政局長通知

通知 行政局 平成13年
3月27日

16 私的独占の禁止及び公正取引の確
保に関する法律第79条に基づく
通知について

平成27年
5月8日

テニ第2号地方
世判所長あて行
k局長通知

通知 行政局 平成27年
5月8日

17 訴訟における期日変更の申立等に
際して訴訟関係人から提出する医
師の診断書について

昭和26年
1月18日

事、刑事甲第
号高等裁判所
官､地方裁判
長あて民事局
、刑事局長通

。
悪
コ
ジ
三
叉
再
川
三
童
、
岨

通知 民事局 昭和26年
1月18日

18 専門委員の任免等について 平成15年
12月2日
是二第506号
罫等裁判所長
言，地方，家庭
麗判所長あて事
努総長依命通達

通達 民事局 平成24年
10月29日

19 専門委員の任免手続等について 平成15年
12月2日

:二第507号
i等裁判所長
，，地方,家庭
剛所長あて民
局長，行政局
■

b、

』
Ｆ
ｒ
Ｆ
ｂ
ｐ
Ｐ

家庭局長，
事局長依命通

通達 民事局 平成15年
12月2日

20 ロ』注安員”ｽ塞辻寺1－閏ツ③1千 昭和23年
11月2日
呈事甲第184
号各地方裁判所
蔓あて事務総長
閨達

通達 民事局 昭和23年
11月2日

21 噌
文
亀
＃

位権者による清算金債権に
差押えの有無等につき税務
から照会があった場合の取
ついて

上代
する差
長等か
いにつ

昭和54年
4月10日
民二第387号
地方
て民菫
判所長あ
局長通達

通達 民事局 昭和54年
4月10日

22 ｢民事訴訟費用等に関する法
律」 9 ｢刑事訴訟費用等に関する
法律」等の運用について

平成9年
12月22日

トー第616号
等裁判所長
5地方，家庭
判所長あて事
総長通達

通達 民事局 令和2年
9月2日

23 法廷等の秩序維持に関する法律違
反事件の事務取扱上の疑義につい
て

昭和28年
2月16日

第89号高等
判所長官、地

鑿謹孵)(慧
舩廷課長通知

通知 総務局 昭和28年
2月16日

24 訴訟上の担保として登録国債を提
供する場合の取扱について

昭和27年
5月13日

：事甲第72号
5等裁判所長
、

画
限
り
■
■
ｐ
ｐ
Ｄ
ｐ

上

。。

地方裁判所
(東京を除
）あて民事
浪事務代理通
1

通知 民事局 昭和27年
5月13日
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26 記名株券等の供託について 昭和28年
12月21日

忌事甲第288
号高等裁判所長
罫、地方、家庭
髄判所長あて民
層局長通知

通知 民事局 昭和28年
12月21日

27 供託書の取扱について Ｅ
Ｊ
和34年
ﾖ12日
忌二第245号
晶事局長回答

回答 民事局 罰
腫
３

和34年
ﾖ12日

28 日本銀行の営業時間外における供
託有価証券等の特別取扱について

昭和35年
4月6日

'二第203号
等裁判所長
、 地方、家庭
判所長あて民
局長通知

通知 民事局 昭和35年
4月6日

29 審尋手続におけるテレビ会議シス
テムの利用について

平成21年
5月15日

,二第004299号
等裁判所長 ■

§地方裁判所
，家庭裁判所
あて民事局 ．
，家庭局長通

通知 民事局 平成21年
5月15日

30 医学関係の鑑定人の推薦について 昭和49年
6月5日
受二第459号
葛等裁判所長
言、地方裁判所
蔓あて民事局
受、刑事局長通
窒
一

通達 民事局 昭和49年
6月5日

31 筆跡等の鑑定について 昭和33年
12月6日

もこ第516号
3等裁判所長
『、地方、家庭
上判所長あて民
渦長､家庭局
島通知

通知 民事局 昭和33年
12月6日

32 鑑定人の適任者の推薦について 昭和48年
2月22日
e二第152号
3等裁判所長
？、地方裁判所
をあて民事局長
§知

通知 民事局 昭和48年
2月22日

33 裁判所が事件に関し不動産の価格
につき鑑定を命ずる場合の運用に
ついて、

昭和40年
3月22日

忌三第193号
奇等裁判所長
ﾖ､地方裁判所
畠あて民事局長
量知

通知 民事局 昭和40年
3月22日

34 民事臨検旅費の歳入納付について 昭和34年
1月24日

島二第29号民
息局長、経理局
蔓回答

回答 民事局 昭和34年
1月24日

35 調停委員が証人として民事裁判所
の喚問を受けた場合の証言につい
て

昭和37年
5月11日
島三第212号
忌事局長回答

回答 民事局 昭和37年
5月11日

36 ｲ､到座逓疋箇半fmW1奴親元I=つい~L 昭和42年
6月29日

:二第585号
i等裁判所長
『、地方裁判所
あて民事局長
i知

通知 民事局 昭和42年
6月29日

37 公示催告手続について（公示催告
手続の終了）

昭和32年
7月22日

Ｏ
Ｌ
ｂ
ｌ
、
Ｌ
Ｉ
Ｔ
Ｊ

一第29･0号
廷部長、民事
長回答

回答 総務局 3和32年
月22日

38 唇ホ膣盲干緬I=m1丁旬電1昌電目面慎

券発行証明書の有効期限の取扱い
こついて

昭和40年
10月25日

:一弟ノご◎言

l方裁判所長あ
民事局長通知

通知 民事局 昭和40年
10月25日
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40 公害等調整委員会設置法の施行に
ついて

昭和47年
6月30日
:二第646号
薄裁判所長
『、地方裁判所
上あて民事局長
渕

通知 民事局 昭和47年
6月30日

41 消費税法施行に伴う民事，刑事，
家事及び少年各事件における報酬
等の取扱いについて

平成1年
3月28日

匡第7．96号
i等裁判所長
‘，地方,家庭
判所長あて経
1局長，民事局
;，刑事局長，
庭局長通知

通知 民事局 平成1年
3月28日

42 民事，刑事，家事及び少年各事件
における報酬等の取扱いについて

平成9年
3月12日
忌三第133号
笥等裁判所長
与，地方，家庭
髄判所長あて経
里局長，民事局
受，刑事局長
罵庭局長通知

通知 民事局 平成9年
3月12日

43 民事保全の手続及び配偶者暴力等
Iこ関する保護命令の手続における
録音体の利用，調書の様式等につ
いて

平成16年
3月5日

昆二第97号高
享裁判所長官, ，
也方，家庭裁判
斤長あて民事局
蔓，家庭局長，
患務局長通達

通達 民事局 令和1年
12月16日

44 ｜
的
れ
供

と同
る目
せら
金の

齢
黙
鵬
鮒

れた仮差押
権に基づき
仮差押命令
ける仮差押

既に発せら
､被保全債
勿について
と場合にお
ﾓについて

平成15年
3月6日
忌二第105号
罰等裁判所長

９

］
可
。
言

竜9

地方裁判所
家庭裁判所
蔓あて民事局長
圃知

通知 民事局 平成15年
3月6日

45 民事保全規則第2.O条第1号ハの
不動産の価額を証する書面につい
て

平成2年
9月27日
是二第376号
葛等裁判所長
言，地方裁判所
受（新潟を除
く。）あて民事
弓長通知

通知 民事局 平成2年
9月27日

46 民事保全法第33条の規定による
原状回復の申立ての手数料につい
て

平成2年
11月15日
忌二第459号
雷等裁判所長
』
才
。
三
更

0
■

地方裁判所
(千葉を除
〈。）あ
う長通知
て民事

通知 民事局 平成2年
11月15日

47 保全法第28条により事件の
を受けた裁判所が保全命令の
決定をした場合における保全
に基づく登記の抹消の嘱託に
て

;事
;幾
1消
i令
》い

平成4年
5月29日

忌二第1 15号
斎等裁判所長
言，地方裁判所
島あて民事局長
§知

通知 民事局 平成4年
5月29日

48 民事訴訟法の施行に伴う公証事務
の取扱いについて

平成9年
12月26日
忌二第624号
笥等裁判所長
ﾖ、地方裁判所
蔓あて民事局長
翌知

通知 民事局 平成9年
12月26日

49 特定認定の失効等の通知について 平成28年
3月14日
呈一第344号
葛等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて民事局長
園知

通知 民事局 平成28年
3月14日



37/95ページ

’
IU

’
呈坏ｲ勿1荏媒1J底李干八1』mU屋UJI堅茜首

’
犀李J旬

51 -丁しL云躍W幻渥1－参、ナ"囮痙1』

う場合の事務の取扱いについて
令和2年
9月1日
民二第2055
号高等裁判所長
官，地方i ､家庭
裁判所長あて民
事局長，行政局
長家庭局長，
総務局長，経理
局長篭達

通達 民事局 令和2年
9月1日

.標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 民事執行寺におけ旬廻1禾X!X1禾睡

に係る支払保証委託契約の契約書
のひな型等について

千
［
ｐ

Ｕ
ｑ
ｕ

⑪
⑥
色

杣
口
局

喧
狸
;三第1495
高等裁判所長
'、地方裁判所
:あて民事局長
知

通知 民事局 pTlIKx罪千
2月23日

2 民事執行等における担保又は保証
に係る支払保証委託契約の契約書
のひな型等について

昭和56年
1月14日

i三第56号高
;裁判所長官、
,方裁判所長あ
民事局長通知

通知 民事局 昭和56年
1月14日

3 民事執行等における担保又は保証
に係る支払保証委託契約の契約書
のひな型等の追加について

昭和58年
6月3日

:三第794号
i等裁判所長
P、地方裁判所
tあて民事局長
i知

通知 民事局 昭和58年
6月3日

4 民事訴訟法，民事執行法等に基づ
く支払保証制度の契約書のひな型
について

昭和62年
11月20日
:三第3310
塙等裁判所長
F,地方，家庭
畔ﾘ所長あて民
；局長，家庭局
通知

通知 民事局 昭和62年
11月20日

5 民事執行等における担保又は保証
に係る支払保証委託契約の契約書
のひな型等の一部改正について．

平成2年
12月18日

忌二第508号
訂等裁判所長
ﾖ，地方裁判所
鳥あて民事局長
團知

通知 民事局 平成2年
12月18日

6 民事執行法等の施行に伴う供託事
務の取扱いについて

召和55年
'月18日
忌三第1032
号高等裁判所長
ﾖ、地方裁判所
畠あて民事局長
圃達

通達 民事局 昭和55年
9月18日

7 民事執行等における担保又は保証
に係る支払保証委託契約の契約書
のひな型等について ．

平成9年
12月12日
島二第591号
言等裁判所長
言,地方裁判所
量, ､家庭裁判所
曼あて民事局
量，家庭局長通
、

通知 民事局 平成9年
12月12日

8 民事執行法等における保証に係る
支払保証委託契約の契約書のひな
型等について

半眺IUヰ

12月16日
&三第637号
;等裁判所長
7，地方裁判所
をあて民事局長
§知

通知 民事局 平成10年
12月16日

9． 民事保全法等の施行に伴う供託事
務の取扱いについて

ひ

平成2年
11月30日
&三第483号
『等裁判所長
？，地方裁判所
をあて民事局長
§知

通知 民事局
①

平成2年
月30日

＝
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11 供託規則の一部を改正する省令に
ついて

平成17年
2月10日

i等，地方，家
鐡判所事務局
:あて民事局第
･課長刑事局
i二課長，家庭
I
D

■
■

第一課長事務
絡

事務
連絡
民事局 平成17年
2月10日

12 供託規則の一部改正等に伴う供託
事務の取扱い等について

平成17年
3月8日

、
や
み
毎
国
ｎ
Ｆ
Ｐ
公
正
君

『

判
て
長

蒔
裁
あ
課

h方，家
『事務局
も事局第
罫務連絡

事務
連絡
民事局 平成17年
3月8日

13 供託規則の一部を改正する省令に
ついて 。

平成20年
2月8日

爵
偏
淵

Ｐ
ｌ
■
■
■
Ｑ
申
ム
ダ
Ｌ
ロ
・
■
■
●
■
。

i,地裁，家
辰あて事務
ｒ
Ｐ
Ｉ

事務
連絡
民事局 平成20年
2月8日

14 保険法の施行に伴う供託事務の取
扱いについて

平成22年
8月27日

:三第000693号
痔，地方裁判
i事務局長あて
隼局第一課長
『務連絡

事務
連絡
民事局 平成22年
8月27日

15 不動産強制競売ならびに任意競売
に関し利害関係人に対してする通
知書の記載について

召和36年
'月26日
;二第393号
i等裁判所長 ．
'､･地方裁判所
:あて民事局長
!達

通達 民事局 昭和36年
7月26日

16 不動産強制競売ならびに任意競売
に関し利害関係人に対してする通
知書の記載について

昭和36年
9月15日

;二第477号
i等裁判所長
'、地方裁判所
:あて民事局長
!達

通達 民事局 昭和36年
9月15日

17 不動産競売期日の公告掲示箇所に
ついて

昭和33年
6月29日

車
旧
一
隻
再

事
民

三
や
コ
ラ

ﾖ第185
罫局長回答

回答 民事局
Ｔ
例
Ｆ
ｈ
。

■
●
４
９
■
■
■
１

刺33年
29日

18 直路交通事業抵当法第十七条の規
定による主務大臣に対する通知の
取扱について

昭和27年
9月2日

|事甲第146
高等裁判所長
、地方裁判所
1

1あて民事局長
達

通達 民事局 召和27年
|月2日

19 民事執行法による農地等の売却の
処理方法について

平成10年
10月29日

Ⅱ

I

I

三第545号
等裁判所長

,ぁ等蕊贄雲
知

通知 民事局 平成10年
10月29日

20 民事執行法による農地等の売却の
処理方法について

平成12年
12月26日

忌三第649号
笥等裁判所長
罫，地方裁判所
蔓あて民事局長
通知

通知 民事局 平成12年
12月26日

21 民事執行法による売却の目的物で
ある農地等の現況に疑義がある場
合の取扱いについて

沼和58年
7月1日
忌三第941号
笥等裁判所長
ぎ、地方裁判所
蔓あて民事局長
鬮知

通達 民事局 昭和58年
7月1日

22 船舶又は自動車に対する民事執行
に関して行われる運輸省の事務処
理について

昭和55年
10月20日
忌三第1178
号地方裁判所長
らて民事局長通
囮

通知 民事局 召和55年
0月20日
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24 登録自動車を目的とする民事執行
漫件における差押え等の登録の嘱
篭の嘱託先について

平成12年
12月15日
忌三第642号
萌等裁判所長
冒，地方裁判所
量あて民事局長
圃知

通知 民事局 平成12年
12月15日

25 ﾖ動車の評価のための鑑定人選任
こ関する財団法人日本自動車査定
闘会の要望について

召和42年
「

月3日
島三第589号
艮庭裁判所長あ
ご民事局長、家
量局長通知 ●

通知 民事局 昭和42年
7月3日

26 中古建設機械の評価のための鑑定
人選任に関する社団法人日本産業
幾械工業会建設機械中古車査定委
司会の要望について

昭和52年
10月14日
忌三第903号
詔等裁判所長
｛
型
氏

地
て
、
、
あ

恥
ゴ
コ
ニ
己
宅

圃知

裁判所
事局長

通知 民事局 昭和52年
10月14日

27 失業保険法の一部を改正する法律
の公布について

昭和38年
7月18日
民二第391号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて民
事局長通知 ，

通知 民事局 昭和38年
7月18日

28 電話加入権を目的とする民事執行
事件及び保全執行事件の事務処理
について

平成2年
12月13日
晃三第504号
奇等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて民事局長
爵達

通達 民事局 平成11年
6月14日

29 民事訴訟規則第68条第1項及び
第170条第2項の録音テープ等
への記録の手続等について

平成9年
12月8日

等、地方、家
裁判所事務局
あて民事局第
課長、総務局
三課長事務連

苛
司
』
展
一
言
更
一
合
両
々
日

事務
連絡
民事局 平成9年
12月8日

30 滞納処分と強制執行等との手続の
調整に関する事務の取扱いについ
て

平成2年
12月13日

;三第499号
等裁判所長
'，地方裁判所
あて民事局長
達

通達 民事局 Ｆ
毎 令和3年
3月29日

31 滞納処分と強制執行等との手続の
調整に関する法律および同規則の
疑義について

昭和33年
6月11日
事甲第209
高等裁判所長

I

、
。
◎

地方裁判所
(岐阜を除
）あて民事
長通知

通知 民事局 昭和33年
6月11日

32 土地の収用等と強制執行等との調
整に関する規則の運用について

昭和42年
12月28日

島三第1 ．123
；地方裁判所長
うて民事局長通
盾

通達 民事局 昭和55年
9月24日

33 債権届出の催告書等の書式につい
て

昭和61年
6月24日

裁判所民事
書記官あて
局第一課
総務局第三
通知

方
席
事
，
長

ｏ
ｎ
皿
ヨ
』
訂
■
司
戸
』
寺
一
ア
、
ロ
厚
、

通知 民事局 昭和61年
6月24日

34 寶権届出の催告害の書式について 平成6年
10月27日

也方裁判所民事
自席書記官あて
晃事局第一課
畳，総務局第三
黒長通知 ．

通知 民事局 平成6年
10月27日

35 興行裁判所等に対して送付する交
寸要求書等の延滞税欄の記載要領
こついて

平成6年
10月27日

忌三第349
也方裁判所』
て民事局長剥

号
あ
知

り
ｒ
寺
令
ア
、
■
■
唾

通知 民事局 平成6年
10月27日

－

36 の不動産について相
とする抵当権の実行
の申立てがあった場
ついて

未了
有者
競売
いに

記
所
の
扱

登
を
て
取

続
人
し
の

毎
日
全
施
し
屋
．

画室金命←

昭和62年
4月14日

＝一ロ

順 垂謹
ーマーー‐■ q■▼▼■ の 、戸■■

局長あて民事局
第三課長通知

bヱル、

民事局氏零回 和62年F閏一■函一一丁

4月14日
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38 となってい
さえる場合
について

契約者回線が利用休止
る電話加入権を差し押
の目的財産の表示方法

平成2年
3月14日
民三第90号地
方裁判所長（松
山を
て民薑

く。 ）あ
局長通知

通知 民事局 平成2年
3月14日

39 租税特別措置法の一部改正に伴う
不動産登記事務の取扱いについて

平成6年
3月22日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて民事局第
一課長，家庭局
第一課長通知

通知 民事局 平成6年
3月22日

40 租税特別措置法の－部改正に伴う
不動産登記事務の取扱いについて

平成6年
3月30日

奇等，地フ
蘆裁判所喜
曼あて民菖
-課長， 胃
間一課長刊

家
局
第
局

，
務
局
庭
知

寺
Ｊ
苛
丑
牙
矛
『
戸
陶
尾
図
叫

通知 民事局 平成6年
3月30日

41 租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成9年
3月26日

訂等,地フ
房裁判所喜
蔓あて民ミ
ー課長， 冒
肖一課長H

家
局
第
局

，
務
局
庭
知

－
１
ｐ
了
斗
ｒ
矛
。
Ｐ
、
尾
囲
１

通知 民事局 平成9年
3月26日

42 租税特別措置法の一部改正に伴う
不動産登記嘱託の取扱いについて

平成11年
3月29日

高等，地フ
庭裁判所雪
長あて民ミ
ー課長， 号
第一課長i

家
局
第
局

，
務
局
庭
知

寺
Ｊ
一
辺
オ
オ
丑
写
〆
陶
炉
旬
囚

通知 民事局 平成11年
3月29日

43 租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成12年
3月30日

高等，地フ
庭裁判所唇
長あて民ミ
ー課長,~ ：
第一課長〕

家
局
第
局

，
務
局
庭
知

■
■
ｆ
－
ｌ
Ｔ
ｒ
Ｂ
ｐ
屯
ぽ
い
眉
■
尾

通知 民事局 平成12年
3月30日

44 租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ・
て

平成13年
3月29日

高等，地フ
庭裁判所署
長あて民碁
一課長胃
第一課長i

家
局
第
局

，
務
局
庭
知

二
日
■
ｒ
昏
呂
ｒ
Ｐ
昌
一
Ｆ
・
Ｆ
ｂ
Ｐ
■
■
島

通知 民事局 平成13年
3月29日

45 登録免許税法等の一部改正に伴う
不動産登記嘱託の取扱いについて

平成15年
3月28日

１
４
１
■
４
ク

ー
地
第
，
三
等

司
巨
』
一
Ｌ
咽

量裁判所ミ
ミあて民：
-課長， ；
3－課長i

号
家
局
第
局

４
‐
務
局
庭
知

■
０
１
１
Ｆ
１
■
ｂ
‘
■
ｌ
ｂ
ｐ
ｐ
■
■
ｂ
Ｂ
ｐ
ｌ
Ⅱ
Ⅱ
ｂ

通知 民事局 平成15年
3月28日

46 担掘7可刀Uf日厘痙守”一面p皿匹I-1子

う不動産書記嘱託の取扱いについ
て

平成17年
3月30日

t高裁民三第㈹
211号高等，地
『，家庭裁判所
；務局長あて民
『局第一課長，
瀝局第一課長
i知 ．

通知 民事局 平成17年
3月30日

47 租税特別措置法等の－部改正に伴
う不動産書記嘱託の取扱いについ
て

平成18年
3月30日

:三第000220号
i等，地方，家
織判所事務局
あて民事局第
･課長，家庭局
i一課長通知．

通知 民事 〃

国

司 平成18年
3月30日

48 伴
い
に
つ

改正
いに

税特別措置法等の一部
不動産登記嘱託の取扱
租
う
て

平成19年
3月30日

埋
白
Ｅ
宮
君
宅
‐
ｚ
宅
‐
程
や
‐
暉
冨
亨
引
閏

三
裁
裁
裁
民
，
長

民
高
地
家
て
長
課

9000197号
職局長，
F務局長,．
F務局長あ
ド局第一課
曜局第一
i知

通知 民事局 平成19年
3月30日
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(5) 人事訴訟
－

50 租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成23年
4月4日

&三第000212号
訂等，地方，家
唇裁判所事務局
を宛民事局第一
鳥長,家庭局第
-課長通知

通知 民事局 平成23年
4月4日

51 租税特別措置法等の一部改正に伴
う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成23年
6月30日

号
家

八
皿
ｖ

ａ
ｎ
寺
．
９

冊
方
朋
地
第
，
三
等

司
口
Ｕ
了
出
岨

§裁判所事務局
を宛民事局第一
R長，家庭局第
-課長通知

通知 民事局 平成23年
6月30日

52 権利能力なき社団の構成員全員の
総有に属する第三者名義の不動産
に対する強制執行における登記嘱
託について

平成22年
10月22日

民三第000811号
高等裁判所長
宮，地方裁判所
長宛民事局長通
知

通知 民事局 平成22年
10月22日

53 競売手続の円滑化等を図るための
関係法律の整備に関する法律によ
る民事執行法の一部改正に伴う自
治省税務局固定資産税課長通知の
送付について

平成10年
10月23日

也方裁判所事務
弓長あて民事局
駕三課長事務連
も

事務
連絡
民事局 平成10年
10月23日

54 競売物件に対する住宅金融公庫融
資の適用について

平成11年
5月31日
晃三第235号
也方裁判所長あ
て民事局長通知

通知 民事局 平成11年
5月31日

55 競売物件に対する住宅金融公庫融
資の適用について

｡

平成11年
5月31日

他方裁判所事務
昂長あて民事局
富三課長通知

通知 民事局 平成11年
5月31日

56 不動産執行事件における住宅金融
公庫の融資の公示について

平成16年
12月17日

方裁判所事務
,長あて民事局
三課長事務連

牽謹
一租却

連絡
民事局 平成16年
12月17日

57 民事執行法による農地等の売却の
処理方法について

平成21年
12月15日

Ⅱ

I

D

三第000951号
等裁判所長
？ 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成21年
12月15日

58 民事執行法による農地等の売却の
処理方法について

平成24年
3月30日

D

P

P

三第000212号
等裁判所長

' ，地方裁判所
,あて民事局長
知

通知 民事局 平成24年
3月30日

59 祖祝祷別宿直法寺の－尚I奴止lこ1千

う不動産登記嘱託の取扱いについ
て

平成25年
4月2日

高裁民三第1
7号高等，地
.，家庭裁判所
務局長宛民事
I第一課長，家
凋第二課長通
’

通知 民事局 平成25年
4月2日

60 ｢差押命令の申立てが取り下げら
れたことを証する書面」の様式に
ついて

平成29年
1月23日

苛等，地方，家
屋裁判所事務局
蔓あて民事局第
三課長事務連絡

事務
連絡
民事局 平成29年
1月23日
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1 人事訴訟事件の事実の調査におい
て作成する調書その他の文書の様
式，編成等について

平成16年
1月23日

高
‐
あ
達

号
官
長
通

家一第11
等裁判所長
家庭裁判所
て家庭局長

通達 家庭局 令和2年
9月2日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 駆陸、云処ヱコニテ羽G1調ヅロ寺W甲￥

ての有無に関する照会について
昭和53年
6月22日
総三第17号地
方裁判所長あて
総務局長通知

通知 総務局 昭和53年
6月22日

2 賃金の支払の確保等に関する法律
施行規則第十七条第二項の裁判所
の証明書について

昭和53年
3月13日
晶三第257号
罰等裁判所長
罫、地方裁判所
蔓（東京を除
く。 ）あて民事
計長通知

通知 民事局 昭和53年
3月13日

3 戸籍事務司掌者に対する破産手続
開始決定確定等の通知について

平成16年
11月30日

:三第000113号
i等裁判所長
P，地方裁判所
上あて民事局長
漣

通達 民事局 平成16年
11月30日

4 破産決定及び復権に関する決定の
確定通知書における確定年月日の
表示方法について

平成2年
2月21日

匡第61号高
鐡判所長官，
1方裁判所長あ
民事局長通知

通知 民事局 平成2年
2月21日

5 倣僅沃疋寺の碓疋通知雷におけ旬

破産者の生年月日の表示について
平成7年
4月5日
晶三第148号
言等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて民事局長
閨知・

通知 民事局 平成7年
4月5日

6 外国人債務者に対し破産宣告をし
た場合の破産通知ならびに外国に
おいてなす民事書類の送達につい
て

昭和44年
6月16日
忌三第478号
苛等裁判所長
笥、地方裁判所
島（津を除
' 、圭一自雷
(津を除
て民事（。 ）あ

計長通知

通知 民事局 昭和44年
6月16日

7 破産者の免責手続について租税官
署等から照会があった場合の対応
について

平成16年
12月16日

忌三弟0001ノ1号

也方裁判所長あ
と（東京除
〈。 ）民事局長
鬮知

通知 民事局 平成16年
12月16日

8 破産法等の施行に伴う関連省令の
公布並びに不動産及び商業P法人
登記事務の取扱いについて

平成16年

12月27日

ｐ
■
Ｆ
Ｄ
且
Ｉ
Ｉ
Ｐ
ｂ
Ｉ

三第000181号
等裁判所長
1 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成16年
12月27日

9 破産規則第23条第4項等の規定
による印鑑の証明をするときの事
務処理について

平成16年
11月30日

三第000116号
,方裁判所長あ
民事局長
局長通達

P 総

通達 民事局 平成16年
11月30日

10 民事再生法及び民事再生規則の施
行に伴う不動産登記事務の取扱い
について

平成12年
3月31日

1

D

I

D

三第197号
等裁判所長
0 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成12年
3月31日

11 民事再生法等の施行に伴う商業。
法人登記事務の取扱いについて

平成12年
3月31日

民
壹
画
官
長
通

■
１
１
１

三第1 ．98号
等裁判所長
0 地方裁判所
:あて民事局長
1知

通知 民事局 平成12年
3月31日
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(7) 人身保護

三議令*I
1⑨P
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13 民事再生法等の施行に伴・う供託事
務の取扱いについて

平成12年
3月31日
烏三第199号
訂等裁判所長
ﾖ，地方裁判所
島あて民事局長
圃知

通知 民事局 平成12年
3月31日

14 外国倒産処理手続の承認援助に関
する法律等の施行に伴う商業・法
人登記事務の取扱いについて

平成13年
3月30日

日
日
■
Ｂ
ｌ
ｌ
Ｉ
ｂ
Ｊ

三第147号
等裁判所長
9 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成13年
3月30日

15 卜国倒産処理手続の承認援助に関
rる法律及び外国倒産処理手続の
鷺認援助に関する規則の施行に伴
う不動産登記事務の取扱いについ
戸
』

平成13年
3月30日

三第158号
等裁判所長
'，地方裁判所
あて民事局長
知 ‘

通知 民事局 平成13年
3月30日

16 会社更生法等の施行に伴う関連政
令等の公布及び不動産登記事務等
>取扱いについて

平成15年
4月1日

三第156号
等裁判所長
， 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成15年
4月1日

17 会社更生法における更生債権者表
等の記載方式等について記載方
法および正本交付の方法

昭和29年
9月10日

i一第60
二高等裁』
｜官、地方；
長あて訟j
事務取捌

7号
1ﾘ所
勘判
蚤部
圃知

通知 総務局 昭和29年
9月10日

－

18 日本司法支援センターが自己破産
申立て事件において破産の手続費
用を第三者予納した場合について

平成29年
4月28日

－

董薙可産
,タョーーTTU〃I手切刃

長あて民事局
一課長，総務
第一課長事務
絡

黍1事務
連絡

匡室屋
犀李ﾀ印

垂熊ワOq
ロ J丞一曹丁

4月28日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最澗の
改正日

1 人身保護事件の報告について 媚和ZJ=

10月25日
訟第1441号
地方裁判所事務
局長あて訟廷課
長通知

通知 総務局 風向『凹坐。手
10月25日

2 人身保醗法第二十条による事件の
通知報告について

昭和42年
1月28日
総一第25号高
等裁判所長官、
地方裁判所長あ
て総務局長通知

通知 総務局 昭和42年
1月28日

3 人身保證法第二十条による事件の
通知及び報告について

昭和55年
8月23日

260号

勢蕊所
総務局長

第
裁
地
て

一
等
、
あ
知

総
高
官
長
通

通知 総務局 瓜画杣gg¥
8月23日

標題 発出日 番号等 区分所管局 最新の
改正日

1 労働審判法第24条第1項の規定
により労働審判事件が終了した旨
の通知に係る費用の負担について

令和1年
12月20日

奇等，地方裁判
所事務局長あて
予政局第二課長
讃務連絡

事務
連絡
行政局 令和1年
12月20日
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3 労働審判員の任免等について 平成17年
11月22日

:三第000037号
i等裁判所長
'，地方裁判所
:あて事務総長
i命通達

通達 行政局 平成17年
11月22日

4 労働審判員の任免手続等について 平成17年
11月22日

三第000038号
i等裁判所長
' ，地方裁判所
:あて行政局
;，人事局長依
通達

通達 行政局 平成17年
11月22日

5 ｢非訟調書通達の概要等」及び
｢非訟事件の期日調書及び事件経
過表の記載例」の送付について

平成24年
12月14日

民三第000823号 事務
連絡
民事局 平成24年
12月14日

6 非訟事件の期日調書及び事件経過
表の様式及び記載方法について

平成24年
12月14日

忌三第000818号
奇等裁判所長
ﾖ，地方裁判所
蔓あて民事局
島，総務局長通
藍
一

通達 民事局 平成24年
12月14日

7 罹災都市借地借家臨時処理事件の
取扱いについて

昭和27年
5月23日

是事甲第81号
晶事局長事務代
里回答

回答 民事局 昭和27年
5月23日

8 過料に処せられるべき法令違反行
為を行った者を発見した場合の通
知について

昭和31年
7月4日
晶事甲第214
号高等裁判所長
言、地方裁判所
受あて民事局長
圀知

通知 民事局 昭和31年
7月4日

9 過料事件の取扱について 昭和35年
2月13日

忌三第72号高
亭裁判所長官、
也方裁判所長あ
て民事局長、訟
王部長通知

通知 民事局 昭和35年
2月13日

10 非融K箏汗干睡法I二よ句坦科の裁判

を告知する際の事務について
平成30年
3月23日

也方裁判所民事
首席書記官，地
ぢ裁判所事務局
蔓あて民事局第
一課長，総務局
畜三課長，経理
計藍杏課長

事務
連絡
民事局 平成30年
3月23日

11 鑑定委員会の構成およびその運営
について

昭和42年
2月27日

D

l二第199号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和42年
2月27日

12 鑑定委員となるべき者の選任につ
いて

平成4年
7月8日
二第190号
方裁判所長あ
事務総長通達

通達 民事局 平成25年
9月24日

13 鑑定委員に対する日当等の支給に
ついて

平成4年
7月8日

■
凸
■
■
ｈ
Ⅱ
！
■
■

二第193号
等裁判所長
0 地方裁判所
:あて民事局
:，総務局長，
理局長通達

通達 民事局 平成25年
9月24日

14 借地非訟事件の申立手数料の額の
算定の基礎となる借地権の目的の
土地の価額の算定基準について ．

昭和42年
4月14日

Ｂ
Ｇ
■
ｐ
ｂ
ｌ
ｌ
Ｂ
Ｉ

二第334号
等裁判所長
、 地方裁判所
:あて民事局長
1知 、

通知 民事局 昭和42年
4月14日

15 競・公売に関する証明書の交付に
ついて

昭和42年
5月8日

民二：
地方ヨ
て民逼

5390号
畔ﾘ所長あ
罫局長通知

通知 民事局 昭和42年
5月8日
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溌 定噸す徽明書瀞蕊通"二事局雛
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(9) 調停

’
12

’
｜Hf弟b4g

表産業

標題 発出日 、番号等 区分所管局 最新の
改正日

1 氏學調1学'目及ひ琢學調停.目の仕免

等について
平成15年
12月3日

、任A第9号高

；裁判所長官，
ﾛ方,家庭裁判
f長あて事務総
を通達

通達 人事局 平成24年
11月1日

2 氏學調停.自撰ひ家畢調停官の執務

日の指定等について
平成15年
12月

悠任A第10号
､方，家庭裁判
f長あて人事局
を通達

通達 人事局 令和3年
3月22日

3 民事調停委員及び家事調停委員の
任免等について

平成16年
7月22日
:二第288号
訂等裁判所長
『，地方裁判所
を，家庭裁判所
をあて事務総長
R命通達

通達 民事局 平成24年
12月10日

4 民事調停委員及び家事調停委員の
任免手続等について

平成16年
7月22日

ミニ第289号
;等裁判所長
『，地方裁判所
&，家庭裁判所
iあて民事局
i,家庭局長，
､事局長依命通
画
時
や
二

通達 民事局 平成24年
12月10日

5 氏箏調1苧妾貝撰ひ琢畢調停安貝に

対する高等裁判所長官表彰
帯ﾆﾉ典Zリヰ

4月28日
二第1461
高等裁判所長
あて事務総長
達

通達 民事局 平成29年
4月28日

6 氏畢調桴委員奴ひ家事調得委員に

対する地方裁判所長表彰又は家庭
裁判所長表彰について

平成1年
4月1日
二第844号
方，家庭裁判
長あて事務総
通達

通達 民事局 平成29年
4月28日

7 民事調停規則第六条の運用に関す
る疑義について ’

昭和41年
7月18日
:二第518号
:事局長回答

回答 民事局 昭和41年
7月18日

8 民事調停に関する費用の取扱につ
いて

沼和27年
4日
;甲第99号高
胃裁判所長官、
l方裁判所長あ
経理局長、民
『局長通知

通知 経理局 昭和27年
2月4日

9 事務取扱上の疑義について 召和27年
月2日
民事甲第13号
民事局長回答

回答 民事局 昭和27年
2月2日

10 法廷等の秩序維持に関する法律等
に基づく過料の徴収について

平成29年
6月26日

三第324号
等裁判所長

P

I

D

家庭
最高
廷首
最高
総局
て事

方，
7

法
，
務
あ
達

長
大
官
事
長
通

地
所
所
記
所
局
長

，
判
判
書
判
理
総

通達 民事局 平成29年
6月26日

11 侠同調1苧の美胞1こついて 昭和30年
7月21日

■
一
■
・
宙
１
１
画

事甲第213

ｊ

Ｂ
■
ｒ
■
Ｄ
Ｐ
Ｌ
ｑ

(東京、大
通達 民事局 昭和30年

7月21日
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日本調停協会連合会主催「調停相
談」の宣伝用ポスターの送付につ
いて

所長あて事務総
長依頼

J） 戸難

晉纐

●
ｊ
樫 劉總号檸剥’

標題 発出日 番号等 区分所管局
■
○
ｑ
ｄ
８
■

最
改
肝の
正日

1 戸籍事務協議会の決議事項につい
て

昭和30年
3月8日 霜言蕊易壽

長官、地方、家
庭裁判所長あて
民事局長、家庭
局長通知

通知 民事局 昭和30年
3月8日

標題 発出日 番号等 区分所管局 蕊胄
1

’
后登記建物に関する仮登記仮処分
二閏する疑義について I

鄙
鳫
判25年
22日

雲
巽
三
宅
歩
宅

■
８
■
灯
心
凸
・
砂

ｊ
ｄ
可
１
４
■
■
■

甲
局

苛
壬
牙
牙

篇84号
蔓回答

回答 民事局
！
昭
4
和25年
月22日

2 斥訟上の救助を受けた場合の仮処
ﾅ登記の登録税について

召和31年
i月18日
簿甲第175
塙等裁判所長
『、地方裁判所
上あて民事局長
碑 ■ ＝＝

通知 民事局 昭和31年
6月18日

3 民事執行法及び民事執行規則の施
行に伴う登記事務の取扱いについ
て

昭和55年
9月16日
民三第1013
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 昭和55年
9月16日

4 手続の円滑化等を図るための
法律の整備に関する法律等の
に伴う不動産登記事務の取扱
ついて

競売
関係
施行
いに

平成10年
11月17日
民三第579号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 平成10年
11月17日

5 民事保全法等の施行に伴う登記事
務の取扱いについて

平成2年
12月5日
三第486号
等裁判所長
9 地方，家庭
判所長あて民
局長通知

通知 民事局 平成2年
12月5日

6 公売処分に因る権利移転の登記の
嘱託があった場合における仮差押
書記のまつ消について

昭和28年
7月15日

事甲第152
高等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和28年
7月15日

7 不動産の競売の場合の登記嘱託に
ついて

召和30年
i月10日

,事甲第166
高等裁判所長
、地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和30年
6月10日

8 民事執行における代金納付による
登記の嘱託の取扱いについて

平成1年
12月28日
,三第3603
地方裁判所長
東京を除
⑨ ）あて民事
長通知

通知 民事局 平成1年
12月28日

9 登記嘱託の取扱いについて 昭和46年
3月1日．

B－pp・

5二二

痔
F
1，

t (

三第189号
等裁判所長
、地方裁判所
（大阪を除
。 ）あて民事
i長通知

通知 民事局 昭和46年
3月1日
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Z3 己のないイ､醐麿

ﾅの制限の登訂
尽付すべ声函宿

局昭和39墾
日ツ0円

ー ー ー 嵩一

11 本店移転の決議無効確認判決によ
る登記の嘱託の取扱について

昭和30年
1月10日

晶事甲第3号高
享裁判所長官、
也方裁判所長あ
て民事局長通知

通知 民事局 昭和30年
1月13日

12
匡． 字

ア マ ■■罫保全法の施行に伴う自動車登
録事務の取扱いについて

平成3年
1月11日

晃三第7号高等
賎判所長官，地
庁，家庭裁判所
艮あて民事局長
圃知

通知 民事局 平成3年
1月11日

13 自動車登録に関する疑義について 昭和28年
6月6日
忌事甲第126
号民事局長回答

回答 民事局 昭和28年
6月6日

14 家事事件取扱の疑義について（道
産たる農地を換価する場合の知事
の許可と登記手続）

昭和28年
8月8日

累隆中弟141

号家庭局長回答
回答 家庭局 昭和28年

8月8日

15 破産登記の抹消登記の取扱につい
て

昭和32年
3月25日

;事甲第109
高等裁判所長
I，地方裁判所
:あて民事局長
!知

通知 民事局 昭和32年
3月25日

16 更生手続開始およ･び更生計画認可
の各登記の抹消登記嘱託の時期に
ついて

昭和37年
8月23日
鳥二第392号
罰等裁判所長
言、地方裁判所
島（東京を除
く。 ） .あて民事
計長通知

通知 民事局 召和37年
月23日

17 滞納処分と強制執行等との手続の
調整に関する法律等の施行に伴う
登記事務の取扱について

昭和33年
2月12日

忌事甲第50号
苛等裁判所長
ぎ、地方裁判所
蔦あて民事局長
圏知

通知 民事局 昭和33年
2月12日

18 予告登記の抹消について 昭和34年
8月10日
晃二第419号
奇等裁判所長
言、地方裁判所
蔓あて民事局長
置知

通知 民事局 昭和34年
8月10日

19 強制管理申立登記の職権抹消の可
否について

昭和33年
7月24日

島事甲第274
号高等裁判所長
罫、地方裁判所
量あて民事局長
圃知

通知 民事局 昭和33年
7月24日

20 不動
登記霧

記法の一部改正等に伴う
の取扱いについて

昭和35年
4月7日
烏一第205号
語等裁判所長
罫、地方裁判所
島あて民事局長
囿知

通知 民事局 召和35年
月7日

21 鰐
一定委員が職務上不動産登記簿の
閲覧等を請求する場合の手数料に
ついて

昭和43年
3月29日

;二第248号
i等裁判所長
'4地方裁判所
あて民事局
■

P， 総務局長通

通達 民事局 召和43年
'月29日

22 旧土地台帳法施行細則第二条の規
定による地図の閲覧について

昭和42年
月1日
二第1036
高等裁判所長
、地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 間和42年
2月1日
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(12） 知的財産権法

(13） その他

7行政事件

I■■ ｰ 1■■ ー一

24 処分禁止の仮処分権利者のために
所有権移転登記をした場合の仮処
分書記のまつ消について

昭和40年
2月25日
忌三第142号
罰等裁判所長
ぎ、地方裁判所
量あて民事局長
圃知

通知 民事局 昭和40年
2月25日

25 民事訴訟法等の規定に基づき裁判
所から嘱託される不動産登記の嘱
託書の様式及び記載例について

昭和41年
10月17日

忌三第775号
ﾖ等裁判所長
ﾖ、地方裁判所
島あて民事局長
圖知

通知 民事局 昭和41年
10月17日

26 登録免許税法の施行に伴う処分の
制限の登記の嘱託の取扱いについ
て

昭和42年
7月27日
忌三第664号
罰等裁判所長
芽、地方裁判所
量あて民事局長
圖知

通知 民事局 昭和42年
7月27日

27 処分の制限の登記の嘱託の取扱い
について

昭和43年
10月22日
島三第843号
罫等裁判所長
ﾖ、地方裁判所
蔓あて民事局長
盟知

通知 民事局 昭和43年
10月22日

28 民事保全法第53条第2項の仮処
分の登記の嘱託の取扱いについて

平成2年
12月25日

§二第529号
痔裁判所長
『，地方裁判所
：あて民事局長
i知

通知 民事局 平成2年
12月25日

29 登録免許税の収納機関に関する取
扱いについて

昭和45年
12月24日
;三第1127
，高等裁判所長
'、地方裁判所
:あて民事局長
1知・

通知 民事局 昭和45年
12月24日

30 消費者の財産的被害の集団的な回
復のための民事の裁判手続の特例
に関する法律に基づく強制執行等
における不動産替記嘱託について

平成28年
2月29日

一第292号
等裁判所長
9 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 平成28年
2月29日

標題 発出日 番号等 区分所管局 最訴の
改正日

1 ２
お
び
づ

第5
項に
）及
に茎

法
１
。
定

特許法第168条（意匠
条及び商標法第56条第
いて準用する場合を含む
実用新案法第40条の規
<通知について

平成17年
3月22日

丁＝弟UUUUU9号

爵等裁判所長
ﾖ，地方裁判所
量あて行政局
畠，総務局長通
皇

通達 行政局 平成17年
3月22日

2 狩罰.推哩ﾉ1受琶1－閏ツ③．司下露季1千1－

関する事件報告について
平成ZUヰ

12月2日
累累氾幻裁干ﾘ町

民事部所長代行
者，大阪地方裁
判所所長代行者
宛て書簡

その
他
行政局

酉
も

P成28年
12月2日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 都道府県内の被害者救済関係機関
等による連絡協議体制の推進協力
方について

昭和41年
2月22日
民二第12
地方裁判所
て民事局長1

2号
蔓あ
衣頼

依頼 民事局 昭和41年
2月22日
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8刑事

1 ’
垂|通達伊事局|罷

一 画 一

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 公職選挙法第204条及び第20
8条に規定する訴訟の取扱いにつ
いて

平成7年
4月13日
行一第38号高
等裁判所長官あ
て行政局長通知

通知 ｲ丁政局 平成7年
4月13日

2 公職選挙法第210条及び第21
1条に規定する訴訟の取扱いにつ
いて

平成･7年
4月13日
行一第40号高
等裁判所長官あ
て行政局長通知

通知 行政局 平成7年
4月13日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 B型肝炎訴訟.C型肝炎訴訟・ア
スベスト訴訟（国家賠償請求事
牛）に関する報告について（事務
剪絡）

令和2年
3月13日

等,地方裁判
事務局長あて
政局第一課長
務連絡

一
匙
岫
戸
庁
Ｉ
－
Ｔ
Ｊ
奇
計

事務
連絡
行政局 令和2年
3月13日

2 行政手続における各種令状の参考
書式について

平成12年
11月27日

ll二第367号
訂等裁判所長
?，地方裁判所
島あて刑事局
是，行政局長送
ナ

その
他
刑事局 平成12年
11月27日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 刑法の一部を改正する法律及び執
行猶予者保護観察法の施行並びに
執行事務規程の一部改正について
の法務省の通ちょうの参考送付に
ついて

昭和29年
7月7日

II三第1 ･37号
訂等裁判所長．
芽、地方、家庭
畔ﾘ所長あて刑
茸局長通知

通知 刑事局 昭和29年
7月7日

2 刊法の一部を改正する法律（昭和
四十三年法律第六十一号）の施行
こついて

●

昭和43年
6月7日

ー第000104号
等裁判所長
'、地方、家庭
判所長あて刑
局長、家庭局
P

P通知

通知 刑事局 昭和43年
6月7日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 ロや国こ〃参。ノノ』画永国こリノ1日』Uノ

安全保障条約第三条に基く行政協
定に伴う刑事手続の運用について

召和27年
月28日
刑二第7146
号高等裁判所長
官、同支部長、
地方裁判所長、
同支部長、家庭
裁判所長､同支
部長､簡易裁判
所の司法行政事
務を掌理する裁
判官、簡易裁判
所の一人の裁判
官あて刑事局長
依命通達 ，

通達 刑事局 昭和27年
4月28日
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’
司物の昭和38塁
舎恭上7日’q円 塾知『'事局|糊諾

3 ﾖ米合同委員会裁判権分科委員会
刊事部会において仮に合意された
事項追録の送付等について

昭和28年
11月11日

第1568
高等裁判所
、地方、家
判所長あて
局長通達

一
号
官
裁
事

Ⅲ
３
三
又
』
産
Ⅱ

通達 刑事局 昭和28年
11月11日

4 打奴脇疋弟十七乗の突馳に閨し且

米合同委員会において合意された
事項の送付等について

昭和28年
12月12日
1－第1736
)号高等裁判所
畠官、地方、家
菖裁判所長あて
1事局長通達

通達 刑事局 昭和28年
12月12日

5 竹l双脇疋弟十七乗⑳実馳lこ閏し口

米合同委員会において合意された
事項について ．

昭和29年
7月28日
1－第150号
計等裁判所長
可、地方､家庭
畔I所長あて刑
罫局長通知

通知 刑事局 昭和29年
7月28日

6 日本国における国際連合の軍隊に
対する刑事裁判権の行使に関する
議定書等について

昭和28年
10月29日

第1520
高等裁判所
、地方、家
判所長あて
局長通達
京以外電

一
号
官
裁
事
在
ｊ

Ⅲ
側
『
剴
言
垂
毎
」
帥
晒
〃
Ｉ
当
言
．

通達 刑事局 昭和28年
10月29日

7 交通事件即決裁判手続法および交
通事件即決裁判手続規則の施行に
ついて

昭和29年
10月14日

11二第199号
訂等裁判所長
ﾖ、地方裁判所
島あて刑事局長
目達

通達 刑事局 昭和29年
10月14日

8 の
違
っ

事件及び自動車
等に関する法律
式による処理に

道路交通法違反
保管場所の確保
反事件の共用書
いて ‘

昭和63年
4月6日

二第85号高
裁判所長官，
方，家庭裁判
長あて事務総
通達

Ⅱ
別
』
デ
ー
ｈ
必
岸
川
胃
電

通達
●0

刑事局 平成29年
2月24日

9 交通切符による刑事事件の処理に
ついて

昭和63年
4月6日

二第86号高
裁判所長官，
方裁判所長あ
刑事局長依命
達

川
岸
也
亡
鼠

通達 刑事局 令和3年
3月23日

10 反貝l1金不納付事件の処理について 昭和63年
4月6日

二第87号高
裁判所長官，
方裁判所長あ
刑事局長通達

剛
舎
弄
也
亡

通達 刑事局 令和3年
3月23日

11 連卑蚕省官埋センターの禿疋に1羊つ

無免許運転の立証について
昭和44年
10月16日

二第205号
等裁判所長
、 地方、家庭
判所長あて刑
局長通知

通知 刑事局 昭和44年
10月16日

12 物件事故処理における交通（反
則）切符の運用について

昭和44年
10月16日

二第206号
等裁判所長
、 地方、家庭
判所長あて刑
局長通知

通知 刑事局 昭和44年
10月16日

13 エ哩切ｲ寸。。ふいエ哩川又只ﾘW1寸Uﾉ豚

式等に関する警察庁関係通達につ
いて

昭和45年
10月6日

二第204号
等裁判所長
、 地方、家庭
判所長あて刑
局長、家庭局
、 総務局長通

通知 刑事局 昭和45年
10月6日
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15 刑事事件における第三毛
没収手続に関する応急錦
条第一項ただし書の疑勇

所有物の
置法第三
|について

昭和39年
5月･6日
刑二第64号刑
事局長回答

回答 刑事局 昭和39年
5月6日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最祈の
改正日

1 少年の刑事事件の裁判結果通知等
について

平成12年
7月14日

眉二第362号
蘭等裁判所長
可，地方，家庭
&判所長あて家
量局長，
を通達
刑事局

■ 、

通達 家庭局 平成12年
7月14日

2 刑學事件Iこ閏弓~勺雷頬の琴考雷式

について
半以IUヰ

5月22日
リニ弟UUUZ44-

苛等裁判所長
？，地方，家庭
&判所長あて刑
3局長，総務局
を，家庭局長送
f

その
他
刑事局 平成28年
10月19日

3 刑事事件に関する書類の参考書式
について

平成18年
5月22日

刑二第000245号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局艮総務局
長，民事局長
家庭局長送付

その
他
刑事局 平成28年
10月19日

4 るた

法律
伴う

度化等に対処す
－部を改正する
訟法等の改正に
式について

情報処理の高
めの刑法等の
による刑事訴
令状の参考書

平成24年
6月6日

リニ第000340号
;等裁判所長
子, ､地方／家庭
畔ﾘ所長あて刑
璽局長，家庭局
を送付

その
他
刑事局 平成24年
6月6日

5 間報処理の高度化等に対処するた
めの刑法等の一部を改正する法律
こよる国際捜査共助等に関する法
箪等の改正に伴う令状の参考書式
こづいて

平成24年
6月6日

刑二弟UUO341号

高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
送付

その
他
刑事局 平成24年
6月6日

6

ｑ
ｆ

通
租
，
に
考

税
に
法
等
参

画
吠
兇
刷
り

関税法並
伴う所得
税法の特
各種令状

地方税法，
に
方
る

等の実施
法及び地
法律によ
いてつ

法, 、
条約
人税
する
式に

訓
脱
去
調
書

平成30年
3月5日

JFJ一宗ご◎百回

等裁判所長官，
地方裁判所長あ
て刑事局長
政局長送付

9 行

その
他
刑事局 千・j火JUヰ
3月5日

7 国選弁護人の報酬の支給基準につ
いて

平成15年
3月28日

刀l』ー串｡ご言同

等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて刑事局
長，経理局長通
達

通達 刑事局 平成18年
3月29日

8 解任された国選弁謹人の報酬寺に
ついて

昭和24年
3月29日
リニ第3743
号高等裁判所長
3，地方、家庭
2判所長あて刑
ﾖ局長通達

通達 刑事局 昭和24年
3月29日

9 国選弁護人の報酬等について 猟
勵
32年
2日

■
■
■
■
■
■
『
ｕ
『
回
■

二第37，号刑
局長回答

回答 刑事局
仇
戸
ｈ
ｌ
ｌ
Ｊ

卓
。
４
？
■
■
■
■

酢
山
０
０
４

32年
2日
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11 国選弁護人，国選付添人及び人身
保護法による国選代理人に対する
船賃の支給基準について

平成13年
2月28日
刑一第71号高
等裁判所長官，
地方裁判所長，
家庭裁判所長あ
て刑事局長，民
事局長，家庭局
長通達

通達 刑事局 平成13年
2月28日

12 国選弁護人，国選付添人及び人身
保護法による国選代理人に対する
宿泊料の支給基準について

平成2年
4月24日

冊
福
喧
ｆ
ｆ
ｆ
］

舅

リー第102号
§等裁判所長
『，地方裁判所
を，家庭裁判所
をあて刑事局
を，民事局長，
ﾐ庭局長通達

通達 刑事局 平成13年
2月28日

13 国選弁護人，国選付添人及び人身
保護法による国選代理人に支給す
る報酬に係る所得税の源泉徴収の
取扱いについて

平成13年
2月28日
刑一第73号高
等裁判所長官，
地方裁判所長，
家庭裁判所長あ
て刑事局長,民
事局長，家庭局
長，経理局長通
達

通達 刑事局 平成13年
2月28日

14 裁判員等の日当の支給基準につい
て

平成21年
3月30日

刑一第000428号
地方裁判所長あ
て刑事局長，経
理局長通達

通達 刑事局 令和1年
7月9日

15 法
制
則
刑
び
額

部を改正する
・国選弁護人
,刑事訴訟規
る規則並びに
の2の資産及
第1項の基準
行について

等の－
判手続
規定）
改正す
36条
条の3
令の施

訟法
決裁
する
部を
法第
36

る政

事訴
（即
に関
の一

訴訟
法第
定め

刑
律
度
等
事
同
を

平成18年
9月22日

刑二第000488号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長通知

通知 刑事局 平成18年
9月22日

16 公的弁護制度及び即決裁判手続の
運用の開始に関する取扱いについ
て

平成18年
9月29日

弟UUUbZ4号

所長
裁判所

薑贄訴
局長通

裁判
地方
家庭
て刑
家庭

二
等
，
‘
あ
，

Ⅲ
』
計
毎
コ
三
重
三
宛
音
更
刑

通知 刑事局 平成18年
9月29日

17 極誕官君寺四判国J両脚11-閏ヲ＠口や

弁護士連合会からの要請について
昭和41年
10月4日
刑二第168号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて刑
事局長、家庭局
長通知

通知 刑事局 昭和41年
10月4日

18 証拠等関係カードの様式等につい
て

平成12年
8月28日

11二第27.7号
奇等裁判所長
ﾖ，地方，家庭
畔ﾘ所長あて事
胃総長通達

通達 刑事局 平成30年
10月17B

19 証拠等関係カードの記載要領につ
いて

平成12年
8月28日

'二第278号
i等裁判所長
'，地方，家庭
;判所長あて刑
:局長，総務局
依命通達

通達 刑事局 令和2年
11月27日
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21 少ヰ院Xl顧少ヰ逓万ﾘ町'二JⅨ谷己れ

ている者に対する書類の送達につ
いて

昭和56年
7月15日
総三第26号高
等裁判所長官､、
地方も家庭（東
京を除く。 ）裁
判所長あて総務
局長通知．

通知 総務局 昭和56年
7月15日

22 刑事事件における書留郵便に付す
る送達の書留郵便物受領証の取扱
について

昭和34年
6月

20号
所長
(岡山

） 、家
長あて
､経理

鍋
地方
く。
判所
部長
通知

一
等
、
除
裁
廷
長

訟
高
官
を
庭
訟
局

通知 総務局 昭和34年
6月3日

23 移監同意の裁判の告知について 召和49年
月6日
刑二第27号高

讃1蕊暴‘
所長あて刑事局
長通知

通知 刑事局 昭和49年
3月6日

24 保釈前に勾留した期間と保釈取消
後に勾留し得る期間との通算方に
ついて

昭和26年
5月4日
刑二第9274
号高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長、司
法､裁判所書記
官研修所長あて
刑事局長通達

通達 刑事局 昭和26年
5月4日

25 保釈を許可されている被退去強制
外国人を収容した場合等における
関係機関に対する通報について

昭和48年
11月9日
刑二第185号
高等裁判所長
官、地方､.家庭
裁判所長あて刑
事局長通知

通知 刑事局 昭和48年
11月･9日

26 外国人被告人の出国確認留保の通
知に係る事務の取扱いについて

平成12年
8月28日
刑二第284号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長撞達

通達 刑事局 平成12年
8月28日

27 保釈取消決定に対する不服申立に
ついて 稲網

刑
答
事局長電信回 回答 刑事局 昭和30年

10月28日

28 保釈保証金の還付について 昭和28年
11月4日
訟一第59･O号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて訟
廷部長事務取
扱、刑事局長通
知

通知 総務局 昭和28年
11月4日

29 保管金（保釈保証金）の取扱につ
いて

昭和30年
8月8日
訟一第405号
訟廷部長事務取
扱、刑事局長回
答

回答 総務局 昭和JU年
8月8日

30 保釈保証金の取扱について 昭和30年
10月19日
刊二第184号
刊事局長回答

回答 刑事局 昭和30年
10月19日

31 保釈保証金の還付について 昭和41年
11月16日
総三第50号高
等裁判所長官、
地方（横浜を除
く。 ） 、家庭裁
判所長あて総務
局長、刑事局長
通知

通知 総務局 昭和41年
11月16日
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33 保釈保証金の還付について 昭和45年
1月12日
総三第3号高等
裁判所長官、地
方、家庭裁判所
長あて総務局
長、刑事局長通
知

通知 総務局 昭和45年
1月12日

34 保釈保証金没取決定謄本の送達に
ついて

昭和43年
6月24日
刑二第136号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて刑
事局長、家庭局
長通知

通知 刑事局 昭和43年
6月24日

35 保釈保証金の国庫帰属の時期およ
び原審裁判所が保管中の保釈保証
金を上訴裁判所で没取の裁判をし
た場合の歳入組入れ手続等につい
て

昭和45年
7月17日
刑二第156号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて刑
事局長、経理局
長通知

通知 刑事局 昭和45年
7月17日

36 刑事訴訟規則第九十一条第二項の
適用がある場合とその手続につい
て（前納付の保証金を再保釈の保
証金に充当の手続）

昭和27年
2月14日
刑二第2455
号高等裁判所長
官，地方家庭
裁判所長あて刑
事局長，経理局
長通達

通達 刑事局 昭和27年
2月14日

■ Ⅱ

37 利用し
う場合
第二項
ついて

を
行
条
に

ム
を
一
続

保管金事務処理システ
て保管金に関する事務
の刑事訴訟規則第九十
の適用がある場合の手
（事務連絡）

－ －

平成17年
3月31日

＝
高等，地方，家
庭裁判所事務局

曼羅調毒蕊
監査課長事務連
絡

…事務
連絡

I童屋’五刑事局 並置借17年十J班I F子

3月31日

38 人身保護法の施行と拘禁者の身柄
の取扱について

昭和23年
10月6日
刑事第8139
号高等裁判所長
官、地方
長あて刑
通達

裁
事
判所
部長

通達 刑事局 昭和23年
10月6日

39 合衆国軍隊の構成員を証人として
取り調べる手続について

昭和27年
8月6日
刑一第1365
5号高等裁判所
長官、地方裁判
所長（神戸を除
く。 ）あて刑事
局長通知．

通知
1

刑事局 昭和27年
8月6日

40 参考人の旅費等の支給について

ダ

昭和29年
9月8日
刑三第174号
高等裁判所長
官、地方､家庭
裁判所長あて刑
事局長通知

通知 刑事局 昭和29年
9月8日

41 在廷証人に対する旅費等の支給に
ついて

昭和37年
3月27日

酒
刷
君
君
１
Ｆ
一
Ｊ

ll二第40号刑
諄局長、経理局
を回答

回答 刑事局 昭和37年
3月27日

42 逮捕状に記載すべき引致場所につ
いて

昭和24年
6月13日
刑二第8378
号高等裁判所長
官、同支部長、
地方、家庭裁判
所長あて刑事局
長涌逹

通達 刑事局 召和24年
|月13日

43 涯彌ｨX有劾期間延丘につい~L 昭和28年
2月20日
刑二第2088
号刑事局長回答

回答 刑事局 昭
脹
刺28年
20日
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事訴訟法第167条第3項の濯
令今のあて牛について

卜成13年研ll二第1号居
弓4日裁判所長官，
方，家庭裁半I
信あて刑事后

▲ ＝冬 ~△

45 緊急逮捕の場合の逮捕状の請求者
について

昭和28年
11月13日
刑二第1578
8号高等裁判所
長官、地方、家
庭裁判所長あて
刑事局長通知

唾 み？

’ 刑事局 昭和28年
1.1月13日

46 司法警察職員の令状請求と検察官
の経由について

昭和24年
1月13日
刑二第331号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長、司法研修所
長あて刑事局長
通知

通知 刑事局 昭和24年
1月13日

47 公安委員会による逮捕状請求権者
の指定について

平成12年
8月28日
Ⅲ二第286号
奇等裁判所長
冒，地方，家庭
茂判所長あて刑
冒局長,家庭局
曼通達

通達 刑事局 平成12年
8月28日

48 管区警察局に勤務す
司法警察員のうち刑
九十九条第二項の規
状を請求することが
定について

警察庁および
る警察官たる

讓謹罐嘉
できる者の指

昭和29年
7月7日

II二第136号
3等裁判所長
子、地方、家庭
§判所長あて刑
認局長通知

通知 刑事局 昭和29年
7月7日

49 都道府県公安委員会による傍受令

状請求権者の指定について
平成12年
8月3日
刑二第229号
地方裁判所長あ
て刑事局長通達

通達 刑事局 平成12年
8月3日

50 傍受令状請求権者の指定について 平成12年
8月14日
刑二第266号
地方裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刑事局 平成12年
8月14日

51 傍受令状請求権者の指定について 平成17年
4月7日

刑二第000160号
地方裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刑事局 平成17年
4月.7日

52 1男交帝疲謂氷権百”ﾅ目疋1－弓』し、L 平成27年
4月27日

刑二第313号地方
裁判所長あて刑
事局長通知

通知 刑事局 平成27年
4月27日

53 傍受令状請求権者の指定について 令和2年
4月8日
刑二第338号
地方裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刑事局 脾
日８
制
帽

54 変換符号等の作成及び提供に関す
る事務の取扱いについて

平成31年
4月18日
刑二第307号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
通達

通達 刑事局 平成31年
4月18日

55 部を改正する法
のための通信傍
改正に伴う令状

一
査
の

等の
罪捜
法律
式にこついて

刑事訴訟法
律による犯
受に関する
等の参考書

平成31年
4月25日
刑二第334号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
送付

その
他
刑事局 平成31年
4月25日

56 犯罪収益に係る没収保全等を請求
することができる司法警察員の指
定に関する規則の公布について

平成12年
2月10日

{l二第29号地
了裁判所長あて
1事局長通知

通知 刑事局 平成12年
2月10日

57 関税法に基く通信関係書類の捜索
に関する疑義について

昭
帳
刺30年
14日
リニ第59号刑
罫局長回答

回答 刑事局 昭
帳
Ⅵ30年
14日

58 成人の被告人を少年鑑別所に鑑定
留置することについて

昭和31年
11月14日
刑二第177号
高等裁判所長
官､地方裁判所
長あて刑事局長
通知

通知 刑事局 昭和31年
11月14日
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60 公訴症起の除蔽舌人に対し腰見禁

止等の処分がなされている場合の
表示について

昭和36年
6月14日
M二第102号
笥等裁判所長
言、地方、家庭
鴬判所長あて刑
傷局長、訟廷部
畠､家庭局長通
m ･

通知 刑事局 昭和36年
6月14日

61 市町村に対してする身上調査依頼
書の記入事項について

昭和36年
6月14日
刑二第100号
高等裁判所長
宮，地方,家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長通達

通達 刑事局 昭和36年
6月14日

62 保護観察の参考資料の送付につい
て

ｐ
ロ

昭和29年
7月13日
三第144号
等裁判所長
、 地方、家庭
判所長あて刑
,烏与蒲萄1

通知 刑事局 昭和29年
7月13日

63 条第6項の規定
項の設定又は変
の提出があった
ついて

更生保護法第52
により特別遵守事
更に係る求意見書
ときの事務処理に

平成20年
5月9日

二第000532号
方，家屋識判
長あて刑事局
？ 家庭局長通

通達 刑事局 平成28年
4月26日

64 保護法第52条第5項の規定
り特別遵守事項の設定又は変
係る求意見書の提出があった
の事務処理について

更生
によ
更に
とき

平成20年
5月9日

地方，家庭裁判
所事務局長あて
刑事局第二課
長，家庭局第二
課長事務連絡

事務
連絡
刑事局 平成20年
5月9日

65 更生保護法第80条の規定により
留置されている者の釈放に関する
取扱いについて

平成12年
8月28日

'二第283号
i等裁判所長
'，地方，家庭
;判所長あて刑
:局長，家庭局
ｂ
け通達

通達 刑事局 平成20年
5月9日

66 保護観察付刑の執行猶予の言渡し
の取消決定の通知について

昭和61年
6月17日

'三第13号高
裁判所長官，
,方， （札幌を
I<) ,家庭裁
所長あて総務
長通知

通知 総務局 昭和61年
6月17日

67 1不ﾛ巽翫宗1リ垂司》媚~]ｱ恒眉同耳泰媒U

保護観察付全部猶予言渡連絡票の
作成及び保護観察所に対する送付
等について

平成27年
5月22日
1二第355号
苛等裁判所長
:，地方裁判所
息宛て刑事局長
H達

通達 刑事局 平成27年
5月22日

68 ｡「執行猶予者保護観察事件調査票
及び保護観察言渡連絡票の作成及
び保護観察所に対する送付等につ
いて」の一部改正について

平成28年
4月26日

高等裁判所事務
局長，地方裁判
所事務局長あて
刑事局第二課長
事務連絡

事務
連絡
刑事局 平成28年
4月26日

69 「薬物再乱用防止プログラム等実
施要領の全部改正について」の発
出について

平成28年
4月26日

リニ第261号

穂勢濯庭
畔ﾘ所長あて刑
3局長
島通知

9 家庭局

通知 刑事局 平成28年
4月26日

70 刑法等の一部を改正する法律の施
行に関する法務省の通ちょうの参
考送付について

昭和28年
12月7日
刑一第1683
3号高等裁判所
長官、地方、家
庭裁判所長あて
刑事局長涌建

通知 刑事局 昭和28年
1.2月7日
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する法律及び執昭和29垂
去の施行並びに7月7日
部改正について
うの参考供付に

ついて

訪州l i 甲州'二第173
ヨS畏刑室局長

+I｣畢局昭羽
10日

72 恩赦上申事務規程について 昭和42年
3月15日
刑三第36号高
等裁判所長官、
地方裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刑事局 昭和42年
3月15日

73 公判期日変更申請に際し提出され
る被告人に対する医師の診断書に
ついて

昭和23年
11月10日
刑事第9866
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて事務総長
通達 a ■

通達 刑事局 昭和23年
11月10日

74 裁判用診断書の形式等周知徹底に
ついて

昭和24年
6月13日
刑一第8600
号高等裁判所長
官、同支部長､
地万裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刑事局 昭和24年
6月13日

75 ｢性犯罪者処遇プログラム実施要
領の全部改正について」等の発出
について

平成28年
5月30日
刑二第315号
高等裁判所長
宮，地方，家庭
裁判所長宛て刑
事局長，家庭局
長通知

通知 刑事局 平成28年
5月30日

76 訴訟における期日変更の申立等に
際して訴訟関係人から提出する医
師の診断書について

昭和26年
1月18日

民事、刑事甲第
3号高等裁判所
長官、地方裁判
所長あて民事局
長、刑事局長通
知

通知 民事局 昭和26年
1月18日

77 刑事訴訟手続における裁判用診断
書のA判横書き書式について

平成12年
11月27日
刑二第366号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長通知

通知 刑事局 平成12年
11月27日

78 硬祭･目の起訴状剛諏寺の除Iこおけ

る被告人の起立について
昭和24年
1月11日
刑二第328号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて事務総長
依命通達

通達 刑事局 昭和24年
1月11日

79 被告人の公判前整理手続期日への
出頭等に関する取扱いについて

平成17年
10月26日

刑二第000497号
高等裁判所長
官，地方,､家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長通知

通知 刑事局 平成17年
10月26日

80 被告人の公判前整理手続期日への
出頭等に関する取扱いについて

平成17年
10月26日

高等裁判所事務
局
所鬘

？ 地方裁判
務局長，家

庭裁判所事務局
長あて刑事局第
二課長，家庭局
第二課長事務連
絡

身 務
連絡
刑事局 平成17年
10月26日

81 刑の執行指揮の迅速化について 昭和23年
9月24日
刑事第7219
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて刑事部長
通達

通達 刑事局 昭和23年
9月24日
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死
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83 刑事事件の公訴時効について 周和31年
2月27日

邪
邪
二第2.06号
事局長回答

回答 刑事局 隈
1i
和31年
月27日

84 調書判決の作成について 昭和31年
7月27日
刑二第123号
訟廷部長事務取
扱、刑事局長回
答

回答 刑事局 昭和31年
7月27日

85 公判調書と刑事訴訟規則第二百十
九条の調書との契印について

沼和52年
2月23日
刑二第30号高
等裁判所長官，
地方（宇都宮を
除く。 〉 ‘家庭
裁判所長あて刑
事局長通知、

通知 刑事局 昭和52年
2月23日

86 新刑事訴訟法第三百四十三条の通
用の疑義について

昭和25年
1月16日
刑二第555号
高等裁判所長
官、同支部長、
地方、家庭裁判
所長及び司法研
修所長あて刑事
局長通知

通知 刑事局 昭和25年
1月16日

87 刑事訴訟規則第百四十五条の運用
について

召和27年
2月18日
刑二第2･099
4号高等裁判所
長官、地方家庭
裁判所長あて刑
事局長通知

通知 刑事局 昭和Zﾉ年
12月18日

88 訟廷課長会同における協議事項中
の疑義について

昭和28年
12月3日
訟一第665号
札幌高等裁判所
事務局長あて訟
廷部長事務取扱
通知

通知 総務局 昭和28年
12月3日

89 刑事訴訟規則の一部を改正する規
則の施行について

昭和36年
6月9日
刑二第97号高
等裁判所長官、
地方、家庭裁判
所長あて事務総
長通達

通達 刑事局 昭和36年
6月9日

90 刑事訴訟規則の一部を改正する規
則の運用について

昭和36年
12月4日
刑二第181号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長通達

通達 刑事局 昭和36年
12月4日

91 刑事訴訟規則の一部を改正する規
則の施行に伴う書類の訂正の取扱
いについて

｡

平成11年
12月9日
刑二第299号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長，総務局長事
務取扱事務次長
通達

通達 刑事局 平成11年
12月9日

92 執行状況を明確にするための処分
票の作成について

召和28年
月29日
訟一第478号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて刑
事局長さ訟廷部
長事務取扱通知

通知 刑事局 昭和28年
8月29日

93 令状発付簿冊の取扱方について 昭和24年
3月1日

『
覗
引
履
字
曜
阻
匡
辛
凸
琵
可
劃

1－第2400･
号高等裁判所長
割、地方裁判所
島あて刑事局長
H達

■ 旬

通達 刑事局 昭和24年
3月1日
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95 死刑確定者の申立にかかる再審請
戎等の事件について

昭和28年
7月27日

福岡を除

)あて刑事局

通知 刑事局 昭和28年
7月27日

96 寺別抗告申立に際し訴訟記録を送
寸するに代え関係部分の謄抄本を
差付するの可否について

昭和27年
6月11日
刑二第1037
3号刑事局長回
答

回答 刑事局 昭和27年
6月11日

97 起訴前の勾留理由開示記録の処置
及び取扱いについて

雁
別
和34年
ヨ3日
刑二第12号刑
事局長回答

同答 刑事局 昭
脹
洞34年
3日

98 準起訴手続の審理において被疑者
以外の者を取り調べた場合におけ
る調書作成方式等の疑義について

昭和27年
8月4日
刑二第1395
5号刑事局長回
答

一

回答 刑事局 昭和27年
8月4日。

99 公職選挙法違反被告事件の処理に
ついて

昭和27年
12月15日

６
所
家
て

OB

裁判
方、
長あ
通達

刑二第2
5号高等
長官､､地
庭裁判所
事務総長

通達 刑事局 昭和27年
12月15日

100 公職選挙法第二五三条の二関係事
牛の審理促進について

昭和28年
5月13日

941

判所長
裁判所
務総長

５
裁
方
事

第
等
地
て

二
局
、
あ
達

刑
号
官
長
通

通達 刑事局 昭和28年
5月13日

101 公職選挙法第二五三条の二関係事
牛
皮
特に国会謡員その他の当選人が
告人である事件の審理促進につ
,､て

昭和30年
4月23日

４
１
１
１
。

｜
裁
刑
等
地方I
て事

潟67号局

削所長官 、
段判所長あ
塔総長通達

通達 刑事局 昭和30年
4月23日

102 公職選挙法第二五三条の二関係事
件の審理促進について

昭和33年
7月18日
刑一第118号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて事務総長
通達

通達 刑事局 昭和33年
7月18日

103 公職選挙法第二五三条の二関係事
件の審理促進について

昭和34年
7月28日
刑一第109号
高等裁判所長
官､地方裁判所
長あて事務総長
通達

通達 刑事局 昭和34年
7月28日

104 公職選挙法第二五三条の二関係事
件の審理計画に関する試案につい
て

昭和36年
3月31日

刑一第44号高
等裁判所長官、
地方裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刑事局 昭和36年
3月31日

105 公職選挙法第二五三条の二関係事
件の審理の促進について

昭和42年
12月15日
刑一第245号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて事務総長
通達

通達 刑事局
0 0

昭和42年
12月15日

106 公職選挙法第254条の2第1項
に基づく通知書のひな型について

平成7年
1月12日

刑

刑

一第5号高等
裁判所長官，地
方裁判所長あて
事局長通知

通知 刑事局 平成7年
1月12日

107 公職選挙法第253条の2関係事
件に関する法曹三者の合意につい
て

平成6年
3月18日
刑一第80号高
等裁判所長官，
地方裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刑事局 平成･6年
3月18日
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109 医師の呼出の手続について 昭和27年
12月27日

刑
7

二第2158
号高等裁判所
長官、地方、家
庭裁判所長あて
事務総長通知

通知 刑事局 昭和27年
12月27日

110 調書等の指印について 昭和30年
1月12日

刑一第6号高等

雲1蕊裏鶉所
長あて刑事局長
通達

通達 刑事局 昭和30年
1月12日

111 前科照会等について 昭和59年
5月29日

刑一第1 13号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて刑
事局長､家庭局
長通知

通知 刑事局 昭和59年
5月29日

112 電子計算機により把握している確
定裁判に係る前科調書の様式改正
について

平成3年
6月28日
刑二第150号
高等裁判所長・
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長通知

通知 刑事局 平成3年
6月28日

113 平事件公判の録音取材について 昭和31年
12月13日

刊二第］92号
高等裁
言、地勢
所長
、 家庭

段判所長あて事
帯総長通知

通知 刑事局 昭和31年
12月13日

114 ｢犯罪収益保全事務暫定要領の実
施について」等について

半域IZヰ

2月9日
Ⅲ二第26号高
享裁判所長官，
也方，家庭裁判
所長あて刑事局
蔓､､家庭局長通
刑 ．

通知 刑事局

I

平成12年
2月9日

115 被告人たる米国軍人等に対する訴
訟書類の送達方法について

昭和30年
6月10日
訟一第296号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて訟

蜑嬬睾龍通
達

通達 総務局 昭和30年
6月10日

116 換価処分に付された外国貨物の代
金を還付する場合の税関への通報

■

について

昭和31年
7月19日

刑二第1 18号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局
長，経理局長通：
達

通達 刑事局 昭和31年
7月19日

117 0

酬
う民事,刑事
件における報
て

に伴
各事
つい

施行
少年
いに

消費税法
家事及び
等の取扱

平成1年
3月28日
民三第796号
高等裁判所長
官,地方，家庭
裁判所長あて経
理局長,民事局
長，刑事局長，
家庭局長通知

通知 民事局 平成1年
3月28日

118 不正競争防止法第35条第3項の
規定に基づく司法警察員の指定に
ついて．

平成28年
1月14日

最高裁刑二第5
号地方裁判所長
あて刑事局長通
知

通知 刑事局 平成28年
1月14日
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つい

種王弟ご己号局

て

120 刑事訴訟規則及び不正競争防止法
第二十三条第一項に規定する事件
に係る刑事訴訟手続の特例に関す
る規則の一部を改正する規則の解
説について

平成28年
11月17日

高等,地方裁判
所事務局長あて
刑事局第二課長
事務連絡

事務
連絡
刑事局 平成28年
11月17日

121 弁護人選任権の告知及び弁護人の
選任に係る事項の教示等について

平成28年
6月28日

高等，地方裁判
所事務局長あて
刑事局第二課長
事務連絡

事務
連絡
刑事局 平成28年
6月28日

122 証人等の保護のための諸制度に関
する参考事項について

平成28年
11月25日

高等，地方裁判
所事務局長あて
刑事局第二課
長,総務局第三
課長事務連絡

事務
連絡
刑事局 平成28年
11月25日

123 裁判員等選任手続における運用上
の工夫（呼出状の再送達及び事前
質問票の返送依頼）について

平成29年
7月25日

高等，地方裁判
所事務局長あて
刑事局第一課長
事務連絡

事務
連絡
刑事局

－

半成29年
7月25日

124 刑事訴訟法第157条の6第2項
に規定する方法による証人等の尋
問等の手続について

平成30年
5月16日

最高裁刑二第1
99号高等裁判
所長官,地方，
家庭裁判所長あ
て刑事局長,家
庭局長，総務局
長，経理局長通
達 ．

通達 刑事局 平成30年
5月16日

125 裁判員制度10周年の広報活動に
ついて

平成30年
7月31日

高等
所事
刑事
長，
務連

、

務
局
広
絡

地方裁判
局長あて
第一課
報課長事

事務
連絡
刑事局 平成30年
7月31日

126 裁判員制度広報のための出前講義
の実施要領について

平成JU年

7月31日
高等，地方裁判
所事務局長あて
刑事局第一課
長，広報課長事
務連絡

事務
連絡
刑事局 平成30年
7月31日

127 裁判員等経験者からの経験談の発
信について

平成30年
7月31日

高等，地方裁判
所事務局長あて
刑事局第一課長
事務連絡

事務
連絡
刑事局 平成30年
7月31日

標題 発出日 番号等 区分所管局謡言
1 無罪の判決をする場合における刑
事補償の請求権等の告知について

昭和24年
3月11日
刑二第2891
号高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長、司法
研修所長あて刑
事局長通達

通達 刑事局 昭和24年
3月11日

2 刑事補償規則及び同規則説明書の
送付について

昭和24年
12月22日
刑二第1933
8号高等裁判所
長官、同支部
長、地方、家庭
裁判所長、司法
研修所長あて刑
事局長通知

通知 刑事局 昭和24年
12月22日



62/95ページ

｜ ｜ ’ ’

｜矢

4 刑事補償法の解釈運用について 昭和43年
6月20日
刑二第137号
刑事局長回答

回答 刑事局 昭和43年
6月20日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最訪の

改正日
1 裁判所の罪糯到職貝”域石岡1丁愚

制限の特例に関する規則第七号に
定める非常勤職員の指定について

回回り凹笙ノ手

10月6日
ll－第1738
1号検察審査会
雰務局長あて刑
¥局長通知

通知 刑事局 昭和27年
10月6日

2 検察審査会事務局の係長の命免等
について

昭和32年
1月24日

:総第22号地
｢裁判所長あて
鰯総長涌逹

通達 #電引寛向 昭和49年
4月1日

3 検察審査会事務局に置く係につい
て

平成ZU牛

7月10日
:一第000966号

1方裁判所長あ
総務局長依命
i達

通達 ﾛ悪ｲ弱J可 平成21年
4月2日

4 検察審査会法施行令第15条の2
に規定する最高裁判所の指定する
検察審査会及び事務について

平成20年
7月14日

刊一第001071号
食察審査会事務
弓長あて刑事局
長依命通達

通達 刑事局 平成21年
3月23日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 1丁以子蒲EI-のl~Jo官挫や松リノ診石

書式について
平成12年
11月27日

リニ第367号
計等裁判所長
7，地方裁判所
をあて刑事局
を，行政局長送
オ

その
他
刑事局 平成12年
11月27日

2 私的独占の禁止及び公正取引の確
保に関する法律による各種令状の
参考書式について

令和1年
12月17日

リニ第733号
苛等裁判所長
：，地方裁判所
をあて刑事局
冒
云
』
Ｑ
Ｔ
Ｊ

？． 行政局長送

その
他
刑事局 令和1年
12月17日

3 金融商品取引法による各種令状の
参考書式について

令和2年
4月23日
RI二第343号
奇等裁判所長
ぎ，地方裁判所
景あて刑事局
三
璽
十
Ⅵ

I 行政局長送

その
他
刑事局 令和2年
4月23日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最訴の

改正日
1 医療観察事＃Fに関する裁判書等の
参考書式等について

平成17年
6月22日

H1二弟UUUZ69号

罫等裁判所長
雪，地方裁判所
蚤あて刑事局
蔓,､総務局長送
寸

その
他
刑事局 平成17年
6月22日

2 医療観察事件に関する援助要請書
の参考書式等について

平成17年
7月8日

剛二第000288号
奇等裁判所長
雪，地方裁判所
蔓あて刑事局
量, ｭ総務局長送
寸

その
他
刑事局 平成17年
7月8日
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F1二第000292号その I事局平成17主
司等裁判所長他 7月14日
言，地方裁判所
艮あて刑事局
思綏悲局檮咲

いて

10家事
(1) 買 １

，
句
■
■

'7 1 1 1

4 医療観察事件の押収物還付等公告
について

平成22年
10月25日

'二第000577号
l方裁判所長宛
l事局長通達

通達 刑事局 平成24年
6月21日

5 医療観察事件の押収物還付等公告
について

平成24年
6月21日

l方裁判所事務
i長宛刑事局第
課長事務連絡

事務
連絡
刑事局 平成24年
6月21日

6
凸
が
０
２
６
－
６
．
マ
。

心
為
関
閏
刈§

重大な他害行
及び観察等に
判の手続等に
生労働大臣に
いについて

状態で
の医療
よる審
よる厚
の取扱

等の
た者
律に
則に
知等

失
っ
法
規
通

喪
行
る
る
る

■
■
■
，
、
‐
自
■
ｐ

平成17年
7月14日

リニ第000296号
h方裁判所長あ
旨刑事局長通知

通知 刑事局 平成17年
7月14日

7 心神喪失等の状態で重大な他害行
為を行った者の医療及び観察等に
関する法律に基づく費用の徴収に
ついて

平成17年
7月14日

リニ第000313号
；等裁判所長
『，地方裁判所
をあて事務総長
R達

通達 刑事局 平成17年
7月14日

8 心神喪失等の状態で重大な他害行
為を行った者の医療及び観察等に
関する法律に基づく費用の徴収に
ついて ． ．

平成17年
7月14日

訂等裁判所事務
；長，地方裁判
ﾃ事務局長あて
l1事局第二課長
ﾖ務連絡

事務
連絡
刑事局 平成17年
7月14日

9 害行
等に
され

心神喪失等の状態で重大な他
為を行った者の医療及び観察
関する法律の規定により選任
た国選付添人の報酬について

平成17年
7月12日

'一第000603号
等裁判所長
地方裁判所
あて刑事局
,、経理局長通

通達 刑事局 平成18年
3月29日

10 医療観察事件における鑑定入院期
間の適切な管理について

平成29年
3月9日

等，地方裁判
事務局長あて

|亭蕊言薑三
長書簡

その
他
刑事局 平成29年
3月9日

藍 罫番畠

標題 発出日 番号等 区分所管局 最新の
改正日

1 に帰還者に関する特別措置法の施
予について

召和34年
|月23日

ミニ第58号家
§裁判所長あて
ﾐ庭局長通達

通達 家庭局 昭和34年
3月23日

2 蝿時死亡宣告を受けた者が死亡し
ことみなされる日について

昭和35年
4月13日

1二第55号家
凋第二課長回
①
』
■

回答 家庭局 昭和35年
4月13日

3 示催告手続について(官報掲載
おくれたため法定催告期間に満
なくなった場合の処置）

§
§
呂

昭和35年
9月16日

1二第108号
庭局長回答

回答 家庭局 昭和35年
3月16日

4 ﾐ腺宣告事件の取扱いについて
(失院宣告審判時すでに申立人の
Z亡していたことを知らずに手続
§進めた場合の処置） ．

昭和42年
1月20日

ミニ第10号家
§局長回答

回答 家庭局 昭和42年
1月20日

5 ﾐ蹄宣告申立事件の宣告等につい
ロ

召和43年
月2日

ミニ第49号家
厚局長回答

回答 家庭局 部
長
ﾛ43年
2日

6 日本にある中華民国人所有の財産
の不在者財産管理人の選任につい
て

召和36年
月19日
家庭局長書簡回
答

回答 家庭局 召和36年
月19日
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家二弟17

毒局長同曇
始祁J“
7日ツク円

詮半'1曇

．． l荘居

｜ ’

－ー王 三－ － 二 一一一

在日朝鮮人の相続財産管理人の選
任について ’

召和26年
月9日
<陸中弟131

稼庭局長回答

－

回答
一一声

家庭局
ｑ
ｄ
ｊ
ｄ
■
■
■
ｑ

■‐~■

mZb牛

9日

9 つ
け
国
ｊ

に
お
に
い

産宣告申立事件の宣告等
（禁治産宣告申立事件に
禁治産宣告の可否ならび
帰属した郵便貯金の取扱

治
て
準
に

禁
い
る
庫

召和35年
0月31日

ミニ第］41号
ﾐ庭局長回答

回答 家庭局 召和35年
0月31日

10 民法等の一部を改正する法律の施
行に関する通知について

昭和62年
12月2日

1－第399号
i等裁判所長
1，家庭裁判所
:あて家庭局長
1知

通知 家庭局 召和62年
2月2日

11 養子縁組のあっせんを行う社会福
祉法人等について

昭和62年
12月23日

'一第430号
等裁判所長
？ 家庭裁判所
あて家庭局長
知

通知 家庭局 昭和62年
12月23日

12 封印ある遺言書の開封の立会人に
ついて

一
守
口
■
阜
自
」
字
０
４
０

和23年
弓9日
事甲第280
民事部長回答

回答 民事局
I

昭帳

畑23年
9日

13 遺産分割事件の取扱について（死
亡退職金の取扱）

啓
一
侶
卜
４

和32年
33日

庭局長電報回
卜

照会 家庭局
I
召i
P

鳫
刺32年
3日

14

ド
家
て
事審判法第二七条の疑義につい

■
■
口
Ｐ
Ｂ
Ｆ
４

和24年
32日
家庭甲第209
号家庭局長回答

回答 家庭局 鄙
嘱
一

昭和

ﾛ24年
2日

15 家事事件取扱、
産たる農地を』
の許可と登記昌

)疑義について（道
§価する場合の知事
邑続）

召和28年
|月8日
家庭甲第141
号家庭局長回答

回答 家庭局 28年
8月8日

16 家事事件の取扱について（子の父
が祖父を相手とする監證者変更の
申立について）

昭和29年
2月3日

:庭局長電報回
Ｆ
』
■
■

回答 家庭局 昭和29年
2月3日

1ノ 家事事件の取扱について（亡夫と
生存配偶者との氏の同一性につい
て）

昭和29年
2月19日

2庭甲第28号
2庭局長回答

回答 家庭局 昭和29年
2月19日

18 景事事件の取扱について（養親の
一方が死亡した後の縁組届出委託
を認審判について）

昭和32年
9月11日

2庭甲第86号
胃庭局長回答

照会 家庭局 召和32年
'月11日

1り :畢季1午の処禽里につい正（狩万U1で

1人選任審判の取消と再選任につ
hて）

昭和34年
4月15日

蔦二弟84号家

産局長回答
凹晉 家庭局 昭和34年

4月15日

20
再
亜
唾
タ
ロ
Ｐｌ

琢

て

争学汗'三閏ツー句法拝酔湘《

て（非嫡出子の扶養請求に
）

1－マンし、

つい

召和32年
'月8日

胃庭甲第8号家
量局長回答

回答 家庭局 昭和32年
3月8日

ZI 琢争香刊季1千月XMI=W-9句錘雲1－

ついて（生死不明の配偶者のため
の就籍許可申立等）

昭和29年
7月7日

号５
答
９
回
第
長
甲
局

磨
嬢
陸

田
ｐ
、
田
Ｐ
ｂ

回答 家庭局 ﾛ固守u坐目手
7月7日

22 家事審判事件の取扱に閏する疑義
について（民法附則第二十六条第
一項の解釈について）

召和32年
「

月22日
！庭局長書簡回
Ｆ
里
■
■

照会 家庭局 召和32年
月22日

23

I
刑

て

訴第百九十七
会に対する家事菫

第二項による照
件の報告につい

昭和32年
12月27日
家庭甲第142
号家庭局長回答

回答 家庭局 昭和32年
12月27日

24 後見人選任の疑義について 昭和26年
6月7日
庭甲第108
，家庭局長回答

回答 家庭局
＃

鄙鳫

弧26年
7日

25 後見開始について 召和27年
2月8日

庭局第二課電
回答

回答 家庭局
I
召

２

一

ﾛ27年
ヨ8日

26 原

の

I

■

’
湘談所長の申立てる家事事件
1り扱いについて

目和28年
月1日

§庭局長電報回
炉
』
■
０

回答 家庭局
呼
副
Ｆ
尻

凹進U午

1日

27 養弓
（う

■■■■■■■■■

買事

ｑ
町
０
’
剖
刊
叩
一

愚組許可審判事件について
ヨニューヨーク州法）

召和28年
i月18日
肩庭甲第105
号家庭局長回答

回答 家庭局 鄙
愼
ﾛ28年
18日

Z6 事件の取り扱いについて（養
F縁組届出の委託の確認につい
ご）

昭和29年
)月9日

蔦挺中弟81号

間庭局長回答
回答 家庭局 昭和29年

6月9日
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’ ’縁組許可着
ヨミシシ､2

凸心

回日l

(2) 家事調停

＆ ~』 砂▲

吾
u 一

30
－と△ ■一

ア
紅
メリカ合衆国グアム島の養子縁
に関する法令について

ー■

ｒ
Ｏ

■■■－

。
■
．

■
■
■
１

弧45年
28日

－

:二弟46号家

局長回答

固唾
局

ー＝~ー■ーI■■
鄙
損
和45
■ ﾛ■ ■ー 0

28日
31 カナダ国ブリティッシュ・コロン

ビア州における麗知の準拠法およ
び認知に関する法規について

昭和45年
3月12日

ミニ第56号家
燭長回答

回答 家庭局 昭和45年
3月12日

32

’
累事審判事件の取扱について（養
長縁組許可審判後その届出前に、
亘に同一未成年者につき養子縁組
泙可申立のあった場合の取扱）

昭和34年
9月11日

ミニ第16．7号
2庭局長回答

回答 家庭局 昭和34年
9月11日

33 生活1
者の1
〈強1

泉i
首；

ヨ li

豊法77条2項の扶養義務
旦費用額の確定審判に基づ
興行手続について

平成4年
7月27日
2－第230号
2庭局長回答

回答 家庭局 平成4年
7月27日

34 保護義務者の選任について
’
間和38年
0月2日
ミニ第113号
そ庭局長回答

回答 家庭局 召和38年
0月2日

35
謁
色
弔
里
弓
〆
昌
例
画

噌子縁組について（無国籍人が日
尽人未成年者を養子とする場合の
皇拠法）

召和29年
月15日．

そ庭甲第40号
嘘局長回答

回答 家庭局 召和29年
月15日

36 戸籍届出委託確認に基く届出に関
する件について

召和30年
月8日

■
Ｐ
ｂ
車

Ｐ
ｂ

室甲第88号
篭局長回答

回答 家庭局
’
沼和30年
1月･8日

37 法廷等の秩序維持に関する法律等
に基づく禍料の徴収について

平成29年
6月26日

' 0 地方．家庭
:判所長，最高
削所大法廷首
『書記官i最高
潮所事務総局
狸局長あて事
§錘尾禰譲

通達 民事局 平成29年
6月26日

38 履行確保事務の運用について 平成16年
3月29日

'一第78号高
裁判所長官，
方，家庭裁判
長あて事務総
彌窪

通達 家庭局 平成26年
2月12日

39 調査勧告票の様式の制定について 平成12年
6月30B
三第279号
庭裁判所長あ
家庭局長通達

通達 家庭局 平成26年
3月27日

40 審半I
疑蕊

費用
につ
硯碓疋審判中巫'二閏可旬

,､て
昭
7』
和35年
ﾖ14日
'二第88号家
局長回答

頂
ー答 家庭局 召和35年

1月14日
41 家事事件手続費用の負担について 昭和33年

8月14日
i第2号経理局
:、舩廷部長、
庭局長回答

回答 経理局 召和33年
|月14日

42

|；
家事審判規則第七条第二項に必要
な書類の送付費用について

。
。
４
回
胸
釦

雨
麿
ｕ
Ｉ
ｒ

ﾛ49年
16日
:二第136号
嘘局長回答

回答 家庭局
貯
酔
Ｆ
』
Ｄ
Ｉ
Ｉ
ｊ
●

和49年
ﾖ16日

43 目続人不存在による相続財産管理
へ選任審判の取消の公告の要否等
こついて

召和32年
月17日

ﾐ庭甲第72号
嘘局長回答

回答 家庭局 昭和32年
7月17日

44 国庫に帰属した相続財産の引継ぎ
について

昭和41年
3月24日

二
裁
庭

■
ｐ
ｂ
言
Ｐ
呂
『
ｒ
、

屑48号家
1所長あて
司長通知

通知 家庭局 昭和41年
3月24日

45 相続人捜索公告事件に関する取扱
いについて

昭和39年
11月30日
ﾐﾆ

そ庭
ｳ長

葛192号
弓長、総務
｡答

回答 家庭局 昭和39年
11月30日

46 |肖費税法施行に伴う民事，刑事，
家事及び少年各事件における報酬
等の取扱いについて

平成1年
3月28日

三第796号
等裁判所長
0 地方,家庭
判所長あて経
局長, ･民事局
0。 刑事局長
庭局長通知

9 ，

通知 民事局 平成1年
3月28日
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’’

(3) 民法

’
｡

I瓢総計副畢仔'二ついて ’ ｜ ’凹昔|家庭局 ｜ ’

1 鯛停前の仮の措置について
’
、
8‘
和J1午

ﾖ23日
家庭甲第122
号家庭局長回答

回答 露庭同 目和31年
月23日

2 家事鯛停調書臘本の交付について １
１
和49年
ﾖ30日 襄晨濤皇畳暑号

回答 家庭局 脾
日

3 遺産分割の鬮停成立後他に共同相

齢鶴諦溌潅錐離君
いて ，

昭和32年
6月21日
家庭甲第46号

家庭局長回答
回答 露睦j町 昭和32年

6月21日

標題 発出日 番号等 区分所管局 最新の
改正日

1 未成年者の養子離縁について（饗
親死亡後養子離縁する場合の代龍
者について）

擬脊
庭甲第126
･家庭局第二際
回答…／

回答 家庭局 頂同和f＠年
5月2日

2 養子綴組の効力等について 目和26年
月19日
庭甲第150

･家庭局長回答
回答 家庭局 昭和Z6年

9月19日
3 家事事件の取り扱いについて（養
子縁組届出の委洗の確盟につい
て）

昭和29年
6月9日

I庭甲第81号
|庭局長回答

回答 家庭局 昭和29年
6月9日

4

蕊難耀畿踊喜診墓学腸
法定代理人等）

昭和29年
4月10日

2庭甲第41号
瀧局長回答

回答 家庭局 埴祁ニワ牛
4月10日

5 後見開始について 昭和35年
3月31日

ミニ第40号家
：局長事務代理
､答

I副舎 琢睦向 昭和35年
3月31日

6 民法第八百二十六条の親樋者と子
の利益相反行為について

昭和30年
12月28日
庭甲第189
家
て

ｂ
Ｉ

’
鶏
判所長
局長通

通知 家庭局 昭和30年
12月28日

7 自己の1.5霞未満の嫡出でない子
を配偶
の届出
いて

寡とともに養子とする綴組あった場合の取扱いにつ

埴和OJヰ

10月4日
2－第364号
ｒ
Ｏ
Ｐ
Ｉ

等裁
0 家
脇て
脚

所
長

通知 家庭局 昭和63年
10月4日

8 日本にある米国人らの離婚につい
て

肥和ZUヰ

4月25日

Ｅ
日
切
目
卿

嘘
嘘
顧

5号

鶏
ﾖ第7
§判所
:局長

通知 家庭局 昭和28年
4月25日

標題 発出日 番号等 区分所管局
｡ ●

最新の
改正日

1
凶
■
困
画
で
■
■
Ｐ
■

《事審判事務取扱に関する疑義の
●
■

昭和23年
1月31日

民事甲1
民事部，
肩37号
蔓回答

回答 民事局 昭和23年
1月31日

2 ﾖ鰭訂正許可事件の取扱について 目和35年
月17日
慎二第128号
隠庭局長回答

回答 家庭局 昭和35年
9月17日

3 十五年未満の子が父母の代龍によ

宗嘉篭濡拘総壼
の戸緒の取扱について

親子関係
した場合

日和30年
月9日

４
長
通

１
所
長

１
判
局

第
裁
庭

獅
潅
副

通知 寒庭局 昭和30年
8月9日

4 戸籍師正の申立受理について 闇和25年
'0月4日
艮庭甲第285
弓家庭局第二課
畏回答

回答 家庭局 昭和25年
10月4日

5 四
れ
自
度
つ

蕊奎
の決定
で、再
場合に

戸籍
師正
許可
理由
った

（旧
戸籍
その
との
があ

可
き
心
る
立

許
づ
き
い
申

の
と
っ
て
の

区裁判所
柴）にも
た事案に
体が誤つ
戸緒灯正
いて

昭和37年
i月8日 鬘貢雲畳暑

号家 回答 家庭局 昭和37年
5月8日
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’

(5) その他

’
I

7 就鰭の方法について 噛和4b年

5月25日
家二第104号
厩 壷局長回答

回答 家庭局 昭和45年
5月25日

8 家事審判事f
ついて．(生闘
の就絡許可日

二取扱に関する疑義に
§不明の配偶者のため
I立等） ■ ‐

昭和29年
7月7日

家庭甲第95号
家庭局長回答

回答 家庭局 昭和29年
7月7日

9 平和条約に
に関する園
について

伴
籍
う朝鮮人、台湾人等
及び戸籍事務の処理

昭和27年
4月26日

第
所
家
て
代
通

家庭甲
等裁判
地方､
所長あ

驫雲

、
高
、
判
局
家

事
号
官
裁
事
、

男
４
白
露
藍
呈
里
削

通知 民事局 昭和27年
4月26日

10 樺太に本籍を有していた者の就篤
について

■
■
■
■
■
■
一
－
４

刺27年
11日

戻庭甲1
号家庭I
g169
計長回答

回答 家庭局 昭
昨
刺27年
11日

11 無籍者(樺太在籍者）の失除宣告
について ’

■
■
■
Ｅ
■
■
■
Ｉ

刺28年
12日

眠陸同垂亀報哩』

誉
回答 家庭局 昭

昨
刺28年
12日

12 庵辱且百置巽17･J二壱I－一J吾グEL-"

b《あった増合の取扱について
昭和29年
3月1日

号
あ
知

４
長
通

３
所
長

第
判
局

餌
籠

鼠
艮
盾

通知 家庭局 昭和29年
3月1日

13 司籍届出委託確麗審判事件の疑義
こついて

昭和27年
9月12日
霞庭甲第158
号家庭局長回答

回答 家庭局 陥
り

卓
■
４
■
『
『
■
Ｉ
。

pZﾉ年
12日

14 U鰯届出委託確認に基く届出に関
~る件について

昭和30年
7月8日
家庭甲第88号
家庭局長回答

回答 家庭局 陥
刀

●
ｐ
Ｊ
Ｐ
■
●
■
］
『
．

ﾛ30年
8日

15 iの変更について 昭和26年
9月7日
辰庭第152

§局第二ゞ号家
受回

回答 家庭局 昭和26年
9月7日

16 名の変更許可申立事件につき戸籍
法施行規則第六十条所定以外の文
字を新たな名に用いることの許否
について

昭和26年
8月13日

艮庭甲第143
号家庭局長回答

回答 家庭局 昭和26年
8月13日

17 §の変更許可申立について
■
■
ａ
■
酉
』
』
ご
郵

昭
２
詞30年
14日
家庭局長電報回
答

回答 家庭局
’
昭和30年
2月14日

18 ﾐ事事件の取り扱いについて（母
呂関係の不存在ならびに存在の確
Rと戸籍の爾正方法）

昭和29年
4月16日

ﾐ庭甲第53号
鱸局長回答

回答 家庭局 昭和29年
4月16日

19 ■霜苧砺函翠毒W東電雫硯1－~ジレ、
■
■
。

昭和30年
3月8日

甲第
判所
､康
あて
家庭

篭
判所長
局長、
禰釦

事
号
官
裁
事
尾

通知 民事局 昭和30年
3月8日

20 ．鞘配駆の漉肺干碗1こついて 半I典Z4ヰ

11月22日
一第W4Z37号

等裁判所長
，家庭裁判所
あて家庭局
、 総務局長通

通達 家庭局 平成24年
11月22日

21 :母の婚姻後二百日以内の出生子
;つき嫡出でない子として出生届
Iなされた後に、父から麗知届が
1つた場合の取扱について

昭和34年
9月22日 雲議鵠霊

て家庭局長通知

通知 家庭局 昭和34年
9月22日

22 ;太引揚げにがかるオロツコ族女
･の国籍について ’

昭和41年
3月2日
家二第30号家
庭局長回答

回答 家庭局 畷
3 。

●
脾
旧
４
９
■
・
■
■

籾41年
2日

標題 発出日 番号等 区分所管局
歳款の
改正日
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ｌｌｌｌｌｌｌ

2 家
る
雲
雷
■凸

尋笥 1
審申

について

法第二三条の審判に対す
立があった塙合の取扱い

昭和’47年
4月20日

〔二第83号家

瀧､総務局
同
一答 家庭局 昭和47年

4月20日

3 氏事鯛停冒及び譲畢鬮停｡目の仕免

等について
平成15年
12月3日

高
‐
判
総

号
官
裁
務

ｇ
長
庭
事

第
所
家
て

Ａ
判
，
あ
達

任
裁
方
長
通

」
Ｄ
■
Ｉ
■
、
ｂ
■
Ｕ
ｂ
Ｆ
ｂ
”
Ｉ
■
Ｐ

通達 人事局 平成24年
11月1日

4 島事鯛停官及び家事鯛停官の執務
ﾖの指定等について

平成15年
12月3日

号
判
局

10

鴬
第
家
て

Ａ
，
あ
達

任
方
長
通

通達 人事局 令和3年
3月22日

5 m存去属卿､嘩八こしL睡日さ不唾」

りれた堤合について
晒
脹
ﾛ33年
24日
二第11号事
総長回答

回答 家庭局 鄙
月
刺33年
別日

面

0
＝ ー －

2事事件の審判書謄本の交付につ
$て 。

■
■
４
句
ロ
４

昭
掴

⑤⑤

u⑨邑手

327日

2画4

b準一r夛

渦長ロ
6号

､答
回 画 ＝匿亘

’
跡
2 。

到り
面－1■■■ ■

ﾖ27日
7 忌法及び

半う登記霧瀞讓
の一部改正に
いについて

噸和｡｡ヰ

12月27日
6号
長
判所
局長

48

鰻
家庭

第
載
家
て

一
等
、
あ
知

■
Ｐ
ｂ
Ｐ
６
ｌ
Ｉ
ｐ
ト
ー
ｂ

通知 家庭局 昭和55年
12月27日

8 電話加入権を目的とする審判前の
保全処分としての仮差押え及び仮
処分の執行事件の事務処理につい
て ．

平成2年
12月20日

'一第412号
I等裁判所長

凝蕊籠
!達 ■ F

通達 家庭局 平成12年
6月30日

9 滞納処分と仮差押えの執行との手
続の調整に関する事務の取扱いに
ついて

昭和55年
12月23日

号
所
長

Ｏ
長
判
局

６
所
裁
庭

４
判
庭
家

第
裁
家
て

!
『等
9

、
あ
達

１
８
１
Ｆ
■
ｐ
■
■
吟

通達 嘩睡向 昭和bb年
12月23日

10 目続放棄申述なき旨の証明雷の交
寸について

昭和30年
7月4日

庭甲第83号
庭局長回答

國答 嘩腔向 鄙
月
ﾛ30年
4日

11 目続事件に関する記録の閲覧につ
,､て

昭和21
10月2‘
i年
P

日 蕊薑豊島墓
回答 家庭局 目』

0 4
25年
27日

12 事件に関する証明毎の交付につい
て ’

昭和27年
4月15日

庭甲第76号
庭局長回答

回答 家庭周 副
長
27年
5日

13 相続放棄等の鯛査依頼の取扱につ
いて

昭和27年
12月27日

庭甲第220
家庭譲判所長
福島を除
。）あて家庭
長通知

卜

０

■

、
．
Ｐ

通知 家庭局 年
日
７
７
２
２
和
月
日
２

14 鳶件に関する照会の取扱いについ
Ｐ
Ｃ

鄙
鳫
ﾛ49年
29日
ミニ第81号家
置局長回答

回答 家庭局 帥
膓
刺49年
29日

E 二 ヨ

15 §察官より.の記録取り寄せの嘱託
二ついて

月
一

昭和ZO年

2月14日

L
、

一口 ー守一 一

2庭局第二諜長
Ⅱ答

ー

回晉
ー ー 鵠オ

罰

I 陸 師 生E
‐q■P ーーq＝ 寺

2月14日
■ 団

16 帽
b■寺

P－■■■■■口

'第眉
ﾛロ■

』
■
■

一戸百 ＝ － ■一■ ■

九十七条第二項による家
録送付の嘱能について

ー一

■
、
Ｐ
Ｐ
Ｉ
Ⅲ
Ⅵ

ｑ
ｄ
‐
４
■
■
■
Ｉ

串 元竜正 『『

凹轟〃÷

26日

＝一軍空

藤
－ 一

語157
計長回答

回答 刑事局
■
ａ
Ｆ
Ｆ
３

●
■
型
■
■
■
■
０

剛
創
7年
日

17 そ事事件配録取寄せの嘱託につい
P ’

雌
２

ｄ
４
ｑ
■
■
■
Ｉ

刊Z9ヰ

19日
【庭局長電報回
Ｐ
■
Ⅱ

回答 家庭局
面
願
い
ｌ
ｒ
剖

●
ｑ
ｄ
ｄ
■
■
■
０

mi
lI
9年
日

18 家事事件妃録取寄せの嘱託につい
て

昭和29年
7月30日

《庭甲第106
卜家庭局長事務
上璽同答

回答 家庭局 昭和29年
7月30日

19 家事事件記録取寄について 畷
1（
知星司÷，

月12日
【庭局長電報回
Ｐ
ｂ
ｌ

回答 琢歴同
’
昭
1（
和29年
月12日

20 悪畢學1午目巳舜の蕊出ﾐIこ闇す~勺疑義

について
鴎
1i
和31年
月28日

【庭局髭電報回
P

P

回答 琢睦同
’
隈
1i
年
日
訓
朗
和
月

21 家事事件配録の貸出に関する疑義
について

旺
則
和43年
ﾖ25日
1二第63号家
洞長回答

回答 家庭局 昭
刷
和43年
ﾖ25日
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－ －－ー

活保霞 廷局騨278回碧
吾同鋳

雪、叩』閏

金上塞重する後
による

量に関す愚
塞の絶査刃

刀期平成Z6塁
一つ7日1’円

露随判
て

’

掘
選
四
人

壷手I
23 §事審

t、日
剛事件に
当、止宿I

じ
ｈ
Ｐ
ｌ
Ｌ
Ⅱ

丁③哩争”脈

こついて

■
日
仏
４

■
■
Ｊ
ｑ
■
■
■
Ⅱ

柳
（
3年
日
ま
季

二第137
庭局長回答

号 回答 憲庭局 部
長
田43年
6日

24 氏畢師i
Ⅱ■■I■■■■ 一 ■■■■■

鯛査嘱1
－

幽法第二
雁に対す

の

,取＃濫驍る’
曲
陥
心
１
１
４

８
ｄ
４
ｑ
■
■
■
・
Ｉ

刺：
11
I切手

|日
家二第93号家
庭局長回答

凹苔 家庭局
■
Ｄ
Ｐ
Ｐ
４

ｇ
■
ｊ
ｑ
■
■
■
■

ﾛ35年
15日

25 家事事件の取扱いについて（後見
人
立
解
替
任（職梅）事件の手続愛用の
、 負担） L ●

昭和41年
8月4日
家二第111号

雲篭長事務取
回答 家庭局 昭和41年

8月4日

26 間
害
宿

辱
所
止

人
判
、

定
裁
費

鑑
祇
弄
旅
・

る
よ
の

け
お
合

お
宮
堤
て

に
判
る
い

件
審
ず
つ

事
事
張
に

判
家
出
担

審
き
が
負

事
つ
官
の

良
こ
日
斗

昭和判年
4月12日
霞二露57号家
庭局長回答

回答 家庭局 目和叫年
月12日

Zノ 尻畢學汗におけ⑤阯翻

層の
Sよ鶇
に必要な裁単
泊料の負担宅

鯛および
'官等の旅
bについて

事
費
昭和48年
10月30日
琢二弟Z1Z号

罷寵､家庭
凹管 家庭局 昭和48年

10月30日

28 事蘂騨i趣、阯談&胴悪との貿用”ア

紬なき場合について．
昭和29年
7月12日
家庭甲第103
号家庭局長事務
代理回答

回答 家庭局 昭和29年
7月12日

29 在外領事等に対する鯛査嘱託につ
いて

日和35年
月6日
家二第68
庭局長回答

号家 回答 琢庭” 沼和35年
洞6日

30 家事事件手続費用の負担について 昭和31年
7月9日
家庭甲露104
号家庭裁判所長
あて家庭局長通
知

通知 家庭局 昭和31年
7月9日

31 琢畢畢汗の手続Iこおけ命超剛に垂

する費用の負担について
z成25年
月1日
高等．家庭裁判
所事務局
庭局第二
務連絡
曇
宛家
長事

■
■
Ｐ

事務
連絡
率睦j可 平成25年
8月1日

32 唾I副秘癒吻夫DmI-~づしgL 平成10年
3月31日
家一第114号
家庭裁判所長

綴享宅奎豊
札幌）あて事務
峰長彌謹

通達 塞腫” 半MWヰ
3月12日

33 扉畢皐1千”中上L管リノ鶴丞I-コしnL 斗呈戚産型ヰ

3月26日
露一第00‘

雷雲贄！
627号・

熱
その
他
家庭局

34 5紬収入印紙及び予納登記印紙の
R扱いについて

半峡Z⑤ヰ

3月28日
淳一弗UUIWU号

高等裁判所長

篁綴鶴豊悪
連

通達 家庭局 平成29年
9月29日

35 §見登肥等に閏する法律に定める
§配の嘱託手続について

半厩IZヰ

2月28日
家一第58号高

蕊鯛籠為
て家庭局
務局長通袰

ﾛ 総

通達 霊屋同 平
11

36 登
す
い

る
録
扱

す
記
取

関
を
の

に
項
合

等
事
場

人
記
い

見
登
な

後
る
が

被
係
録

年
に
配

成
託
記

し
嘱
登

な
の
き

み
肥
ぺ

について

半戚IZヰ

2月28日
家一第59号高

，
あ
総

官
長
。

長
所
長
達

所
判
局
通

判
戴
庭
長

裁
庭
家
局

等
家
て
務

通連 家庭局 平成12年
2月28日

37 琢皐學汗の畑口鴎彊寺の糠云及ひ

記戦方法について
ﾕ陪ﾉ批醍牢

12月10日
ご
ｎ
部
Ｆ
海
■
■
“
凸
Ｂ
呵
凸
画
面
畠

号
所
．

駆
長
判
局

５
所
裁
庭

Ⅷ
判
庭
家

第
裁
家
て

一
等
，
あ

家
高
官
長

､

j、
レ

ト

I

総務局長通。

通達 家庭局 令和2年
9月2日

僧
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11 少年事件
(1) 法川＞ ■■

＝

宗痘信

39 国際的な子の奪取の民事上の側面
に関する条約の実施に関する法律
第151条の審理の状況について
の説明について

平成26年
2月12日
京二第404号
高等裁判所長官
(東京，大
仮）
諦長
限）

0 家庭裁判
(東京，大
宛て家庭局
畠通達

通達 家庭局 平成26年
2月12日

40 ｢国際的な子の奪取の民事上の側
面に関する条約の実施に関する法
律第151条の
ての説明通達の
ついて

毒
理の状況につい
要等』の送付に

岼
日
笥等，家庭裁判
所事務局長
嵐…大阪） 童

東
て

顧庭局第二課長
要務連絡

難
家庭局 平成26年
2月12日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 補導委能費支給基準について． 平成31年
3月15日

§腫蕊遍刊脚T季猫

6長宛て家庭局
5－課長事務連
;

事務
連絡
家庭局 平成31年
3月15日

2 ｢補導委託費支給基準について」
の廃止について

平成28年
3月22日

第35号家
判所長あて
局長，経理
通達

一
篝

２
§
２
i長

通達 家庭局 平成28年
3月22日

3 ｢少年法及び少年院法の一部を改
Eする法律」の施行等について

昭和28年
8月10日

罵庭甲第140
号高等裁判所長
言，蛾方，家庭
溌判所長あて家
匿局長刑事局
暮彌知．

通知 家庭局 昭和28年
8月10日

4 t用少年鑑別所等の廃止に伴う少．
芋法等の一部改正について

昭和28年
7月25日
家庭甲第135
号地方
判所長
局長通

ロ

窪
壷庭裁
て家庭

通達 家庭局 昭和28年
7月25日

5 少年の道路交通法違反事件等送致
に際しての交通前歴の添付につい a

て

昭和62年
10月13日

二第339号
等裁判所長、

』毒零霊贄所
』
■
酉
色

総務局長通

通知 家庭局 昭和62年
10月13日

6 民間航空機による少年の身柄の押
送について

昭和57年
3月1日

二第71号豪
裁判所長あて
庭局長，総務
長通達

通達 躍庭局 昭和57年
3月1日

7

孝蕊
況』の1

窟四五条五号但欝にいう
ま事情」及び『送致後の状
犀釈等について

昭和44年
3月7日
家三第42号家
庭局長回答

回答 塚庭局 昭和44年
3月7日

8 園護令状の請求後その発付前にお
ける少年の被疑者の観護措置につ
いて ‘

昭和28年
8月7日
2庭甲第146
；家庭局長回答

回答 琢庭局 昭和28年
8月7日

9 逃走した少年の遺留金品の取扱に
ついて

昭和28年
4月1日
家庭甲第48号

零薑鯉羅
通達 家庭局 昭和28年

4月1日

剋八
10 脚

甲
■
４
９

…
鼻坏浬4

職の＃
菖
丸
牛移送による少年の身
テについて ’

I ！

召和28年
月20日

二

･ク星
、…＝U‐究訂 ■ ■■勺

§庭局長回答

囿鍵回答 序震冨1…坐り唖 畷
1 4

I到り負和28年
ﾖ20日

11 '年保護事件の押収物還付等公告
ついて

平成22年
0月25日

隠二弟UUIU3U号

胃庭裁判所長宛
2庭局長通達

通達 家庭局 平成24年
6月21日
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手保護事件の神ID
』､て（室霧蓮縮）

切1ｺ身

＝

鑑定囎轤戎人の被告
詔壱す局こ 黒号|通知側'事局|需醐：’

とノ

’ ’

13 少年保護事件の押収物還付等公告
について（事務連絡）

平成24年
6月21日

家庭裁判円『學栃．

局長宛家庭局第
二課長事務連絡

事務
連絡
家庭局 平成24年
6月21日

14 押収物等取扱規程の運用について 平成7年
4月28日

'三第24号高
栽判所長官，
,方，家庭裁判
長あて事務総
,通達

通達 総務局 平成29年
6月29日

15 市町村に対してする身上調査依頼
害の記入事項について

昭和36年
6月14日

二第.100号
等裁判所長
0 地方，家庭
判所長あて刑
局長，家庭局
通達

通達 刑事局 昭和36年
6月14日

16 補導委託の運営について 平成9年
3月31日

ミニ第99号家
冒裁判所長あて
ﾐ庭局長依命通
爵
皀

通達 家庭局 平成19年
3月1日

17 補導委託の実績に関する調査につ
いて

平成9年
10月8日

胃二第411号
胃庭裁判所長あ
-宝雇局鳫涌逹

通達 家庭局 平成27年
2月27日．

18 補導委託先の視察について 平成17年
8月16日

ミニ第000841号
嘘裁判所長あ
塚庭局長通達

通達． 家庭局 平成17年
8月16日

19 少年法による調査及び観察のため
の援助費用に関する規則の運用に
ついて

平成7年
3月24日

生第31号家
裁判所長あて
狸局長，家
i長依命通達

庭

通達 経理局 平成13年
7月17日

20 少年法による調査及び観察のため
の援助費用に関する規則の規定に
よる職務の級について

昭和61年
2月27日

二第36号高
裁判所長官，
方，家庭裁判
長あて事務総
依命通達

通達 家庭局 平成18年
3月23日

21 少年法第三十一条の費用徴収につ
いて

昭和47年
8月12日

第
局
、

三
庭
長
答

局
179号
長、総務
経理局長

回答 家庭局 昭和47年
8月12日

22 4国人被告人の出国確認留保の通
朝に係る事務の取扱いについて

平成12年
8月28日

二第284号
等裁判所長
P 地方，家庭
判所長あて刑
局長‘家庭局
通達

通達 刑事局 平成12年
8月28日

23 簡易送致事件の処理について 平成17年
7月13日

'二第000730号
庭裁判所長あ
家庭局長通達

通達 家庭局 令和1年
5月13日

24 及び自動車の
関する法律違
よる処理につ

事件
等に
式に

道路交通法違反
保管場所の確保
反事件の共用書
いて

召和63年
月6日

リニ第85号高
F裁判所長官，
h方,家庭裁判
f長あて事務総
を通達

通達 刑事局 平成29年
2月24日

25 交通切符による少年事件の処理に
ついて

昭和63年
4月6日
家二第120号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて家庭局長
通達

通達 家庭局 平成24年
3月30日

26

’
家庭；

示さ』
笛等’

鴬判所から反則金の納付を指
1た者に対する納付害交付事
こ関する質疑回答について

召和45年
0月9日
家三第1.99号
家庭裁判所長あ
て家庭局長通知

通知 家庭局 昭和45年
10月9日
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(2) 少年審判規則

’
ー26号櫃
哨11所信官． 罎知|総務局卿譜

28 少年法の規定により選任された国
選付添人の報酬の支給基準につい
て

平成15年
3月28日

ミニ第49号高
胃裁判所長官，
ﾐ庭裁判所長あ
塚庭局長，経
渦長通達

通達 家庭局 平成18年
3月29日

29 国選弁護人，国選付添人及び人身
保護法による国選代理人に対する
船賃の支給基準について

平成13年
2月28日

'一第71号高
識判所長官，
I方裁判所長
1庭裁判所長あ
'刑事局長，民
局長，家庭局
■
、通達

通達 刑事局 平成13年
2月28日

30 国選弁護人，国選付添人及び人身
保護法による国選代理人に対する
宿泊料の支給基準について

平成2年
4月24日

'一第102号
｢等裁判所長
,，地方裁判所
Ⅱ■

b、 家庭裁判所
:あて刑事局
:，民事局長，
1庭局長通達

通達 刑事局 平成13年
2月28日

31 国選弁護人，国選付添人及び人身
保護法による国選代理人に支給す
る報酬に係る所得税の源泉徴収の
取扱いについて

平成13年
2月28日

'一第73号高
識判所長官，
}方裁判所長，
癌裁判所長あ
rrl1事局長,民
『局長，家庭局
上j経理局長通
■
Ｐ
■
Ｌ
■
宅

通達
C G

刑事局 平成13年
2月28日

32 消費税法施行に伴う民事，刑事 FD
家事及び少年各事件における報酬
等の取扱いについて

平成1年
3月28日

■
■
宮
、
Ⅱ
Ⅱ
日
■
■

臺調晶晨号
’ 地方，家庭
洋ﾘ所長あて経
掲長，民事局
層，刑事局長‘
庭局長通知

通知 民事局 平成1年
3月28日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 少ヰ調宜記録規荏の埋用1こつい~K 昭和29年
11月12日
家庭甲第154
号家庭裁判所長
（山口を除
く。 ）あて家庭
局長通知

通知 家庭局 昭和29年
11月12日

2 保護観察所長に対する決定書謄本
等の送付について

昭和39年
12月17日
家三第210号
家庭局長回答

回答 家庭局 昭和39年
12月17日

3 身上調査の協力方について 昭和33年
7月8日

P

b

I

D

庭甲第94号
等裁判所長．
，家庭裁判所
あて家庭局長
達

通達 家庭局 昭和33年
7月8日

4 少年保護事件の審判書謄本下附申
請書について

昭和29年
1月28日

第22号
判所長あ
山を除
家庭局長

家庭甲
家庭裁
て（岡
<。 ）
鬮知

通知 家庭局 昭和29年
1月28日

5 少ヰ番半U規則の－鄙を叡止す｡説

則の運用について
庭甲第60号
庭裁判所長あ
家庭局長通達

コ
ジ
か
吋
酵
界
Ｐ
』

通達 家庭局 昭和27年
3月22日
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甲院又は少年猛別肋lこ収宅
.､鳥者に対寸局害超の撲詞

いて

謹騨岸知憲
しょく罪指導ブに
した保護観察の実酬
逹） l等の罪出に竜

7 少年調査記録規程の運用について 平成4年
8月21日

ミニ第249号
ﾐ庭裁判所長あ
塚庭局長
渦長彌逹

9 総

通達 家庭局 令和1年
5月13日

8 少年調査記録の取扱いについて 平成13年
1月25日

ミニ第10号家
識判所長あて
I庭局長通知

通知 家庭局 平成13年
1月25日

9 》年審判規則の一部を改正する規
ﾘの施行に向けた関係機関との協
鳥について（事務連絡）

平成Z6年

9月30日
庭裁判所事務
長あて家庭局
一課長事務連

事務
連絡
家庭局 脾

日

10 少年審判規則の一部を改正する規
洲の施行に向けた運用指針の検討
こついて（事務連絡）

平成28年
9月30日

庭裁判所事務
長あて家庭局
一課長事務連

事務
連絡
家庭局 平成28年
9月30日

11 少年審判規則の一部を改正する規
則の解説

平成28年
10月7日

等，地方，家
裁判所事務局
あて家庭局第
課長事務連絡

事務
連絡
家庭局 平成28年
10月7日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最釿の

改正日
1 法務省令の公布等について 平成20年

5月9日

ｅ
■
グ
呵
回
窪
に
彊
彦
鹿
涌
毎
巴
醗
餌

0ー

D－

i等
I

Q ・

宛
事

Ｂ
ｂ
■
■
■
Ⅱ
■
６

言0006刀号

R判所長
2庭裁判所
同庭局長，
;長通知

通知 家庭局 平成28年
5月20日

2 少年審判規則第37条第2項及び
第3項の規定による
に対する通知等の事
て

保
務
護観察所長
処理につい

半MIVヰ

10月17日
'二第001229号
1庭裁判所長あ
'家庭局長通達

通達 家庭局 平成27年
5月22日。

3 少年院等の視察について 平成17年
8月16日

蔦二弟UUU54

間庭裁判所
r家庭局長』

号
あ
達

ｎ
ｏ
言
更
睡
且

通達 家庭局 平成17年
8月16日

4 少年法等の改正に伴う法務省矯正
局所管省令等の送付について

斗呈hHIJ¥

4月26日
号
庭
家
局

24

澪
あて
刑事

1二第2
i等裁判
1，地方
判所長
I局長，
通知

通知 家庭局 平成13年
4月26日

5 春ﾔ南福 淵保護観察に関する保護観
察所との連携について

平成20年
5月9日

:二弟UUUO1Z号

庭裁判所長あ
家庭局長通達

通達 家庭局 平成26年
5月13日

6 更生保震法に関する通達について 平取ZUヰ
6月9日

<二弟UUUUbZ号

ﾐ庭裁判所長あ
ず家庭局長通知

通知 家庭局 平成20年
6月9日

7 法務省矯正局長，保霞局長依命通
達等の発出について

半峡ZUヰ

5月9日
ビニ弟UUUbﾉU号

;等裁判所長
『，家庭裁判所
猫て家庭局
i,刑事局長通
］

通知 毒j進向 平成28年
5月20日

8 短期保畿観察に閏する味渡観祭耽
との連携について

平成6年
7月29日

:二第264号

瀝裁判所長あ
家庭局長通達

通達 家庭局 平成26年
5月13日
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12渉外

羅号檸知家庭局昭和5248月29日
‘家庭
届て家

胃の準拠法に関昭和52f
】い〒 R日”円

口

10 法務省令の公布等について 平成27年
5月15日

1－第83号高等
剛所長官，家
鐡判所長あて
穂局長通知

通知 家庭局 平成27年
5月15日

11 少年の処遇に関する少年院等関係
機関との連携等について（事務連
絡）

平成27年
5月15日

家一第86号家庭
裁判所事務局長
あて家庭局
課長事務連篝

一

事務
連絡
家庭局 平成27年
5月15日

12 法務省訓令等について（通知） 平成27年
5月29日

！
家一第110号高
等裁判所長官，
家庭
て家鬘
判所長あ
局長通知

通知 零旗皇同 平成27年
5月29日

13 法務省通達の発出について（通
知）

平成27年
6月12日

家一第124号高
等裁判所長官，
家庭裁判所長あ
て家庭局長通知

通知 家庭局 平成27年
6月12日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最前の

改正日
1 ｢少年に手を差し伸べる立ち直り
支援活動実施中の再非行に係る事
|牛を送致等する場合の資料の送付
'こついて」の発出について

平成29年
4月17日

2－第42号高
F，家庭裁判所
;務局長宛て家
E局第一課長通
I

通知 家庭局 平成29年
4月17日

2 法務省保護局観察課長通知等の発
出について

半域Zノヰ

5月19日
:庭裁判町睾謡

I長あて家庭局
;一課長事務連
I

「

事務
連絡
家庭局 平成27年
5月19日

3 少年の刑事事件の裁判結果通知等
について

平成12年
7月14日

'二第362号
i等裁判所長
1，地方，家庭
剛所長あて家
凋長
:通達

9 刑事局

通達 家庭局 平成12年
7月14日

4 出入国管理令に定める通報基準に
ついて

昭和29年
1月

そ庭甲第1号家
E裁判所長あ
旨，家庭局長通
居
筐

通達 家庭局 昭和29年
1月6日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 外交特権を有する者等の裁判権等
の免除の放棄に関する照会につい
て

平成6年
12月15日

:二第424号
i等裁判所長
1，地方，家庭
剛所長あて事
総長通達

通達 民事局 平成6年
12月15日

2 外交特権を有する者等の裁判権等
の免除に関する条約等について

昭和43年
5月6日

Ｂ
Ｉ
ｌ
Ｉ

二第369号
等裁判所長
、 地方、家庭
;判所長あて民
局長通知

通知 民事局 昭和43年
5月6日
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｜ ｜ ’ ’

昊事局昭荊
10日|Ⅶ ’ ’ ’ ’

羽一

4 国際的な子の奪取の民事上の側面
に関する条約の公布等について
●

平成Zo牛

1月29日
'二第297号
i等裁判所長
I7地方，家庭
:判所長宛て家
掲長,･民事局
ｂ
ｂ通知

通知 家庭局 平成26年
1月29日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最勒の

改正日
1 アメリカ合衆国カンサス州に行わ
れている婚姻法等について ’

召和31年
月24日

！庭甲第55号
腱局長回答

回答 家庭局 昭和31年
8月24日

2 養子縁組許可審判事
（米国ミシシッピー

●
Ｐ
ｂ
０
釦
■
■
Ｉ
？
i舞いで '！

|和29年
月
I陸中弟139

’家庭局長回答
回答 謬腫ﾉ可 昭和29f

11月9F

言
』
Ｉ

3 口争国色ノグソ”直泳画EUJI日』UJ

安全保障条約第三条に基く行政協
定中民事裁判権に関する条項の実
施に関する合同委員会の決定につ
いて

昭和Zﾉ年

12月8日
;事甲第213
‘高等裁判所長
『、地方、家庭
i判所長あて民
局長通知

通知 民事局 昭和27年
12月8日

4 ・ノ〃ロ’K画こUJI日』UJ

安全保障条約第六条
及び区域並びに日本
衆国軍隊の地位に関
事裁判権に関する条
する合同委員会の決

Eヨ色〃委

協力及び
づく施設
おける合
協定中民
実施に関
ついて

ロ今

相互
に基
国に
する
項の
定に

昭和38年
4月30日

もこ第224号
;等裁判所長
『、地方、家庭
上判所長あて民
;局長通知

通知 民事局 昭和38年
4月30日

5 日本国とアメリカ合衆国との間の
安全保障条約第三条に基く行政協
定中民事裁判権に関する条項の実
施に関する合同委員会の決定につ
いて

昭和28年
1月14日

事甲第4号高
裁判所長官、
方、家庭裁判
長あて民事局
通知

通知 民事局 昭和28年
1月14日

6 米国人たる父が日本人たる嫡出で
ない子を認知する場合の取扱につ
いて

昭和27年
11月19日

庭甲第201
家庭裁判所長
て家庭局長通

通知 家庭局 昭和27年
11月19日

7 約等によ民事訴訟手続に関する条
る文書の送達，証拠調べ
行認許の請求の嘱託並び
の救助請求書の送付につ

ぺ

こつ

等及び執
ぴに訴訟上
いて

平成3年
4月10日

二第89号高
裁判所長官，
方，家庭裁判
長あて事務総
通達

通達 民事局 平成31年
3月19日

8 外国においてする民事訴訟事件等
の書類の送達先について

昭和47年
12月28日
}二第1216
高等裁判所長
'、地方、家庭
判所長あて民
局長、家庭局
■
Ｉ通知

通知 民事局 昭和47年
12月28日

9 ゾフンノレス里詞)六↑凹国UJ・民.耳犢認干りげ『

に対する訴訟書類の送達及び証拠
調べの嘱託に伴う翻訳料等につい
て

平成3年
4月10日

,二第90号高

勢割蕊蟇判
長あて民事局
,，家庭局長通，
Ⅱ

1

1

通達 民事局 平成23年
8月2日

10 平和条約に伴う朝鮮人、台湾人等
に関する国籍及び戸籍事務の処理
について

昭和27年
4月26日

事、家庭甲第
号高等裁判所
官、地方、家
裁判所長あて
事局長事務代
、家庭局長通

通知 民事局 昭和27年
4月26日



76/95ページ

人一 に対する訴
諭騨:臂

始和30塁
燗日10円

聖
櫃
壱
』

いて

12 韓国の裁判所に対する民事事件等
に関する書類の送達の嘱託につい
て

昭和60年
10月14日
昊二第1804
号高等裁判所長
宮、地方、家庭
閾判所長あて民
套局長、行政局
畠、家庭局長通
明

通知 民事局 昭和60年
10月14日

標題 発出日 番号等 区分･所管局
■ ●

最訴の
改正.日

1 日本国とアメリカ合衆国との間の
安全保障条約第三条に基く行政協
定に伴う刑事手続の運用について

召和27年
月28日
Ⅲ二第7146
号高等裁判所長
言、同支部長、
也方裁判所長、
司支部長、家庭
幾判所長、同支
$長、簡易裁判
肝の司法行政事
爵を掌理する裁
:ﾘ官、簡易裁判
肝の一人の裁判
言あて刑事局長
k命通達

通達 刑事局 召和27年
月28日

2 ロやEヨこ〃参り”戸永国こ"I副W

安全保障条約第三条に基く行政協
定第十七条の改正について

召和28年
0月26日
一第1514
号高等裁判所
官、地方、家
裁判所長あて
務総長通達

通達 刑事局 昭和28年

10月26日

3 日米合同委員会裁判権分科委員会
刑事部会において仮に合意された
事項追録の送付等について

昭和28年
11月11日
－第1568●
号高等裁判所
官、地方、家
裁判所長あて
事局長通達

通達 刑事局 昭和28年
11月11日

4 1~Jml油止牢一「迫禾W天"巴1－1劃しロ

米合同委員会において合意された
事項の送付等について

沼和28年
2月12日
11－第1736
)号高等裁判所
そ官、地方､家
皇裁判所長あて
I事局長通達

通達 刑事局 召和28年
2月12日

5 〃参・ノ‘ノ」ロ示匡凹早I尋W穂J洪貝むし

〈は軍属またはそれらの家族にか
かる刑事被告事件の裁判に立ち会
うべき合衆国政府代表者の立会資
格証明文書の取扱いについて

昭和41年
3月16日

二第47号高
裁判所長官、
方、家庭裁判
長あて刑事局
通達

1

1

通達 刑事局 昭和41年
3月16日

6 行政協定第十七条の実施に関し日
米合同委員会において合意された
事項について

昭和29年
7月28日

1－第1..50号
訂等裁判所長
牙、地方､家庭
児判所長あて刑
雲局長通知

通知 刑事局 昭和29年
7月28日

7 日本国における国際連合の軍隊に
対する刑事裁判権の行使に関する
議定書等について

召和28年
0月29日
1－第1520
I号高等裁判所
詮官、地方、家
藍裁判所長あて
I事局長通達
(在京以外電
訂

通達 刑事局 召和28年
0月29日
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廷部長事務剛
士冊頚1重員屋

(4) 家事関係

9 領事関係に関するウィーン条約の
運用について

昭和61年
10月22日
N二第170号
苛等裁判所長
冒，地方，家庭
撹判所長あて事
努総長通達

通達 刑事局 平成26年
3月6日

10 日本国とパキスタンとの間の友好
通商条約の運用について

昭和61年
10月22日
M二第171号
笥等裁判所長
胃，地方，家庭
髄判所長あて事
男総長通達

通達 刑事局 昭和61年
10月22日

11 日本国とアメリカ合衆国との間の
領事条約等の運用について

昭和61年
10月.22日

fll二第17.2号
罰等裁判所長
罫，地方，家庭
戎判所長あて事
語総長通達

通達 刑事局 昭和61年
10月22日

12 日本国とグレート・ブリテン及び
北部アイルランド連合王国との間
の領事条約の運用について

召和61年
0月22日
1二第175号
;等裁判所長
ﾖ，地方，家庭
畔ﾘ所長あて事
号総長通達

通達 刑事局 昭和61年
10月22日

13 日本国とソヴィエト社会主義共和
国連邦との間の領事条約の運用に
ついて

平成1年
10月20日

11二第201号
奇等裁判所長
ﾖ,地方，家庭
f判所長あて事
§総長通達

涌達 刑事局 平成1年
10月20日

14 日本国とアルゼンティン共和国と
の間の友好通商航海条約の運用に
ついて

昭和61年
10月22B

'二第173号
i等裁判所長
『，地方，家庭
;判所長あて事
;総長通達

通達 刑事局 昭和61年
10月22日

15 日本国とハンガリー人民共和国と
の間の通商航海条約の運用につい
て

昭和62年
12月10日

'二第243
■

7 高等裁判所
:官，地方，家
裁判所長あて
務総長通達

通達 刑事局 昭和62年
12月10日

16 日本国とフィリピン共和国との間
の友好通商航海条約の運用につい
て

昭和61年
10月22日

'二第174号
i等裁判所長
',地方，家庭
判所長あて事
総長通達

通達 刑事局 昭和61年
10月22日

17 日本国とポーランド人民共和国と
の間の通商及び航海に関する条約
の運用について

昭和61年
10月22日

11二第176号
苛等裁判所長
y，地方，家庭
f判所長あて事
§総長通達

通達 刑事局 昭和61年
10月22日

18 領事関係に関する日本国と中華人
民共和国との間の協定の運用につ
いて

平成22年
2月8日

ll二第000033号
；等裁判所長
?,地方裁判所

0

島，家庭裁判所
をあて事務総長
§達

通達 刑事局 平成22年
2月8日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 ノフン人人”ﾕ且雷雷ｲ更露I三一コい~L

’
召和25年
'月3日

家庭甲冒
家庭局f
弓45号
そ回答

回答 家庭局 |和25年
弓3日

2 愛子縁組計口1番判畢1午について

(米国ニューヨーク州法） ’
召和28年
月18日

家庭甲冒
号家庭腸
:105

3長回答
回答 家庭局 召和28年

i月18日
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13印章及び門札

一 一 ー ■■■ー

4 養子離縁調停ミ
(フロリダ州（

唇 ．

●
■
，
■
■
■
■

■

■
ｑ
４
４
ｑ
Ｊ
ｑ

取
子

、
■
ｐ
』
句
，
。

股について
去について）

召和35年
|月3日 震

庭局第二課長
簡回答

回答 家庭局 召
信
一

ﾛ35年
3日

5 日本に在る英国人の道産の管理に
ついて

召和25年
0日5日．蘆庭甲第296家度局長回答

回答 家庭局
’
召i
0‘
ﾛ25年
ヨ5日

6 Jみ･ノノJ~ロ丞国ソ〃今函UJ套丁I厩

組に関する法令について
聯
卿
'45年
18日 農
二第46号家
局長回答

回答 家庭局 晒
胡
ﾛ45年
28日

7 カナダ国ブリティッシュ・コロン
ビア州における認知の準拠法およ
び認知に関する法規について

昭和45年
3月12日 犀

二第56号家
局長回答

回答 家庭局 昭和45年
3月12日

8 日本にある中華民国人所有の財産
の不在者財産管理人の選任につい
て

昭和36年

震7月19日
庭局長書簡回 回答 家庭局 昭和36年

7月19日

9

I
圧日朝鮮人の相続財産管理人の選
壬について

召和26年
月9日 篤農

第131
局長回答

回答 家庭局
四
Ｊ
Ｆ
出
４

和26年
39日

10 恥籍許可事件について
’
昭
』縄寄麿

号家庭 回答 家庭局
’
毎
弔
い
４

和35年
ヨ6日

11 日本にある米国人らの離婚につい
て

昭和28年
4月25日 筐

庭甲第75号
庭裁判所長あ
家庭局長通知

通知 家庭局 昭和28年
4月25日

12 在外領事等に対する調査嘱託につ
いて

昭和35年
5月6日 震

二第68号家
局長回答

回答 琢陸向 昭和35年
5月6日

13 渉外家事事件の戸籍通知について 召和62年
2月2日
一第400号
庭裁判所長
名古屋を除
。 ）あて家庭
長通知

通知 家庭局

b

昭和62年
12月2日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 最高裁判所において使用する公印
について

平成16年
4月1日
壗第186号
:高裁判所大法
1首席書記官，
高裁判所事務
:局局課長，司
研修所長，裁
|所職員総合研
斬長，最高裁
|所図書館長宛
務総長依命通
■ ●
p

b

通達 秘雷詠 平成26年
2月25日

2 下級裁判所において使用する公印
について

昭和61年
9月30日 鬘

第412号
裁判所長
，地方，家庭
判所長あて事
総長通達

通達 秘書課 平成28年
12月26日

3 公印の作成，保管及び使用の廃止
に関する手続等について

RpT凹UB升一

9月30日
書第413号
等裁判所長
？ 地方，家庭
判所長あて秘
課長通達

通達 秘書課 平成28年
12月26日

4 琢限三郵干u”'四ｺ厩阿’ ’一○コIノ句琶同巳巨

印の使用について
ﾛロ州U司斗

10月22日
書第405号
等裁判所長
も地方、家庭
判所長（静岡
除く。 ）あて
,書課長通知

通知 秘書課 召和59年
0月22日
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|” 1農 ’
明監I

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の

改正日
1 官報原稿取扱要領について 始和bUT

12月28日
書第475号
i等裁判所長
'，地方，家庭
;判所長あて官
|報告主任通達

彌逹
■■■■ 泌置課 平成24年

6月22日

2 官報の編集について 間和6Z年

月10日
,雷第134号
等裁判所長
1 地方，家庭
判所長，最高
判所事務総局
課長ゥ司法研
所長，裁判所
記官研修所
,家庭裁判所
査官研修所
，最高裁判所
書館長あて官
報告主任通知

通知 秘着鐸 昭和62年
4月10日

3 再番によゐ無罪判沃及ひ刑畢禰慣

法による補償決定の各公示につい
て

平成7年
3月31日

主第38号高
裁判所事務局
，地方，家庭
判
局雲
通達

長あて経
9 刑事局

通達 経理局 平成7年
3月31日

4 官報公告の申込方法について 平成13年
3月28日

三第30号高
裁判所長官，
方,家庭裁判
長あて総務局
通達

通達 総務局 平成28年
7月29日

5 電子入稿によって官報公告の申込
みをすることができる裁判所及び
事件の種類について

平成16年
2月26日

愈三第44号高
学裁判所長官，
也方，家庭裁判
斤長あて総務局
島，民事局長通
、

通知 総務局 平成16年
2月26日

6 民事事件等につき官報等に公告す
る場合の裁判所の表示について

昭和29年
8月13日

D

ト

I

一第5．75号
等裁判所長
'、地方､､家庭
i判所長あて事
総長通達

通達 総務局 昭和29年
8月13日

7 公示催告手続に関する官報公告文
様式の定型化について

昭和63年
3月18日

;二第824号
,方裁判所長あ
民事局長通達

通達 民事局 平成24年
12月19日

8 倒産手続に関する官報公告文様式
の定型化等について

昭和63年
3月18日
民三第826号
地方裁判所長あ
て民事局長通達

通達 民事局 平成18年
12月13日

9 家事審判に関する官報公告様式の
定型化等について

昭和63年
3月25日

震一第90号家
崖裁判所長あて
累庭局長通達

通達 家庭局 平成24年
12月6日

10 官報公告原稿の書式データの提供
等について

平成23年
1月12日

等裁判所事務
長,家庭裁判
事務局長宛総
局第三課長，
事局第一局
:,家庭局第一
長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成23年
1月12日
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裁判所長あて経
理局長通知

15図書資料
(1) 一般

(2) その他

発出日 番号等 区分所管局謹言標題

16統計
(1) 一

キリ緬訂雑言Iこ閏す句箏砺処埋の 斗呈IZXJ1ヰ

’

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 判例集編集刊行に関する件 昭和22年
12月17日
総二第539号
高等裁判所長官
あて事務総長通
達

通達 総務局 昭和22年
12月17日

2 高等裁判所判例集の編集刊行につ
いて

昭和26年
1月13日

’
総二第3号高等
裁判所長官あて
総務局長依命通
達

通達 総務局 昭和26年
1月13日

3 判例委員会規程の改正について 昭和24年
6月13日

■

慰二第58号高
阜裁判所長官あ
ご事務総長通知

通知 総務局 昭和24年
6月13日

4 家庭裁判所調査官研究費、医官研
究費で購入する図書資料の管理に
ついて

昭和47年
1月5日

総二第2号高等
裁判所長官、地
方裁判所長あて
総務局長、家庭
局長通知

通知 総務局 昭和47年
1月5日

5 庁用の図書および資料の取扱につ
いて

昭和30年
2月28日

I
総資第111号
高等、地方、家
庭裁判所事務局
長あて総務局長
雷垂壺畢＝､垂

通達 総務局 昭和30年
2月28日

6 凶晉貢科箏誘取破妥頑について 平
緋 鶏淳’

F同郵暉一宗エェ 通達 総務局 令
罪
刺3年
29日

7 図書資料事務取扱要領細則につい
で

平成13年
4月2日

’
高等，地方及び
家庭裁判所事務
局長あて事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成24年
3月27日

標題 発出日 番号等 区分所管局
ｑ
ｄ
■
“
０
０
■

最
改
肝の
E日

1 行政・国賠・労働・知財事件に関
する報告について（事務連絡)

令和2年

3月13日
等,地方裁判
事務局長あて
政局第一課長
務連絡

事務
連絡
行政局 令和2年
3月13日

2 裁判統計報告について 平成17年
1月31日

政第000005号
等裁判所長．
， 地方，家庭
判所長あて事
総長通達

通達 情報政
策課

年
日
１
４
和
月
令
枢

3 裁判統計報告に関する事務の処理
について

平成17年
1月31日

政第000006号
等裁判所長
， 地方，家庭
判所長あて情
政策課長通達

通達 情報政
策課
令和3年
3月18日
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記官あて情報政
策課参事官事務
連絡

17報告

JI1F

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 公職選挙法違反事件の統計報告に
ついて

平成.6年
10月27日
W1三第345号
也方
て刑
裁
事
判所長あ
局長通達

通達 刑事局 平成28年
7月15日

2 ↑央示晉亘云園1ホリノ覗La I羊Ⅸ貢'一・ノし、

て

平成20年
12月26日

HI-第001833号
食察審査会事務
計長あて刑事局
蔓通達

通達 刑事局 弓ﾆﾉ火JUヰ
11月29日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 裁判所職員の事件処理上の違法行
為を理由とする国家賠償請求事件
及び告知事件の報告等について

平成29年
7月3日

ｂ
由
Ｐ
Ｆ
ｂ
ｌ
ｌ
Ｉ
ｂ
巳
Ｐ

一第581号
等裁判所長

９
９

卜
巳
』
、

地方裁判所
家庭裁判所
あて民事局
;，刑事局長，
政局長，家庭
長
達

』
■
■
８
７
Ⅱ
０
●
■
Ｉ
‐
Ｉ
■

9 総務局長

通達 民事局 平成29年
7月3日

2
q

呈事執行法第65条等に関する民
婁事件及び刑事事件の結果の報告
こついて

昭和60年
12月25日
三第2292
高等裁判所長
9 地方裁判所
あて民事局
9 刑事局長通

通達 民事局 平成16年
4月1日

3 是畢翫融畢1午及.ひ行奴臨訟畢1千の

監定等の報告について
‐ ■

平成20年
3月28日

◆

二第003129号
裁所長あて民
局長，行政局
通達

通達 民事局 平成28年
4月21日

4 司法委員及び鑑定委員の員数等に
関する報告について

平成4年
7月8日
忌二第194号
也方
ご民鑿
判所長あ
局長通達

通達 民事局 年
日
２
７
和
月
令
阻

5 執行官等に関する事項の報告につ
いて

軍＝壼雍蕾盃壼示澪酉茎■Lま

平成6年
2月20日

－

;三第434号
|方裁判所長あ
民事局長通達

通達

子の~EU抄

民事局

民事局

平成14年
3月25日

平成25
U F壷■■■ー｡ |疋桑刀国寺學誘所の1史用室上蹟

等事件に関する報告について
平成25年
3月27日

|等裁判所
'ず地方裁
取
り
●
■

義所
あて民事局長
簡

他
ー‐､ 画一

3月27日
■
■
●

7 ~アレE＝面識シハーァュ壱千り、ツ｡極

合の職員の立会いについて
平成28年
7月4日

民
縫

，

0

長
長
課
課

一
一
一

家
行
経理総務課長書
簡．

その
他
民事局 平成28年
7月4日

8 I買百”期』至醐f腹雷”乗四阿ﾘ谷凹

[のための民事の裁判手続の特例
:関する法律に基づく事件に関す
)報告について

平成28年
7月29日

黒
；

幕，地方裁判
罫務局長あて
3局第二課長
5

その
他
民事局 平成28年
7月29日

Pら
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(2) 行政

(3) 刑事

罰物の代昭和31f
、の彌報7日19日

|‘ ’ ’
劉達＃'事局昭和3'鐙7日1qロ

について

10 裁判所職員の事件処理上の違法行
為を理由とする国家賠償請求訴訟
に関し予告通知がされた場合の処
理について

平成29年
9月21日

地方，家
所事務局
民事局第
，刑事局
長， ・行政
課長，家
一課長，
第一課長

ロ

判
て

高等
庭裁
長あ
一課長，
課
一
三
第
第
局

絡

局第
務局
務連

庭
総
事

事務
連絡
民事局 平成29年
9月21日

11 ｢裁判所職員の事件処理上の違法
行為を理由とする国家賠償請求事
件及び告知事件の報告等につい
て」の発出について

平成29年
7月3日

i等，地方,家
織判所事務局
;あて民事局第
,課長，刑事局
'三課長，行政
'第一課長，家
局第一課長，
務局第一課長
務連絡

事務
連絡
民事局 平成29年
7月3日

12 福島第一，第二原子力発電所事故
に起因する原子力損害賠償請求事
件等に関する報告について

令和1年
6月3日

奇等,地方裁判
冊事務局長あて
忌事局第一課
蔓，行政局第一
黒長書簡

その
他
民事局 令和1年
6月3日

13 付添い，遮へいの措置及びビデオ
リンク方式による尋問の実施状況
に関する報告について

令和1年
12月12日

高等，地方裁判
所事務局長あて
民事局第二課
長，行政局第一
課長書簡

その
他
民事局 令和1年
12月12日

標題 発出日 番号等 区分所管局 最新の
改正日

1 刑事事件の事件報告について 平成29年
7月5日

刑三第1224号高
等裁判所長官，
地方
て刑
裁
事
判所長あ
局長通達

通達 刑事局 平成29年
7月5日

2 再審請求事件の審理状況等の調査
報告について

平成6年
12月14日

第401号
裁判所長
地方,家庭
所長あて刑
長，家庭局
達 ，

二
等
，
判
局
通

■
■
■
■
■
ｐ
岳
■
■
ｐ
■
■
Ｌ
ｂ
Ｅ
，
凸
■
Ｐ
傍
ｂ
ｂ

通達 刑事局 平成6年
12月14日

3 裁判員の参加する刑事裁判に関す
る法律違反事件の報告について。

平成21年
3月24日

三第000172号
等裁判所長
ワ 地方裁判所、
あて刑事局長
達

通達 刑事局 平成21年
3月24日

4

I

刑事事件の鑑定事例等に関する報
告について

平成20年
4月30日

二第000455号
等裁判所長
’ 地方裁判所
あて刑事局長
達

通達 刑事局 平成28年
4月21日
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｜ ｜ ’ ’
，

ー ● 一 1■■

6 系属2年を超える刑事通常訴訟事
牛の調査について

平成14年
12月19日
刑三第409号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
通達

通達 刑事局 年
日
１
２１
和
月
令
旭

7 謎人及ひ国謹升謹人に対すop雪

の支給状況の調査について
平成6年
12月9日
M一第389号
訂等裁判所長
ﾖ，地方裁判所
蔓あて刑事局長
圖達

通達 刑事局 平成6年
12月9日

8 裁判員の参加する刑事裁判に関す
る事項の調査について

平成21年
3月24日

1三第000171号
訂等裁判所長
即,地方裁判所
島あて刑事局長
ﾛ津

通達 刑事局 平成27年
12月11日

9 刑
の雲
手続に関する裁判害等の写し
付について

｡

平成10年
12月8日

リニ第323号
苛等裁判所長
可，地方裁判所
そ宛て刑事局長
§達

通達 刑事局 平成10年
12月8日

10 刑事補償事件及び費用補償事件の
調査について

平成10年
12月8日
1－第322号
;等裁判所長
？，地方裁判所
をあて刑事局長
§達．

通達 刑事局 平成10年
12月8日

11 処置請求を行った事例の調査につ
いて

平成17年
10月28日

11－第000973号
5等裁判所長
?，地方裁判所
島宛て刑事局長
圃達

通達 刑事局 平成28年
11月17日

12 畔ﾘ員裁判における障害者への対
ﾇに関する報告について

平成21年
3月24日

2方裁判所事務
;長あて刑事局
5三課長事務連
§

事務
連絡
刑事局 平成21年
3月24日

13 公判前整理手続等に付された裁判
ﾖ裁判対象事件等の調査及び裁判
罰裁判対象事件の新受人員の調査
こついて．

平成27年
12月24日
'三第1097
･地方裁判所長
｝て刑事局長通
Ｄ
ｐ
ｒ
Ｄ
Ｂ

通達 刑事局 令和3年
3月10日

14 騨干U具認干ﾘ寺W千ﾘ示雷UノラレW迄

寸について
平成27年
12月24日

'二第619号
等
’

9

ﾛ

ﾛ

鵜
所長
裁判所

あて刑事局長
進

通達 刑事局 平成29年
7月12日

15 犯罪被害者等及び証人等の保霞を
図るための諸制度に関する報告に
ついて

平成Z8年

12月13日
:局薮荊二弟Z

28号高等裁
|所長官，地方
;判所長あて刑
局長通達

通達 刑事局 平成30年
5月21日

16 取調状況DVD等に関する調査に
ついて

令和1年
5月24日 繍輔薑寶

;三課長事務連
卜

事務
連絡
刑事局 令和1年
5月24日

17 曼期審理事件における裁判員の負
旦等に関する実情調査について．

● ● ■

令和1年
6月27日

封
偏
自
↑

，
務
局

蒔
淳
陣
罫栃浬i

■
Ｆ
■
面
偵
Ｉ
■

方裁判
長あて
二課長

事務
連絡
刑事局 令和1年
6月27日

18 認干ﾘ員裁判の進1丁に閏9句銅宜宗

について

令和1年
12月23日

；等， 』
f事務雁
l1事局目
雰務連鼎

方裁判
長あて
二課長

事務
連絡
刑事局 令和1年
12月23日
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(4) 医療観察

(6) 少年事件

擢 発出日 番号等 区分所管局霊胄

(8) その他

潤 ド

’
履建

ヤ

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 状態で里大な他壱竹

の医療及び観察等に
よる処遇事件等の事
警備状況の報告につ

等の

た者
律に
及び

神喪矢

を行っ
する法
の報告
て

Ｌ
Ｊ
丘
雨
月
呵
山
十
、

平成17年
6月28日

二牢UUUUU叶巧

等裁判所長
,地方裁判所
あて刑事局長
達

通達 刑事局 平成17年
6月28日

2 寺別案件の国選付添人に対する報
洲の支給状況の調査について

平成17年
7月14日

一第000667号
等裁判所長
，地方裁判所
あて刑事局
，経理局長通

● Q

通達 刑事局 平成17年
7月14日

3 心神喪失等の状態で重大な他言行
為を行った者の医療及び観察等に
関する法律による国選付添人の報
酬の支給状況等の調査について

平成17年
7月14日

一第000668号
等裁判所長
9 地方裁判所
あて刑事局長
達

通達 刑事局 平成17年
7月14日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 家事事件に関する審判害等の写し
の送付について

平成24年
12月19日

家一第004810号
高等裁判所長・
官，家庭裁判所
長あて家庭局長
通達

通達 家庭局 令和1年
12月19日

2 疹与貝の貝翠寺I=閏ワ旬報盲1こつ

いて

平成17年
12月16日

家一第002699号
家庭裁判所長あ
て家庭局長通達

通達 家庭局 令和2年
12月7日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 少ヰ峯汗1毛閏~ワの汰疋置寺四号し

の送付について
平成13年
4月27日
二第227号
等裁判所長
？ 家庭
あて家
達
薑
判所
局長

通達 家庭局 平成27年
5月19日

標題 発出日 番号等 区分所管局
最新の
改正日

1 天災等による庁舎、職員の蔽晉報

告について
昭和25年
9月28日
秘書課甲第29
6号高等裁判所
長官、地方、家
庭裁判所長あて
事務総長通知

通知 秘書課 昭和25年
9月28日

2 裁判所職員に対する加害行為等に
関する報告について

■

平成6年
12月27日
総一第391号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて総
務局長通達

通達 総務局 平成6年
12月27日

℃
』
昼
一 曾蓮ド
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錘弔｣脚T垂d

霧局長涌槌

18雑

筐
竺
『
，
鋼
．
幽

泌
雪
司
ヨ
コ
津
誕
印 口

4
0 書記官事務等の査察について 昭和61年

6月30日
:三第15号高
裁判所長官，
|方，家庭裁判

蕊て事務総

通達 総務局 平成23年
11月25日

5 家庭識キリ町調宜･目.の調宜1午致寺の

服告について
平成16年
3月26日

'三第74号高
裁判所長官，
庭裁判所長あ
家庭局長通達

通達 家庭局 平成26年
12月25日

6 ヨ席家庭薮干りげ｢銅宜目寺'三閏す句

児則に規定する調整の実施に関す
る報告について

平成16年
12月27日

間三第000049号
;等裁判所長官
うて家庭局長通
隠
邑

通達 家庭局 平成16年
12月27日

7 永麺睡露星入1鉢診謹匪面我具リノ具宿

に影響する裁判が確定した場合に
おける衆議院議長又は参議院議長
に対する通知について

平成5年
10月18日

:一第275号
i等裁判所長
,，地方，家庭
i判所長あて事
総長依命通達

通達 総務局 平成28年
5月25日

8 裁判事務に関連して最高裁判所へ
報告を要する事項及び外部機関
通知等を要する事項について

へ

平成27年
11月18日

i等,地方及び
庭裁判所事務
'長あて事務連
ｒ
ｂ
Ｆ
ｌ
ｌ

事務
連絡
総務局 平成27年
11月18日

9 寺別送達郵便の取扱い等に関する
副便局との協議内容の報告につい
と （事務連絡）

平成29年
2月10日

;等,地方，家
裁判所事務局
&,高等，地
『,家庭裁判所
『席書記官あて
§務局第三課長
『務連絡

事務
連絡
総務局 平成29年
2月10日

10 寺別送達郵便の取扱い等に関する
､便局との協議内容の報告につい
ご (事務連絡）

平成29年
2月10日

;等，地方，家
§裁判所総務課
&，高等,地
『，家庭裁判所
R廷管理官あて

繍襄壽蕊

事務
連絡
総務局 平成29年
2月10日

11 ｢法廷秩序維持等のための警備状
況の報告について」の廃止につい
て

年
日
１
５
和
月
令
枢

:高裁刑三第2
27号高等裁
|所長官，地方
i判所長あて刑
局長通達

通達 刑事局 年
日
１
５
和
月
令
胆

12 司法行政文書及び保有個人情報の
開示申出に関する報告について

平成29年
3月24日

－

等，地方，家
|裁判所事務局
務課長あて秘
課参事官事務
絡

事務
連絡
秘書課 平成29年
3月24日

ぐハ

13
BL－~G－QOmロー＝＝人君~F一一一Q山日ロ＝

地方裁判所委員会及び家庭裁判所
委員会のテーマ情報等の報告につ
いて

－ず恥一一〃

平成Z6年

3月23日

f11"
|マ…可一切jJU

,長あて総
'一課長，
０
■
Ｉ
Ｉ
ｐ
Ｉ
Ｂ

第一課長
絡

芋句刀

務局
家庭
事務

匡雍可
苧刊刃

連絡

鍵錘目
挿砺向

垂熊り貝倖
〒J爽色0斗

3月23日

標題 発出日 番号等 区分所管局
c c

最新の
改正日
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副“局|譜

2 司法1丁域X言四用祇税栢狸。生極

書き実施要領について
平成6年
9月1日
必書第354号
奇等裁判所長
ぎ，地方，家庭
髄判所長，最高
茂判所事務総局
計課長，司法研
参所長，裁判所
曾記官研修所
島，家庭裁判所
間査官研修所
畳，最高裁判所
3書館長あて秘
嘗課長依命通達

通達 秘書課 平成23年
1月21日

3 職員貸与パソコンの更新による文
字環境の変更に伴う事務処理上の
留意点について

平成28年
8月31日

等，地方，家
織判所事務局
あて総務局第
,課長，民事局
'一課長，刑事
'第一課長行
局第一課長，
庭局第一課
,，情報政策課
事官書簡

その
他
総務局 平成28年
8月31日

4 各種裁判事務処理システムを用い
た事件に関する書類の作成事務の
運用指針について

平成28年
9月28日

i等裁判所長
'，地方，家庭
判所長あて総
i局長，民事局
:，刑事局長，
'政局長，家庭
,長，情報政策
長書簡

その
他
総務局 平成28年
9月28日

5 職貝頁与ﾉ、ソコン寺の又子埠現の

変更に伴う事務処理上の留意点に
ついて

平成28年
9月28日

i等，地方，家
織判所事務局
あて総務局第
課長，民事局
i一課長,刑事
,第一課長，行
局第一課長，
|庭局第一課
I,情報政策課
事官書簡

その
他
総務局 平成28年
9月28日

6 5項及
かける
第3条
係る保

条第
感を
法律
知に
いて

警察官職務執行法第3
ぴ酒に酔って公衆に迷
行為の防止等に関する
第4項の規定による通
謹通知書の管理等につ

平成28年
12月26日

二第7号高等
判所長官，地
裁判所長あて
政局長，総務
長通知

通知 行政局 平成28年
12月26日

7
●
警察官職務執行法第3条第5項及
び酒に酔って公衆に迷惑をかける
行為の防止等に関する法律第3条
第4項の規定による通知に関する
事務の取扱いについて

平成29年
2月10日

等
長
事
政
，
長

裁判所事務

，
務
局
総
事

地方裁判
局長あて
第
務
務
一
●

課
第
絡

二
局
連

事務
連絡
行政局 平成29年
2月10日
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弓筈の罰寺ｸ、U討

て

9 判決密の書式等の標準的な設定に
ついて

平成29年
7月24日

１
０
等裁判所長
P

■

､9

、
、

地方裁判所
家庭裁判所
あて総務局
B

pp 民事局長，
|事局長，行政

1驫・
家庭局長

その
他
総務局 平成29年
7月24日

10 判決書の書式等の標準的な設定に
従った参考書式等の送付について

平成29年
7月24日

苛等，地方，家
匡裁判所事務局
量あて総務局第
一課長，民事局
肖一課長，刑事
弓第一課長，行
攻局第一課長，
良庭局第一課長
冒務連絡

事務
連絡
総務局 平成29年
7月24日

11 誹
刎
一
一

裁判

叫育が所持？
罵棄に関すイ

~る裁判書の写し等
>申合せ

平成29年
12月18日

奇等裁判所長官
旧合せ

その
也
総務局 平成29年
12月18日

12 官以外の裁判所の職員が所持
する裁判事務に関する書類の廃棄
について

平成31年
2月20日

:三第20号高
裁判所長官，
,方，家庭裁判
長，最高裁判
'大法廷首席書
,官, ･最高裁判
事務総局局課
,，司法研修所
,‘裁判所職員
合研修所長，
高裁判所図書
長あて事務総
通達

連 総務局 平成31年
2月20日

13 裁判所の広報活動の充実のための
方策等について

平成27年
7月13日

『等裁判所長
『，地方裁判所
i，家庭裁判所
&あて広報課
:，審議官事務
I絡

務
絡
広報課 平成27年
7月13日

14 訴訟関係人に対する刑事訴訟事件
の判決要旨の交付について

平成28年
12月20日

亨裁判所事務
受，地方裁判
蔦務局長あて
製課長，刑事
清二課長事務
塔

冒務 広報課 平成28年
12月20日

15 下級裁判所判例集に掲載する裁判
例の選別基準等について

平成29年
2月17日

判所事務
地方裁判
家庭裁判
て広報課
務局第一
民事局第
，刑事局
長，行政

塞曇長薑

裁
，
，
あ
総
‐
長
課
一
第
絡

室
オ
ヨ
更
三
室
冒
丈
身
翼
南
米
二
宮
胞
弓
翼
一
彊

務
絡

一
■
己
一
・
口
面
面
寺
一
』

広報課 平成29年
2月17日

ﾖ日魯
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曇1午処埋エ⑳慮

る国家賠償請謝
の麹告について

17 執行官以外の裁判所職員の身分証
明書について

平成27年
7月28日

'一第752号
等裁判所長
'，地方裁判所
,，家庭裁判所
あて総務局
,，人事局長依
通達

通達 総務局 令和1年
9月13日

18 公共調達における適正な会計事務
について

平成31年
3月25日
監第341号
等裁判所長
、 地方，家庭
判所長あて経
局長通知

蕊 ､知 経理局 平成31年
3月25日

E Z

19 テレビ会議の方法による裁判官会
議等への出席について

令和2年
9月8日

1冒斤厚等裁判町長

ｆ
９

地方裁判所
家庭裁判所
あて総務局長
簡

二m
~LUJ

他

§錘晨
暉”J印

壬、9年
0コマUH一司一

9月8日

標題 発出日 番号等 区分所管局謹言
1 労働関係氏皐通帛翫訟事汗及ひ刃

働審判事件の受理報告（追加報告
等）

平成27年
3月26日

東京，大阪地方
裁判所事務局長
あて行政局第一
課長事務連絡

事務
連絡
行政局 平成27年
3月26日

2 刑事手続の運用実績の調査につい
て

平成､9年
1.1月12日

'三第268号
●

日

日

Ｐ

心

方裁判所長あ
刑事局長通達

通達 刑事局 平成9年
11月12日

3 執行官の兼務庁への出張旅費の調
査について

平成bヰ

11月29日
}三第393号
|方裁判所長あ
民事局長通達

通達 民事局 降
日

4 私的独占の禁止及び公正取引の確
保に関する法律に係る事件の受理
報告

斗呈I火Zノヰ

3月26日
京高等，東京
方裁判所事務

零篁薑蕊
P

I

D

事務
連絡
1丁醸向 平成27年
3月26日

5 表形式又醤に対す旬王宮周藤記言

の表示について
昭和41年
6月10日

i書第147号
等裁判所長
'、地方、家庭
判所長あて秘
課長通知

通知 秘書課 平成31年
2月26日

6 知的財産高等裁判所鼓直法2乗2
号に掲げる訴訟事件の受理報告

平成27年
3月26日

|的財産高等裁
|所事務局長あ
行政局第一課
P

､事務連絡

事務
連絡
行政局 輝

日

7 執行官採用選考の実施について 平成11年
9月28日

三第512号
方裁判所長あ
民事局長，人
局長依命通達

通達 民事局 平成28年
6月24日

8 国家賠償法1条1項又は同法2条
1項に基づく損害賠償請求事件
（国を被告とし, .かつ，原告に訴
訟代理人が選任されている事件を
除く。 ）の報告

半成Zﾉヰ

3月26日
等，地方裁判
事務局長あて
簡

その
他
行政局 平成27年
3月26日
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10 法廷秩序維持等のための警備状況
の報告について

平成4年
12月24日

'一第287号
|等裁判
'，地方
､

票
長
判所

あて刑事局長
連

通達 刑事局
■ 今

令和1年
12月5日

11 行政・労働・知財等事件の事件報
生
ロ

平成27年
3月26日

等，地方裁判
事務局長あて
簡

その
他
行政局 平成27年
3月26日

12 補導委託費支給基準について 平成28年
3月22日

廷裁判町畢猫

長宛て家庭局
一課長，経理
主計課長事務
賂

事務
連絡
家庭局 平成29年
3月15日

13 国選弁護人，研修講師等に支給す
る旅費， 日当及び宿泊料に対する
源泉徴収の取扱いについて

平成11年
11月10日

證第98号高
殿判所長官，
方，家庭裁判
長あて経理局
通達

通達 経理局 平成30年
12月5日

14 止法第23条第1項又
項に基づく秘匿決定の
れた事件の報告につい

不正競争防
は同条第3
申出がなさ
て

平成23年
12月8日

|方裁判所事務
,長あて刑事局
'二課長事務連

ヨ 務
連絡
刑事局 平成31年
1月15日

15 家事事件調査経過簿及び人事訴訟
事件調査経過簿の作成I
ﾖ進行管理プログラム

こおける期
(家事事件

羽）の機能の利用について

平成17年
12月19日

そ三第伽0655号
ﾐ庭裁判所長あ
塚庭局長通達

通達 家庭局 平成28年
3月24日

16 弧的独占の禁止及び公正取引の確
杲に関する法律違反
皇止請求事件及び損

を
害

牛の事件報告について

原因とする
賠償請求事

平成13年
3月22日

テー第48号高
亭裁判所長官,
也方裁判所長あ
E行政局長
区局長通達

0 民

通達 行政局 平成26年
3月25日

17 ﾃ政事件及び行政事件関連民事事
的
に
知
告
に
報
び
件
並
事
件
の
事
件
事
事
民
事
係
民
関
係
働
関
労
権
，
産

牛
け
ついて ．

平成8年
7月24日

第126号
裁判所長
地方裁判所
て行政局長

一
等
，
あ
達

二
ｊ
苛
司
罫
．
三
尾
堅
里

通達 行政局 平成26年
3月25日

18 家事事件記録の編成について 平成12年
3月17日

K三第37号家
裁判所長あて
務総長通達

通達 総務局 平成24年
12月11日

19 刑事裁判事務処理システムを利用
した事務処理の運用について

平成13年
10月12日

:三第113号
i等裁判所長

割繧ぁ零篝
局長彌逹

通達 総務局

衷面雷電
秘書課

平成25年
1月15日

2020 腎璽n百房百蓮諄詞了寺垂酌鏥E堕壷
風エI副…~『ちり'9－JｰU』…へ国……一犀

について

成17
1

12月12日
■

秘書第00

判
書
判
課
所
員
，
書
総

'88号最高裁
'大法廷首席
,官，最高裁
事務総局局
，司法研修
，裁判所職
合研修所長
高裁判所図
'長あて事務
依命通達

－

通達 平成24年
12月6日

ー

屯旋EJ可！
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て學務総長啄首
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’ 儒 雁 ’;舌陛壼§ 壼呈

22 家事調停室等における事故の防止
について

昭和54年
7月27日

ミニ第212号
2庭裁判所長あ
民家庭局長通達

通達 家庭局 平成24年
12月6日

23 家事事件に関する審判書等の写し
の送付について

平成20年
12月3日

ミー第005282号

所

5等裁判所長
『,家庭
tあて家
i達

裁
庭
判所
局長

通達 家庭局 平成24年
12月19日

24 借地非訟事件手続において作成す
る調書その他の文書の様式等につ
いて

平成9年
12月3日
忌二第529号
訂等裁判所長

Ｂ
■
０
４
日
■
Ｄ
Ｐ

守
司
雪
庵
三
尾
匿
匡

あ
地方裁判所
て民事局
､総務局長通

通達 民事局 平成24年
12月14日

25 調停手続の運用について 昭和49年
9月30日

:二第864号
i等裁判所長
I、地方、家庭
潮所長あて事
総長通達 ．

通達 民事局 平成24年
12月17日

26 家事事件調査報告書の様式の制定
について

平成12年
6月30日

1三第277．
庭裁判所長
.家庭局長通

コ
ヲ
防
塞

通達 家庭局 平成24年
11月29日

27 ﾉｰ4霜同口戦Uﾉ嘱同七手羽EI--ジしUL 平成2年
12月20日

1－第411号
i等裁判所長
09家庭裁判所
あて家庭局．
■

0『
ｐ
ゆ
Ｌ
Ｆ
ｂ

総務局長通

通達 家庭局 平
11

ZU 屡季率1午の期口調晉寺の椋式娯ひ

日載方法について
平成12年
3月7日

第67号家
判所長あて
局長，総務
通達

，
一
・
裁
瀝
辰

通達 家庭局 平成24年
12月10日

29 未琶直、へ吉ｨ更宗香宜云争妨向山

旨定及び検察審査会事務局各課の
計係等の事務分掌について

昭和26年
5月1日

§二第56号地方
t判所長あて総
§局長通知及び
【命通達

法律 総務局 平成20年
7月10日

30 審査事件等の報告について 召和60年
2月20日

第260号
審査会事務
あて刑事局
鐸

一
察
長
痛

通達 刑事局 平成20年
12月18日

31 厩宗奮宜云1丁鰹X置月X叔垂1項1－~』

いて
昭和60年
12月25日
一第278号
察審査会事務
長あて刑事局
通達

通達 刑事局 平成20年
11月27日

32 検察審査会法違反事件の報告につ
いて ‘

昭和60年

12月28日
リー第258号
誤審査会事務
浪あて刑事局
&通達

通達 刑事局 平成21年
1月28日

33 民事訴訟事件及び行政訴訟事件の
鑑定等の報告について

平成4年
12月25日

トー第357号
I方裁判所長あ
民事局長，行
｢局尾涌逹

通達 民事局 平成11年
7月19日

34 検察審査会制度に関する広報活動
の実施状況の報告について

平成5年
12月6日

'一第329号
漂番査会事務
I長あて刑事局
』
砂通達

通達 刑事局 平成20年
12月1日

35 寅察審査会制度普及状況等の調査
こついて

平成6年
11月17日
'一第310号
擦審査会
卜長あて刑
：通達

薑
務
局

■ ■

通達 刑事局 平成20年
12月12日
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拳件の報舌購層について
－ ■

37 『央示否互且，雨．E貝， 目匹ハユリ守

門的助言者の出頭状況等に関する
調査について

牌成りヰ

1月17日
'一第286号
i察審査会事務
'長あて刑事局
■
、通達

通達 刑事局 平成21年
2月25日

38 等「1醐叫昌百Uノハ屋寺1－閏9勺銅

査について
平成6年
12月13日

'一第399号
i等裁判所長
',地方裁判所
:あて刑事局長
知

通知 刑事局 平成21年
1月16日

39 琢争相諏刀一卜の揮武I=-ンい~L 平成6年
12月22日

1－第422号
1庭裁判所長あ
家庭局長通達

通達 家庭局 半峡ZUヰ
3月12日

40 国選弁護人に対する報酬の支給状
況の調査について

平成8年
8月21日
HI-第234号
計等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて刑事局長
量達

通達 刑事局 平成20年
5月12日

41 家事事件申立書用紙の使用につい
て

平成9年
10月24日

胃一第435号
2庭裁判所長あ
盲家庭局長通達

通達 家庭局 平成22年
3月26日

42 民事訴訟におけるテレビ会認の方
法による証人等の尋問等の手続に
ついて

平成9年
12月8日

＃二第567号
i等裁判所長
,、地方、家庭
剛所長あて民
局長、総務局
､福逹 ． ．

通達 民事局 半以ZUヰ
3月31日

43 琢争季汁1－閑.9句蚕干U盲寺”号し

の送付について
平成9年
12月15日

1－第498号
I等裁判所長
1,家庭裁判所
あて家庭局長
達

通達 家庭局 平成20年
12月3日

』
万

ノ
可 多数債権者管理システムの利用に
ついて．

平成10年
4月30日

i三第195号
|方裁判所長あ
民事局長通達

通達 民事局 平成20年
7月24日

45 争点整理手続等におけるテレビ会
濃システムの利用について

平成11年
3月10日

ミニ第97号高
層裁判所長官，
坊，家庭裁判
『長あて民事局
を，総務局長通
記
Ｅ
呂
幸

通達 民事局 平成20年
3月31日

46 少ヰ叩沫睡季汗1－闇9句汰疋四浬

知について
平成12年
7月14日

!二第357号
!庭裁判所長あ
『家庭局長通達

通達 家庭局 平成20年
12月4日

47 民事裁判事務処理システムを利用
した事務処理の運用について

平成12年
8月31日

三第･102号
等裁判所長
？ 地方裁判所
あて総務局長
達

通達 総務局 平成21年
2月16日

48 執
び
保
て

及
び
い

票
及
つ

査
成
に

調
作
等

件
の
付

事
票
送

察
絡
る

観
連
す

霞
渡
対

保
言
に

者
察
所

予
観
察

猶
護
観

行
保
護

平成18年
9月11日

二第000462号
等裁判所長
0 地方，家庭
判所長あて刑
局長，家庭局
通達

通達 刑事局 平成20年
5月9日

49 医療観察事件の押収物還付公告に
ついて

平成17年
7月13日

ll二第000234号
ﾛ方裁判所長あ
写刑事局長通達

通達 刑事局 平成22年
10月25日

50 遺産分割事件の調査について 平成5年
2月6日
2－第361号
間庭裁判所長あ
ご家庭局長通達

通達 家庭局 平成22年
9月29日
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52
△
″
引
口
『
田
町
Ｕ
山
即

卜年事件に関してコンピュータを
l用して事務処理を行う場合の事
樟等の様式について

平成13年
3月30日

§三第59号家
星裁判所長あて
&務局長通達

通達． 総務局 平成27年
3月6日

53 執行猶予者保護観察事件調査票及
び保護観察言渡連絡票の作成及び
保護観察所に対する送付等につい
て

平成20年
5月9日

'二第000b30号

i等裁判所長
',．地方，家庭
剃所長あて刑
:局長，家庭局
:通達

通達 刑事局 平成27年
5月22日

54 裁判所の保有する司法行政文書の
開示に関する事務の基本的取扱い
について

平成13年
3月29日

第82号高
判所長官，
，家庭裁判
あて事務総
命通達

一
裁
方
長
依

験
亭
也
肝
言
豆

通達 総務局 平成27年
4月6日

55 る司法行政文書の
務の基本的取扱い
ついて

有す
る事
目に

裁判所の保
開示に関す
の実施の細

平成13年
9月14日
騒一第254号
苗等裁判所長
ﾖ，地方,家庭
批判所長あて総
監局長依命通達

通達 総務局 平成27年
4月6日

56 裁判所が司法行政事務に関して保
有する個人情報の取扱いについて

平成18年
3月17日

§－第0伽344号
;等裁判所長
『，地方；家庭
畔ﾘ所長，最高
判所大法廷首
『書配官,､最高
t判所事務総局
ｳ課長，司法研
斬長，裁判所
損総合研修所
&,最高裁判所
i害館長あて事
;総長依命通達

通達 総務局 平成27年
4月6日

57 最高裁判所が司法
て保有する個人情
について

鰯霊
務に関し
切な管理

平成18年
3月17日

;一第0㈹345号
高裁判所大法
首席書記官，
高裁判所事務
局局課長，司
研修所長，裁
所職員総合研
所長,最高裁
所図書館長あ
事務総長通達

通達 総務局 平成27年
4月6日

58 下級裁判所が司法行政事務に関し
て保有する個人情報の適切な管理
について

平成18年
3月17日

1－第000346号
等裁判所長
、 地方，家庭
判所長あて事
総長通達

通達 総務局 平成27年
4月6日

＠ず 獄千M脚『〃、ロ』西1丁哩奉"I-1劃しL津

有する個人情報の取扱いの実施等
について

平成18年
3月17日

'一第000347号
等裁判所長
、 地方，家庭
判所長，最高
判所大法廷首
書記官,最高
判所事務総局
課長， 司法研
所長，裁判所
員総合研修所
，最高裁判所
書館長あて総
局長依命通達

通達 総務局 平成27年
|月6日
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l事事件の事件報告について

61 最高裁判所が司法行政事務に関し
て保有する個人情報の適切な管理
について

平成27年
4月6日

;一第387号
高裁判所大法
首席書記官，
高裁判所事務
局局課長，司
研修所長，裁
所職員総合研
所長，最高裁
所図書館長あ
事務総長通達

通達 総務局 平成27年
12月16日

62 下級裁判所が司法行政事務に関し
て保有する個人情報の適切な管理
について

平成27年
4月6日

一第388号
等裁判所長
8 地方，家庭
判所長あて事
総長通達

通達 総務局 平成27年
12月16日

63 親日進行管理プログラム
牛用）を利用して事務処
場合の事件簿等の様式に

(家事事
理を行う
ついて

平成17年
10月18日

三第000696号
庭裁判所長あ
総務局長通達

通達 総務局 平成28年
3月24日

64 補導委託費支給基準について 平成27年
3月30日

2－第42号家
直裁判所長あて
2庭局長，経理
3長通達

通達 家庭局 平成28年
3月22日

65 破産裁判所または破産管財人から
破産者にあてた郵便物等の取扱に
ついて

昭和30年
10月27日

と事甲第338
槁等裁判所長
ｂ
ｒ
－
Ｉ
Ｆ
ｐ
Ｆ
ｂ

、 地方裁判所
あて民事局長
i知

通知 民事局 平成28年
4月13日

66 郵便回送嘱託による個人番号通知
カードの回送について

平成Zノヰ

10月6日
9方裁判所首席
記官宛て民事
惨事官事務連
§

事務
連絡
民事局 平成28年
4月13日

67 「薬物再乱用防止プログラム等実
施要領の制定について』の発出に
ついて

平成27年
11月19日

fll二第581号 通知 刑事局 平成28年
4月26日

68 飲酒運転防止プログラムを活用し
た保護観察の実施に関する通達の
発出について

平成22年
9月22日

'二第000512号
|等裁判所長
'，地方‘家庭
:判所長あて刑
局長，家庭局
■
Ｐ通知

通知 刑事局 平成28年
5月30日

69 専門的処遇プログラムを活用した
保護観察の実施に関する通達の発
出について

平成20年
6月6日

i二第000664号
i等裁判所長
『，地方，家庭
t判所長あて刑
局長
と彌知

0 家庭局

通知 刑事局 平成28年
5月30日

70 保護観察を言い渡した事件の控訴
結果の通知について

昭和29年
8月24日

公一第569号
也方、家庭裁判
斤長あて訟廷部
蔓事務取扱通知

通知 総務局 平成28年
5月27日

71 法廷寺の妖序維持I二閏ワ句法悴寺

に基づく過料の徴収について
平成7年
3月31日
晃二第154号
笥等裁判所長
ざ，地方，家庭
段判所長あて事
巖総長掻逹

通達 民事局 平成29年
6月26日
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73 裁判所職員の事件処理上の違法行
為を理由とする国家賠償鯖求訴訟
について

平成16年
3月25日 譽犀書

刑事首
，地方
事首席
地方裁
首席書
庭裁判
席書記
裁判所
書記
裁判所
官あて
－課
局第一
政局第
家庭局
事務連

等裁判
席書記
裁判所
書記官
判所民
記官，

D

I

D

所刑事
官，家
家事首
，家庭
年首席
，家庭
席書記

字羅
長，行
課長,
一課長

事
蓮
－

務
絡
民事局 平成16年
3月25日

74 源訟等関係人の尋問，供述等の記
象媒体への保存等に関する事務の
攻扱いについて

平成29年
5月31日

裁判所事務
,､高等裁判
事首席書記
高等裁判所
首席書記
地方裁判所
務局長，地
判所民事首
記官，地方
所刑事首席
官，家庭裁
事務局長，
裁判所家事
書記官，家
判所少年首
配官，家庭
所首席書記
て総務局第
長事務連絡

等
長
民
，
事
，
務
裁
書
判
記
所
庭
席
裁
書
判
あ
課
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０
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ｂ
■
１
１
０
Ｆ
■
ロ
■
』
企
↑
■
Ｆ
Ｄ
”
Ｆ
ｒ
砂
■
、
－
１
，
，
■

事務
連絡
総務局 平成30年
4月18日

75 社会貢献活動に係る通達等の発出
について

平成23年
4月28日 澪襄鶉鶚号

1，地方,家庭
判所長あて家
凋長,刑事局
Ｌ
■通知

通知 家庭局 平成27年
4月30日

76 ﾐ察審査員，補充員，証人，専門
]助言者及び審査補助員の出頭状
l等に関する調査について

平成21年
2月25日

一第000046号
察審査会事務
長あて刑事局
通達

通達 刑事局 平成30年
11月29日

77 関調状況DVD等に関する調査につ
,､て

平成28年
4月28日

等裁判所事務
長あて刑事局
三課長事務連

語 子垂

字句力

連絡
刑事局 令和1年
5月24日

78 曼期審理事件における裁判員の負
旦等に関する実情調査について

平成27年
7月16日

等，地方裁判

菫
務局長あて
局第二課長
務連絡

事務
連絡
刑事局 令和1年
6月10日

79 事裁I
裁定I
'の写

1における証拠開示に関す
胃求事件等に関する決定害
ごの送付について

平成17年
10月27日

'二第000489号
ﾛ方裁判所長あ
『刑事局長涌逹

通達 刑畢局 令和1年
7月11日

80 産分割事件の調査について 平成22年
9月29日

ミー第004333号
ﾐ庭裁判所長あ
『家庭局長通達

通達 家庭局 令和1年
7月26日
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誹達|民事局癖借
羽目古&至又1旨1．

A雲の墨

82 争点整理手続等におけるテレビ会

識システムの利用等について
平成20年
3月19日

Ｄ
Ｉ
ｂ
１
０
Ｆ

二第002966号
裁長官，地裁
長，家裁所長
,て民事局長，
庭局長，総務
,長彌達

通達 民事局 令和2年
9月1日

83 非訟事件等の手続におけるテレビ
会謹システムの利用等について

平成24年
12月7日

&三第000819号
;等裁判所長
7，地方，家庭
畔ﾘ所長あて民
ﾖ局長，家庭局
そ，総務局長通
号
皀

通達 民事局 令和2年
9月1日

84 高等裁判所経由を要しない報告事
項等について

平成19年
3月8日

患一第000188号
奇等裁判所長
毎
コ
言
庭

ロ，

、

地方裁判所
､家庭裁判所
蔓あて総務局長
盟知

通知 総務局 令和3年
4月12日


